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１．概要

本資料は、再処理施設の技術基準に関する規則「第 24 条 廃棄施設」に

関して、基本設計方針に記載する事項、添付書類に記載すべき事項、補

足説明すべき事項について整理した結果を示すものである。 

整理にあたっては、「共通０６：本文（基本設計方針、仕様表等）、添付

書類（計算書、説明書）、添付図面で記載すべき事項」及び「共通０７：

添付書類等を踏まえた補足説明すべき項目の明確化」を踏まえて実施し

た。 

２．本資料の構成

「共通０６：本文（基本設計方針、仕様表等）、添付書類（計算書、説明

書）、添付図面で記載すべき事項」及び「共通０７：添付書類等を踏まえ

た補足説明すべき項目の明確化」を踏まえて本資料において整理結果を

別紙として示し、別紙を以下の通り構成する。 

別紙１：基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 

事業変更許可 本文、添付書類の記載をもとに設定した基本設計

方針と発電炉の基本設計方針を比較し、記載程度の適正化等を図

る。 

別紙２：基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の

展開 

基本設計方針の項目ごとに要求種別、対象設備、添付書類等への

展開事項の分類、第 1 回申請の対象、第２回以降の申請書ごとの

対象設備を展開する。 

別紙３：基本設計方針の添付書類への展開（追而） 

基本設計方針の項目に対して、展開事項の分類をもとに、添付書

類単位で記載すべき事項を展開する。 

別紙４：添付書類の発電炉との比較（追而） 

添付書類の記載内容に対して項目単位でその記載程度を発電炉

と比較し、記載すべき事項の抜けや論点として扱うべき差がない

かを確認する。なお、規則の名称、添付書類の名称など差がある

ことが明らかな項目は比較対象としない（概要などは比較対象

外）。 

別紙５：補足説明すべき項目の抽出（追而） 

基本設計方針を起点として、添付書類での記載事項に対して補足

が必要な事項を展開する。発電炉の補足説明資料の実績との比較

を行い、添付書類等から展開した補足説明資料の項目に追加すべ

きものを抽出する。 

別紙６：変更前記載事項の既工認等との紐づけ 

基本設計方針の変更前の記載事項に対し、既認可等との紐づけを

示す。 

※本別紙は、別紙１による基本設計方針の記載事項の確定後に示

す。
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別紙 
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：商業機密の観点から公開できない箇所商業



再処理施設　設工認に係る補足説明資料　別紙リスト 令和３年８月27日　Ｒ０

資料№ 名称 提出日 Rev

別紙１ 基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 8/27 0

別紙２ 基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開 8/27 0

別紙３ 基本設計方針の添付書類への展開 - -
当該条文は変更無し条文であり、既認可設工認から添付書類の変更がないため、対
象外とする。

別紙４ 添付書類の発電炉との比較 - -
当該条文は変更無し条文であり、既認可設工認から添付書類の変更がないため、対
象外とする。

別紙５ 補足説明すべき項目の抽出 - -
当該条文は変更無し条文であり、既認可設工認から添付書類の変更がないため、対
象外とする。

別紙６ 変更前記載事項の既工認等との紐づけ 8/27 0 ※本別紙は、別紙１による基本設計方針の記載事項の確定後に示す。

廃棄00-01　【本文、添付書類、補足説明項目への展開（廃棄）】

別紙
備考
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別紙１①

基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 24 条 （廃棄施設）（1 / 51） 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
（廃棄施設） 

第二十四条 

 放射性廃棄物を廃棄する設

備 (放射性廃棄物を保管廃棄

する設備を除く。) は、次に

掲げるところによるものでな

ければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一 周辺監視区域の外の空気

中の放射性物質の濃度及び液

体状の放射性物質の海洋放出

に起因する線量が、それぞれ

原子力規制委員会の定める濃

度限度及び線量限度以下にな

るように再処理施設において

発生する放射性廃棄物を廃棄

する能力を有するものである

こと。廃① 

別添Ⅰ 施設共通 

Ⅰ-１ 基本設計方針 

第２章 個別項目 

5. 放射性廃棄物の廃棄施設

放射性廃棄物の廃棄施設は，再処理

施設の運転中及び停止中に生じる放射

性廃棄物を処理する施設であり，環境

へ放出する放射性物質を合理的に達成

できる限り低くするとともに，敷地周

辺の公衆の線量が十分に低くなるよう

設計に際して考慮する。 

放射性廃棄物の廃棄施設は，気体廃

棄物の廃棄施設，液体廃棄物の廃棄施

設及び固体廃棄物の廃棄施設で構成す

る。廃① 

気体廃棄物の廃棄施設は，気体廃棄

物の放出に当たり，周辺監視区域外に

おける空気中の放射性物質の濃度が

「線量告示」に定められた値を超えな

いようにするとともに，「発電用軽水

型原子炉施設周辺の線量目標値に関す

る指針」において定める線量目標値

（実効線量で 50μＳｖ／ｙ）を超えな

いよう，公衆の線量を合理的に達成で

きる限り低減するため，廃液の性状，

廃液の発生量及び放射性物質の濃度に

応じて，廃ガス洗浄塔，高性能粒子フ

ィルタ等で洗浄，ろ過等の処理をした

後，十分な拡散効果の期待できる排気

筒から監視しながら放出する設計とす

る。廃① 

液体廃棄物の廃棄施設は，液体廃棄

物の放出に際して，放射性物質の海洋

放出に起因する線量が「線量告示」に

定められた値を超えないようにすると

ともに，「発電用軽水型原子炉施設周

辺の線量目標値に関する指針」におい

て定める線量目標値（実効線量で 50μ

Ｓｖ／ｙ）を超えないよう，公衆の線

量を合理的に達成できる限り低減する

ため，廃液の性状，廃液の発生量及び

放射性物質の濃度に応じてろ過，脱

塩，蒸発処理を行い，放射性物質の量

及び濃度を確認した上で，十分な拡散

四、再処理施設の位置，構造及び設備並

びに再処理の方法 

ロ．再処理施設の一般構造

(７) その他の主要な構造

(ⅰ) 安全機能を有する施設

(ｍ) 廃棄施設

周辺監視区域の外の空気中の放射性物

質の濃度及び液体状の放射性物質の海洋

放出に起因する線量を十分に低減できる

よう，再処理施設の設計の基本方針を以

下のとおりとする。 

(イ) 気体廃棄物の廃棄施設

各施設の塔槽類等から発生する廃ガス

及びセル等内の雰囲気中から環境への放

射性物質の放出量を合理的に達成できる

限り低くするよう，放射性物質の性状，

濃度等に応じて，廃ガス洗浄塔，高性能

粒子フィルタ等で洗浄，ろ過等の処理を

した後，十分な拡散効果の期待できる排

気筒から監視しながら放出する設計とす

る。廃① 

(ロ) 液体廃棄物の廃棄施設

周辺環境に放出する放射性液体廃棄物

による公衆の線量を合理的に達成できる

限り低くするよう，廃液の放射性物質の

性状，濃度等に応じてろ過，脱塩，蒸発

処理を行い，放射性物質の量及び濃度を

確認した上で，十分な拡散効果を有する

海洋放出口から海洋に放出する設計とす

る。廃① 

1. 安全設計

1.1  安全設計の基本方針 

1.1.1  安全機能を有する施設に関する

基本方針 

再処理施設の安全性を確保するため

に，異常の発生を防止すること，仮に異

常が発生したとしてもその波及，拡大を

抑制すること，さらに，異常が拡大する

と仮定してもその影響を緩和することと

する「深層防護」の考え方を適切に採用

した設計とする。廃◇8  

また，再処理施設は，平常時におい

て，周辺監視区域外の公衆の線量及び放

射線業務従事者の線量が「核原料物質、

核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律」（以下「原子炉等規制法」とい

う。）に基づき定められている線量限度

を超えないように設計する。さらに，公

衆の線量については，合理的に達成でき

る限り低くなるように設計する。すなわ

ち，施設設計の実現可能性を考慮しつ

つ，周辺環境に放出する放射性物質に起

因する線量については，「発電用軽水型

原子炉施設周辺の線量目標値に関する指

針（昭和 50 年５月 13 日原子力委員会決

定）」において定める線量目標値が実効

線量で年間 50μＳｖであることを踏ま

えて，年間 50μＳｖを超えないよう設

計する。廃① 

別添Ⅰ（施設共通） 

Ⅰ-1 基本設計方針 

第２章 個別項目 

1. 廃棄物貯蔵設備，廃棄物処理設備

1.2 廃棄物処理設備 

放射性廃棄物を処理する設備は，周辺

監視区域の外の空気中及び周辺監視区域

の境界における水中の放射性物質の濃度

が，それぞれ，「核原料物質又は核燃料

物質の精錬の事業に関する規則等に基づ

く線量限度を定める告示」に定められた

濃度限度以下となるように，発電用原子

炉施設において発生する放射性廃棄物を

処理する能力を有する設計とする。 

 さらに，発電所周辺の一般公衆の線量

を合理的に達成できる限り低く保つ設計

とし，「発電用軽水炉原子炉施設周辺の

線量目標値に関する指針」を満足する設

計とする。 

液体廃棄物処理設備は，廃液の発生源

により，機器ドレン処理系，床ドレン処

理系，再生廃液処理系，洗濯廃液処理系

及び排ガス洗浄廃液処理系で処理する設

計とする。 

 

 

 

 

 

廃①（P34 から） 

 
 

（双方の記載） 

技術基準、準拠法令の相違による

発電炉との記載の相違 

施設の違いにより記載が異なる。

（再処理施設と発電炉施設の放射

性廃棄物の廃棄施設の系統構成及

び設備の違いによる記載の違い） 

【凡例】 

下線：基本設計方針に記載する事項(丸数字で紐づけ)
波線：基本設計方針と許可の記載の内容変更部分 
灰色ハッチング：基本設計方針に記載しない事項 
黄色ハッチング：発電炉工認と基本設計方針の記載内容が一致する箇所 

：発電炉との差異の理由     ：許可からの変更点等 

（双方の記載） 

技術基準、準拠法令の相違による

発電炉との記載の相違 

施設の違いにより記載が異なる。

（再処理施設と発電炉施設の放射

性廃棄物の廃棄施設の系統構成及

び設備の違いによる記載の違い） 

（双方の記載） 

技術基準、準拠法令の相

違による発電炉との記載

の相違 

施設の違いにより記載が

異なる。（再処理施設と

発電炉施設の放射性廃棄

物の廃棄施設の系統構成

及び主要設備の違いによ

る記載の違い） 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉の液体廃棄物処

理設備の構成に関する

記載であり、施設の違

いにより記載が異な

る。 

【許可からの変更点等】

「濃度等」について対象を明確

にした。

【許可からの変更点等】

「高性能粒子フィルタ等」の指

す内容は、当該設備にて行う

主要な機器であり，気体廃棄

物の処理系統については系統

図で示すため当該箇所では許

可の記載を用いた。

【許可からの変更点等】

「ろ過等」の指す内容は，当該設備

にて行う主要な処理の方法であり，

気体廃棄物のの処理系統については

系統図で示すため当該箇所では許可

の記載を用いた。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

再処理施設特有の放射性物質の廃棄施

設について，設備の系統構成を記載す

るため。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

放射性廃棄物を処理する基本方針は同

様だが，再処理施設の放射性廃棄物を

処理する施設の設計方針として展開す

べき事項として記載するため。 
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別紙１①

基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 24 条 （廃棄施設）（2 / 51） 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 

二 放射性廃棄物以外の廃棄

物を廃棄する設備と区別して

設置すること。ただし、放射

性廃棄物以外の流体状の廃棄

物を流体状の放射性廃棄物を

廃棄する設備に導く場合にお

いて、流体状の放射性廃棄物

が放射性廃棄物以外の流体状

の廃棄物を取り扱う設備に逆

流するおそれがないときは、

この限りでない。廃② 

三 気体状の放射性廃棄物を

廃棄する設備は、排気口以外

の箇所において気体状の放射

性廃棄物を排出することがな

いものであること。廃③ 

効果を有する海洋放出口から海洋に放

出する設計とする。廃① 

放射性廃棄物を廃棄する設備は、放

射性廃棄物以外の廃棄物を廃棄する設

備と区別して設置し、放射性廃棄物以

外の流体状の廃棄物を流体状の放射性

廃棄物を廃棄する設備に導かない設計

とする。廃②  

気体廃棄物の廃棄施設の排気は，主

排気筒，北換気筒（使用済燃料輸送容

器管理建屋換気筒，使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋換気筒並びにハル・エン

ドピース及び第１ガラス固化体貯蔵建

屋換気筒）及び低レベル廃棄物処理建

屋換気筒の排気口から排出する設計と

する。廃③ 

 

 

 

 

 

1.9.21 廃棄施設 

（廃棄施設） 

第二十一条 再処理施設には、運転時に

おいて、周辺監視区域の外の空気中の放

射性物質の濃度及び液体状の放射性物質

の海洋放出に起因する線量を十分に低減

できるよう、再処理施設において発生す

る放射性廃棄物を処理する能力を有する

放射性廃棄物の廃棄施設（安全機能を有

する施設に属するものに限り、放射性廃

棄物を保管廃棄する施設を除く。）を設

けなければならない。 

適合のための設計方針 

再処理施設には，周辺監視区域の外の

空気中の放射性物質の濃度及び液体状の

放射性物質の海洋放出に起因する線量を

十分に低減できるよう，以下の設計を行

う施設を設ける。 

(１) 気体廃棄物の廃棄施設

ａ．せん断処理施設のせん断機及び溶解

施設の溶解槽等から発生する廃ガスは，

環境への放射性物質の放出量を合理的に

達成できる限り低くするよう，ＮＯｘ吸

収塔，よう素フィルタ，高性能粒子フィ

ルタ，凝縮器及びミストフィルタで洗

浄，ろ過，ＮＯｘの回収及びよう素除去 

の処理をした後，主排気筒から放出する

設計とする。廃③廃④ 

ｂ．各施設の塔槽類からの廃ガスは，環

境への放射性物質の放出量を合理的に達

成できる限り低くするように廃ガス洗浄

塔，高性能粒子フィルタ，凝縮器，デミ

スタ，よう素フィルタ及びスプレイ塔で

洗浄，ろ過，ミスト除去及びよう素除去

の処理をした後，主排気筒及び北換気筒

から放出する設計とする。廃③廃④ 

ｃ．固体廃棄物の廃棄施設のガラス溶融

炉からの廃ガスは，環境への放射性物質

の放出量を合理的に達成できる限り低く

するように廃ガス洗浄器，ミストフィル

タ，高性能粒子フィルタ，吸収塔，凝縮

器，ルテニウム吸着塔及びよう素フィル

タで洗浄，ろ過，ルテニウム除去及びよ

放射性廃棄物を処理する設備は，放射

性廃棄物以外の廃棄物を処理する設備と

区別し，放射性廃棄物以外の流体状の廃

棄物を流体状の放射性廃棄物を処理する

設備に導かない設計とする。 

気体廃棄物処理設備は，主として主副

水器の空気抽出器，排ガス再結合器及び

排ガス減衰管並びに活性炭ホールドアッ

プ装置等で構成し，排ガスはろ過処理

後，放射性物質の濃度を監視しながら主

排気筒等から放出する設計とする。 

なお，排ガス減衰管は排ガスの通過に

通常約 30 分，活性炭ホールドアップ装

置は排ガス中のクセノンの通過に約 27

日間，クリプトンの通過に約 40 時間を

要する設計とする。 

放射性物質を含む原子炉冷却材を通常

運転時において原子炉冷却系統外に排出

する場合は，床ドレン及び機器ドレン系

のサンプを介して，液体廃棄物処理系へ

導く設計とする。 

放射性廃棄物を処理する設備は，放射

性廃棄物が漏えいし難い又は放射性廃棄

物を処理する過程において散逸し難い構

造とし，かつ，放射性廃棄物に含まれる

化学薬品の影響及び不純物の影響により

著しく腐食しない設計とする。 

廃③（P2 から） 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉の排ガス減衰管

については当社に同様

の設計上の考慮を要す

る設備がないことから

記載しない。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

気体廃棄物の処理方法に係る基本方針は同

様であるが、施設の違いにより記載が異な

る。（再処理施設と発電炉施設の放射性廃

棄物の廃棄施設の系統構成及び設備の違い

による記載の違い） 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉の記載は規則要求

の展開であり、第 10 条

（閉じ込めの機能）の基

本設計方針に核燃料物質

等が漏えいしにくい構造

とすることを記載してい

る。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉の原子炉冷却材に

ついては当社に同様の設

計上の考慮を要する設備

がないため。 

【許可からの変更点等】

放射性廃棄物以外の廃棄設備との区

別について、換気設備の具体設計で

は無く、発電炉の基本設計方針を踏ま

え、廃棄設備全体（液体／気体）の設

計方針を記載した。

（双方の記載） 

設備の相違による発電炉との記載

の相違 

施設の違いにより記載が異なる。

（再処理施設と発電炉施設の放射

性廃棄物の廃棄施設の系統構成及

び設備の違いによる記載の違い） 
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四 気体状の放射性廃棄物を

廃棄する設備にろ過装置を設

ける場合にあっては、ろ過装

置の機能が適切に維持し得る

ものであり、かつ、ろ過装置

の使用済燃料等による汚染の

除去又はろ過装置の取替えが

容易な構造であること。廃④ 

五 液体状の放射性廃棄物を

廃棄する設備は、海洋放出口

以外の箇所において液体状の

放射性廃棄物を排出すること

がないものであること。廃⑤ 

気体廃棄物の廃棄施設に設けるろ過

装置は，ミストフィルタ，高性能粒子

フィルタ及びよう素フィルタによりろ

過する設計としている。ミストフィル

タ，高性能粒子フィルタは前後の差圧

を測定し，適切にフィルタの交換を行

う設計とする。よう素フィルタは，定

期的によう素フィルタ出口のよう素濃

度を測定し，適切にフィルタの交換を

行う設計とする。また，ミストフィル

タ，高性能粒子フィルタ及びよう素フ

ィルタの周辺に十分な空間を確保し，

フィルタ交換が容易な設計とする。廃

④ 

液体廃棄物の廃棄施設は，放出管理

が行える海洋放出管理系を経て十分な

拡散効果を有する海洋放出口から放出

する設計とする。廃⑤ 

5.1 気体廃棄物の廃棄施設 

 

 

 

 

 

ト．放射性廃棄物の廃棄施設の構造及び

設備

(１) 気体廃棄物の廃棄施設

(ⅰ) 構 造

(ａ) 設計基準対象の施設

う素除去の処理をした後，主排気筒から

放出する設計とする。廃③廃④ 

ｄ．セル，グローブボックス及びこれら

と同等の閉じ込め機能を有する施設の換

気は，必要に応じて高性能粒子フィル

タ，廃ガス洗浄塔，凝縮器，ミストフィ

ルタ及びルテニウム吸着塔で洗浄，ろ過

及びルテニウム除去の処理をした後，主

排気筒，北換気筒及び低レベル廃棄物処

理建屋換気筒から放出する設計とする。

廃③廃④ 

ｅ．放射性気体廃棄物は，十分な拡散効

果の期待できる主排気筒，北換気筒及び

低レベル廃棄物処理建屋換気筒から監視

しながら放出する設計とする。廃③ 

(２) 液体廃棄物の廃棄施設

ａ．周辺環境に放出する放射性液体廃棄

物による公衆の線量は，合理的に達成で

きる限り低くする設計とする。廃液の放

射性物質の濃度，性状及び廃液に含まれ

る成分に応じてろ過，脱塩及び蒸発の処

理を行う設計とする。廃◇8

ｂ．周辺環境に放出する放射性液体廃棄

物中の放射性物質の量及び濃度を確認

し，十分な拡散効果を有する海洋放出口

から海洋に放出する設計とする。廃⑤ 

7. 放射性廃棄物の廃棄施設

7.1 概 要

放射性廃棄物の廃棄施設は，再処理施

設の運転中及び停止中に生じる放射性廃

棄物を処理する施設であり，環境へ放出

する放射性物質を合理的に達成できる限

り低くするとともに，敷地周辺の公衆の

線量が十分に低くなるよう設計に際して

考慮する。廃◇8  

放射性廃棄物の廃棄施設は，次の施設

で構成する。 

気体廃棄物の廃棄施設 

液体廃棄物の廃棄施設 

固体廃棄物の廃棄施設 廃① 

7.2 気体廃棄物の廃棄施設 

7.2.1 設計基準対象の施設 

7.2.1.1 概 要 

気体状の放射性廃棄物はフィルタを通

し放射性物質の濃度を監視可能な主排気

筒等から放出する設計とする。 

また，フィルタは，放射性物質による

汚染の除去又は交換に必要な空間を有す

るとともに，必要に応じて梯子等を設置

し，取替が容易な設計とする。 
廃③（P1 へ） 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

放射性廃棄物を処理する基本方針は同

様だが，当社特有の液体廃棄物の廃棄

施設に対する設計上の考慮として記載

するため。 

【許可からの変更点等】

技術基準規則の要求事項及びその他

の措置について発電炉の技術基準解

釈の要求を踏まえて、適合性の説明を

記載
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気体廃棄物の廃棄施設は，せん断処

理施設のせん断処理設備及び溶解施設

の溶解設備から発生する放射性気体廃

棄物を処理するせん断処理・溶解廃ガ

ス処理設備，各施設の放射性物質を収

納する塔槽類から発生する放射性気体

廃棄物を処理する塔槽類廃ガス処理設

備，高レベル廃液ガラス固化設備から

発生する放射性気体廃棄物を処理する

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備，汚染のおそれのある区域を換気す

る換気設備並びに主排気筒で構成す

る。

せん断処理・溶解廃ガス処理設備

は，前処理建屋に収納する。高レベル

廃液ガラス固化廃ガス処理設備は，高

レベル廃液ガラス固化建屋に収納する

設計とする。廃①

塔槽類廃ガス処理設備及び換気設備

は，各建屋に収納する設計とする。廃

① 

5.1.1 設計基準対象の施設 

5.1.1.1 せん断処理・溶解廃ガス処理

設備 

気体廃棄物の廃棄施設は，せん断処理

施設のせん断処理設備及び溶解施設の溶

解設備から発生する放射性気体廃棄物を

処理するせん断処理・溶解廃ガス処理設

備，各施設の放射性物質を収納する塔槽

類から発生する放射性気体廃棄物を処理

する塔槽類廃ガス処理設備，高レベル廃

液ガラス固化設備から発生する放射性気

体廃棄物を処理する高レベル廃液ガラス

固化廃ガス処理設備，汚染のおそれのあ

る区域を換気する換気設備並びに主排気

筒で構成する。 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備は，

前処理建屋に収納する。高レベル廃液ガ

ラス固化廃ガス処理設備は，高レベル廃

液ガラス固化建屋に収納する。廃① 

前処理建屋の主要構造は，「ニ．

(１)(ⅰ) 構造」に示す。 

高レベル廃液ガラス固化建屋の主要構

造は，鉄筋コンクリート造（一部鉄骨鉄

筋コンクリート造及び鉄骨造）で，地上

２階，地下４階，建築面積約 5,100ｍ２

の建物である。 

主排気筒は，高さ約 150ｍ，面積約

1,600ｍ２の構築物である。 

高レベル廃液ガラス固化建屋機器配置

概要図を第 121 図から第 129 図に示す。

廃□1  

なお，塔槽類廃ガス処理設備及び換気

設備は，各建屋に収納する。廃① 

気体廃棄物の廃棄施設の排気は，放射

性物質の濃度を監視しながら主排気筒，

北換気筒（使用済燃料輸送容器管理建屋

換気筒，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換

気筒並びにハル・エンドピース及び第１

ガラス固化体貯蔵建屋換気筒）及び低レ

ベル廃棄物処理建屋換気筒の排気口から

排出する。廃③ 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備系統

概要図を第 35 図に，塔槽類廃ガス処理

設備系統概要図を第 36 図及び第 37 図

に，高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理

設備系統概要図を第 38 図に，換気設備

排気系系統概要図を第 39 図及び第 40 図

に示す。廃□1  

(ⅱ) 主要な設備及び機器の種類 

(ａ) 設計基準対象の施設 

気体廃棄物の廃棄施設は，せん断処理

施設のせん断機，溶解施設の溶解槽等か

ら発生する放射性気体廃棄物を処理する

せん断処理・溶解廃ガス処理設備，各施

設の放射性物質を収容する塔槽類から発

生する放射性気体廃棄物を処理する塔槽

類廃ガス処理設備，固体廃棄物の廃棄施

設のガラス溶融炉から発生する放射性気

体廃棄物を処理する高レベル廃液ガラス

固化廃ガス処理設備，汚染のおそれのあ

る区域を換気する換気設備及び主排気筒

で構成する。廃◇8  

気体廃棄物の廃棄施設系統概要図を第

7.2－１図に示す。廃◇7  

7.2.1.2 せん断処理・溶解廃ガス処理設

備 

7.2.1.2.1 概 要 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備は，

せん断処理施設のせん断機，溶解施設の

溶解槽等から発生する廃ガス中のＮＯｘ

及び放射性物質を除去するとともに，せ

ん断機，溶解槽等の機器内部を負圧に維

持する設備である。廃① 

【許可からの変更点等】 

「溶解槽等」の指す内容

は，当該設備にて処理す

る廃ガスが発生する主要

機器であり，系統図で示

すため当該箇所では許可

の記載を用いた。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

放射性廃棄物の廃棄施設の系統

構成及び設備について設計方針

として展開すべき事項として記

載する。（以下同じ） 
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廃① 

廃① 

(イ) せん断処理・溶解廃ガス処理設備

高性能粒子フィルタ ６ 基（１基×２段

／系列×３系列）

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

加 熱 器 ３ 基（１基／系列×３系列）

よう素フィルタ 12 基（２基×２段／系

列×３系列）

よう素除去効率 99.6 ％以上

凝 縮 器 ２ 基（１基／系列×２系列）

ＮＯｘ吸収塔 ２ 基（１基／系列×２系

列）

よう素追出し塔 ２ 基（１基／系列×２

系列）

ミストフィルタ ６ 基（２基／系列×３

系列）

排 風 機 ３ 台（１台／系列×３系列）

排 風 量 約 520 ｍ３／ｈ［normal］

（１台当たり）

(ロ) 塔槽類廃ガス処理設備

排 風 量 合計約 21,000 ｍ３／ｈ

［normal］

１） 前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備

高性能粒子フィルタ ８ 基（４基×２

段）

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

よう素フィルタ ４ 基

よう素除去効率 90 ％以上

廃ガス洗浄塔 １ 基

凝 縮 器 １ 基

デミスタ １ 基

排 風 機 ２ 台

２） 分離建屋塔槽類廃ガス処理設備

塔槽類廃ガス処理系

高性能粒子フィルタ 10 基（５基×２

段）

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

よう素フィルタ ４ 基

よう素除去効率 90 ％以上

廃ガス洗浄塔 １ 基

凝 縮 器 １ 基

デミスタ １ 基

排 風 機 ２ 台

パルセータ廃ガス処理系

高性能粒子フィルタ 10 基（５基×２

段）

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

せん断処理・溶解廃ガス処理設備系統

概要図を第 7.2－２図に示す。廃◇7  

7.2.1.2.2 設計方針 

(１) 放射性物質の放出低減

せん断処理・溶解廃ガス処理設備は，

せん断処理施設のせん断機，溶解施設の

溶解槽等から発生する廃ガスによる環境

への放射性物質の放出量を，合理的に達

成できる限り低くする設計とする。廃① 

（２) 閉じ込め

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の放

射性物質を内包する機器は，腐食し難い

材料を使用し，かつ，漏えいし難い構造

とする。万一液体状の放射性物質が漏え

いした場合にも漏えいの拡大を防止し安

全に処置できる設計とする。また，せん

断処理・溶解廃ガス処理設備は，気体状

の放射性物質が漏えいし難く，かつ，逆

流し難い設計とする。廃◇1  

(３) 単一故障

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の安

全上重要な系統及び機器は，それらを構

成する動的機器に単一故障を仮定しても

安全機能を確保できる設計とする。廃◇3  

(４) 外部電源喪失

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の安

全上重要な系統の排風機は，非常用所内

電源系統に接続し，外部電源が喪失した

場合でも安全機能を確保できる設計とす

る。廃◇3  

(５) 試験及び検査

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の安

全上重要な系統の排風機，高性能粒子フ

ィルタ等は，必要に応じて試験及び検査

ができる設計とする。廃◇4  

7.2.1.2.3 主要設備の仕様 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の主

要設備の仕様を第 7.2－１表に示す。廃

◇5  

また，フィルタ概要図を第 7.2－３図に

示す。廃◇7  

7.2.1.2.4 系統構成及び主要設備 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝

縮器，ＮＯｘ吸収塔及びよう素追出し塔

は，溶解槽に対応して各々１系列設け

る。ミストフィルタから排風機までは，

３系列で構成し，２系列で運転し，他の

【許可からの変更点等】 

「溶解槽等」の指す内容

は，当該設備にて処理す

る廃ガスが発生する主要

機器であり，系統図で示

すため当該箇所では許可

の記載を用いた。 
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別紙１①

基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 24 条 （廃棄施設）（6 / 51） 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃

① 

排 風 機 ２ 台 

３） 精製建屋塔槽類廃ガス処理設備

塔槽類廃ガス処理系（ウラン系）

高性能粒子フィルタ ８ 基（４基×２

段）

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

廃ガス洗浄塔 １ 基

凝 縮 器 １ 基

デミスタ １ 基

排 風 機 ２ 台

塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）

高性能粒子フィルタ ６ 基（３基×２

段）

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

よう素フィルタ ３ 基

よう素除去効率 90 ％以上

廃ガス洗浄塔 １ 基

ＮＯｘ廃ガス洗浄塔 １ 基

凝 縮 器 １ 基

デミスタ １ 基

排 風 機 ２ 台

パルセータ廃ガス処理系

高性能粒子フィルタ ６ 基（３基×２

段）

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

排 風 機 ２ 台

溶媒処理廃ガス処理系

酸及び溶媒の回収施設の溶媒回収設備の

溶媒処理系から発生する放射性気体廃棄

物は，塔槽類廃ガス処理系（プルトニウ

ム系）の高性能粒子フィルタへ移送し，

処理する。

４） ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理

設備

高性能粒子フィルタ ２ 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

廃ガス洗浄塔 ２ 基

凝 縮 器 ２ 基（１基×２系列）

排 風 機 ２ 台

５） ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋塔槽類廃ガス処理設備

高性能粒子フィルタ ５ 基（１段目：３

基（２段内蔵式），２段目：２基（２段

内蔵式））

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

１系列は予備とする。

せん断処理・溶解廃ガス処理設備は，

せん断処理施設のせん断機及び溶解施設

の溶解槽，よう素追出し槽等から発生す

る廃ガスを処理することが可能な処理能

力を有する。廃◇8  

(１) 系統構成

せん断処理・溶解廃ガス処理設備は，

せん断処理施設のせん断機及び溶解施設

の溶解槽，よう素追出し槽等から発生す

る約 2 9 0 ｍ３／ｈ［normal］（凝縮

性ガス約 150ｍ３／ｈ［normal］，非凝

縮性ガス約 140ｍ３／ｈ［normal］）の

廃ガスを凝縮器で冷却した後，溶解施設

のエンドピース酸洗浄槽，硝酸調整槽及

び硝酸供給槽から発生する約１ｍ３／ｈ

［normal］の廃ガスとともに，ＮＯｘ吸

収塔でのＮＯｘの回収及び放射性物質の

除去，ミストフィルタでのろ過，加熱器

での加熱，高性能粒子フィルタでのろ過

及びよう素フィルタでのよう素の除去を

組み合わせて処理した後，排風機で前処

理建屋塔槽類廃ガス処理設備の排風機下

流へ移送する。廃① 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備は，

接続する溶解槽等の負圧を－0.7ｋＰａ

［gage］程度に維持する。ここでいう

gage は，大気圧との差圧であり，以下

［gage］という。廃◇8  

ＮＯｘ吸収塔で回収した約３ｍｏｌ／

Ｌの硝酸は，よう素追出し塔において高

温状態で残留よう素を追い出した後，溶

解施設の溶解槽で再使用する。 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の高性

能粒子フィルタは，１系列当たり２段設

置する。 

(２) 主要設備

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝

縮器，ＮＯｘ吸収塔，よう素追出し塔等

の液体状の放射性物質を内包する機器

は，ステンレス鋼又はジルコニウムを用

い，接液部は溶接構造とし，異種金属間

の接続には爆着接合法による異材継手を

用いる設計とする。また，これらの機器

を収納するセルの床には漏えい検知装置

を備えたステンレス鋼製の漏えい液受皿

を設置し，漏えいした液体状の放射性物

質は溶解施設の硝酸調整槽等に移送する

設計とする。 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の主

【許可からの変更点等】 

「よう素追出し槽等」の

指す内容は，当該設備に

て処理する廃ガスが発生

する主要機器であり，系

統図で示すため当該箇所

では許可の記載を用い

た。 
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別紙１①

基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 24 条 （廃棄施設）（7 / 51） 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
よう素フィルタ ２ 基 

よう素除去効率 90 ％以上 

廃ガス洗浄塔 ３ 基 

凝 縮 器 ４ 基（２基×２系列） 

排 風 機 ５ 台（１段目：２台，２段

目：３台） 

６） 高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽

類廃ガス処理設備

高レベル濃縮廃液廃ガス処理系

高性能粒子フィルタ ４ 基（２基×２

段）

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

よう素フィルタ ３ 基

よう素除去効率 90 ％以上

廃ガス洗浄塔 １ 基

凝 縮 器 １ 基

デミスタ １ 基

排 風 機 ２ 台

不溶解残渣廃液廃ガス処理系

高性能粒子フィルタ ４ 基（２基×２

段）

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

よう素フィルタ ３ 基

よう素除去効率 90 ％以上

廃ガス洗浄塔 １ 基

凝 縮 器 １ 基

デミスタ １ 基

排 風 機 ２ 台

７） 低レベル廃液処理建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備

高性能粒子フィルタ ２ 基（２段内蔵

式）

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

廃ガス洗浄塔 １ 基

凝 縮 器 １ 基

デミスタ １ 基

排 風 機 ２ 台

８） 低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃

ガス処理設備

低レベル濃縮廃液処理廃ガス処理系

高性能粒子フィルタ ４ 基（２基×２

段）

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

よう素フィルタ ２ 基

よう素除去効率 90 ％以上

排 風 機 ２ 台

要機器は，排風機に接続し，負圧を維持

する設計とし，溶解施設の溶解槽内部の

負圧を監視することにより，系統の負圧

監視ができる設計とする。排風機及び加

熱器は，多重化し，非常用所内電源系統

に接続するとともに，その１系列の試験

及び検査中においても，予備系列に切り

替えて運転できる設計とする。また，排

風機の回転数及び加熱器の出口の廃ガス

温度を測定することにより，運転状態を

監視できる設計とする。せん断処理・溶

解廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタ

等は前後の差圧を測定することにより運

転状態が監視できる設計とする。 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備のよ

う素フィルタは，定期的によう素フィル

タ１段目及び２段目出口のよう素濃度を

測定できる設計とする。

また，高性能粒子フィルタ及びよう素

フィルタは，その１系列の試験及び検査

中においても，予備系列に切り替えて運

転できる設計とする。

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の排

風機，フィルタ等は，クレーン等により

保守・補修を行う。 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の主

要機器の機能及び性能について以下に示

す。 

ａ．凝縮器 

凝縮器は，多管式を使用し，廃ガスを

冷却して除湿することにより，廃ガス中

のトリチウムを除去するとともに，廃ガ

ス中のＮＯｘを回収する。なお，凝縮器

は，廃ガス中に含まれるトリチウムを

96.6％以上除去できる設計とする。

ｂ．ＮＯｘ吸収塔

ＮＯｘ吸収塔は，充てん塔を使用し，

廃ガス中に含まれるＮＯｘを回収すると

ともに，廃ガス中に含まれる放射性エア

ロゾルを除去する。

ｃ．よう素追出し塔

よう素追出し塔は，充てん塔を使用

し，ＮＯｘ吸収塔で回収した硝酸中に含

まれるよう素を廃ガス中に追い出す。 

ｄ．ミストフィルタ 

ミストフィルタは，ろ材にガラス繊維

を使用し，廃ガス中に含まれる放射性エ

アロゾルを除去する。なお，ミストフィ

ルタは，ＮＯｘ吸収塔と合わせて，廃ガ

ス中に含まれる放射性エアロゾルを
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別紙１①

基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 24 条 （廃棄施設）（8 / 51） 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
廃溶媒処理廃ガス処理系 

高性能粒子フィルタ ２ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

よう素フィルタ １ 基 

よう素除去効率 90 ％以上 

廃ガス洗浄塔 １ 基 

凝 縮 器 １ 基 

排 風 機 ２ 台 

雑固体廃棄物焼却処理廃ガス処理系 

高性能粒子フィルタ ２ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

廃ガス洗浄塔 １ 基 

凝 縮 器 １ 基 

主排風機 １ 台 

補助排風機 ２ 台 

塔槽類廃ガス処理系 

高性能粒子フィルタ ２ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

排 風 機 ２ 台 

９） チャンネルボックス・バーナブル

ポイズン処理建屋塔槽類廃ガス処理設備

高性能粒子フィルタ ４ 基（２基×２

段）

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

排 風 機 ２ 台

10） ハル・エンドピース貯蔵建屋塔槽

類廃ガス処理設備

高性能粒子フィルタ ２ 基（２段内蔵

式）

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

排 風 機 ２ 台

11） 分析建屋塔槽類廃ガス処理設備

高性能粒子フィルタ ４ 基（２基×２

段）

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

廃ガス洗浄塔 １ 基

凝 縮 器 １ 基

デミスタ １ 基

排 風 機 ２ 台

(ハ) 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処

理設

備

高性能粒子フィルタ

たて置円筒形： ４ 基（２基×２段）

99％以上除去できる設計とする。 

ｅ．加熱器 

加熱器は，電気ヒータを使用し，廃ガ

スを加熱して相対湿度を下げるととも

に，下流のよう素除去に適切な温度にす

る。

ｆ．高性能粒子フィルタ

高性能粒子フィルタは，ろ材にガラス

繊維を使用し，よう素フィルタの前後に

設置し，廃ガス中に含まれる放射性エア

ロゾルを除去する。なお，高性能粒子フ

ィルタは，廃ガス中に含まれる放射性エ

アロゾルを１段当たり 99.9％以上除去

できる設計とする。

ｇ．よう素フィルタ

よう素フィルタは，ろ材に銀系吸着材

を使用し，廃ガス中に含まれるよう素を

除去する。なお，よう素フィルタは，廃

ガス中に含まれるよう素を 99.6％以上

除去できる設計（よう素フィルタ ベッ

ド厚約 85ｃｍ）とする。 

ｈ．排風機 

排風機は，せん断処理施設のせん断機及

び溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等

の負圧を維持するとともに，廃ガスを主

排気筒へ移送する。廃◇6  

7.2.1.2.5 試験・検査 

よう素フィルタは，定期的に前後のよう

素濃度を測定し，除染性能の確認を行

う。 

高性能粒子フィルタは，交換時に据え

付け状態の健全性を確認する。 

加熱器は定期的に切り替え，健全性を確

認する。 

排風機は定期的に切り替え，健全性を

確認する。廃◇4  

7.2.1.2.6 評 価 

(１) 放射性物質の放出低減

せん断処理・溶解廃ガス処理設備は，

凝縮器，ＮＯｘ吸収塔，フィルタ等を組

み合わせて，せん断処理施設のせん断

機，溶解施設の溶解槽等から発生する廃

ガスを処理する設計としているので，環

境へ放出する放射性物質を合理的に達成

できる限り低くすることができる。 

(２) 閉じ込め

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の放射

性物質を内包する機器は，ステンレス鋼

及びジルコニウムの腐食し難い材料を用
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別紙１①

基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 24 条 （廃棄施設）（9 / 51） 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 

5.1.1.2 塔槽類廃ガス処理設備 

箱形： ２ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

よう素フィルタ ２ 基 

よう素除去効率 90 ％以上 

廃ガス洗浄器 ２ 基 

吸 収 塔 ２ 基 

凝 縮 器 １ 基 

ミストフィルタ ２ 基

ルテニウム吸着塔 ２ 基

排 風 機 １段目： ２ 台

２段目： ２ 台

排 風 量 約 680 ｍ３／ｈ［normal］

（１台当たり）

(ニ) 換気設備

排 風 量 合計約 280 万 ｍ３／ｈ

１） 使用済燃料輸送容器管理建屋換気

設備

使用済燃料輸送容器管理建屋排気系

建屋排気フィルタユニット（高性能粒子

フィルタ１段内蔵形）５ 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

建屋排風機 ２ 台

２） 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気

設備

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋排気系

建屋排気フィルタユニット（高性能粒子

フィルタ１段内蔵形）３ 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

建屋排風機 ３ 台

３） 前処理建屋換気設備

前処理建屋排気系

建屋排気フィルタユニット（高性能粒子

フィルタ１段内蔵形）19 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

建屋排風機 ３ 台

セル排気フィルタユニット（高性能粒子

フィルタ１段内蔵形）４ 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

セル排風機 ２ 台

溶解槽セルＡ排気フィルタユニット（高

性能粒子フィルタ１段内蔵形） ４ 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

溶解槽セルＢ排気フィルタユニット（高

性能粒子フィルタ１段内蔵形） ４ 基

い，かつ，接液部は溶接構造とし，異種

金属間の接続には爆着接合法による異材

継手により，漏えいし難い設計とし，さ

らに，気体状の放射性物質を内包する機

器内を負圧に保つ設計とするので閉じ込

め機能を確保できる。 

また，安全上重要な系統の排風機は，多

重化し，非常用所内電源系統に接続して

いるので，気体状の放射性物質が漏えい

し難く，かつ，逆流を防止できる。 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の液体

状の放射性物質を内包する機器を収納す

るセルの床には，漏えい検知装置を備え

たステンレス鋼製の漏えい液受皿を設置

し，漏えいした液体状の放射性物質を溶

解施設の硝酸調整槽等に移送する設計と

しているので，万一の液体状の放射性物

質の漏えいを想定してもその拡大を防止

できる。 

(３) 単一故障

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の安全

上重要な系統の排風機は，多重化してい

るので，単一故障を仮定しても閉じ込め

機能を確保できる。

(４) 外部電源喪失

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の安全

上重要な系統の排風機及び加熱器は，そ

の他再処理設備の附属施設の非常用所内

電源系統に接続する設計としているの

で，外部電源喪失時に閉じ込め機能を確

保できる。

(５) 試験及び検査

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の安全

上重要な系統の排風機，高性能粒子フィ

ルタ等は，多重化する設計としているの

で，閉じ込め機能を損なうことなく，必

要に応じて試験及び検査ができる。廃◇9

7.2.1.3 塔槽類廃ガス処理設備 

7.2.1.3.1 概 要 

塔槽類廃ガス処理設備は，再処理設備

本体，放射性廃棄物の廃棄施設等の塔槽

類から発生する廃ガス中に含まれるＮＯ

ｘ及び放射性物質を除去するとともに，

それらの塔槽類の内部を負圧に維持する

設備であり，前処理建屋塔槽類廃ガス処

理設備，分離建屋塔槽類廃ガス処理設

備，精製建屋塔槽類廃ガス処理設備，ウ

ラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備，ウ

ラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類

【許可からの変更点等】 

「放射性廃棄物の廃棄施

設等」の指す内容は，当

該設備にて処理する廃ガ

スが発生する主要設備で

あり，系統図で示すため

当該箇所では許可の記載

を用いた。
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廃①

塔槽類廃ガス処理設備は，塔槽類廃

ガスによる環境への放射性物質の放出

量を，合理的に達成できる限り低くす

る設計とする。廃① 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

溶解槽セルＡ排風機 ２ 台 

溶解槽セルＢ排風機 ２ 台 

４） 分離建屋換気設備

分離建屋排気系

建屋排気フィルタユニット（高性能粒子

フィルタ１段内蔵形）15 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

建屋排風機 ２ 台

グローブボックス・セル排気フィルタユ

ニット（高性能粒子フィルタ１段内蔵

形） 11 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

グローブボックス・セル排風機３ 台

５） 精製建屋換気設備

精製建屋排気系

建屋排気フィルタユニット（高性能粒子

フィルタ１段内蔵形）17 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

建屋排風機 ２ 台

セル排気フィルタユニット（高性能粒子

フィルタ１段内蔵形）10 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

グローブボックス排気フィルタユニット

（高性能粒子フィルタ１段内蔵形） ２

基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

グローブボックス・セル排風機２ 台

６） ウラン脱硝建屋換気設備

ウラン脱硝建屋排気系

建屋排気フィルタユニット（高性能粒子

フィルタ１段内蔵形）10 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

建屋排風機 ２ 台

フード排気フィルタユニット（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形） ２ 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

フード排風機 ２ 台

７） ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋換気設備

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排気

系

廃ガス処理設備，高レベル廃液ガラス固

化建屋塔槽類廃ガス処理設備，低レベル

廃液処理建屋塔槽類廃ガス処理設備，低

レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理

設備，チャンネルボックス・バーナブル

ポイズン処理建屋塔槽類廃ガス処理設

備,ハル・エンドピース貯蔵建屋塔槽類

廃ガス処理設備及び分析建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備で構成する。廃①

塔槽類廃ガス処理設備系統概要図を第

7.2－４図に示す。廃◇7  

7.2.1.3.2 設計方針 

(１) 放射性物質の放出低減

塔槽類廃ガス処理設備は，塔槽類廃ガ

スによる環境への放射性物質の放出量

を，合理的に達成できる限り低くする設

計とする。廃① 

(２) 閉じ込め

塔槽類廃ガス処理設備の放射性物質を

内包する機器は，腐食し難い材料を使用

し，かつ，漏えいし難い構造とする。万

一液体状の放射性物質が漏えいした場合

にも漏えいの拡大を防止し安全に処置で

きる設計とする。また，塔槽類廃ガス処

理設備の安全上重要な系統は，気体状の

放射性物質が漏えいし難く，かつ，逆流

し難い設計とする。廃◇6  

(３) 単一故障

塔槽類廃ガス処理設備の安全上重要な系

統及び機器は，それらを構成する動的機

器に単一故障を仮定しても安全機能を確

保できる設計とする。廃◇3

(４) 外部電源喪失

塔槽類廃ガス処理設備の安全上重要な

系統の排風機は，非常用所内電源系統に

接続し，外部電源が喪失した場合でも安

全機能を確保できる設計とする。廃◇3  

(５) 試験及び検査

塔槽類廃ガス処理設備の安全上重要な

系統の排風機及び高性能粒子フィルタ

は，必要に応じて試験及び検査ができる

設計とする。廃◇4  

7.2.1.3.3 主要設備の仕様 

塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕

様を第 7.2－２表～第 7.2－12 表に示

す。廃◇5  

7.2.1.3.4 系統構成及び主要設備 
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廃①

分離建屋塔槽類廃ガス処理設備は，

塔槽類廃ガス処理系及びパルセータ廃

ガス処理系で構成する。廃① 

建屋排気フィルタユニット（高性能粒子

フィルタ２段内蔵形）22 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

建屋排風機 ２ 台

グローブボックス・セル排気フィルタユ

ニット（高性能粒子フィルタ２段内蔵

形） ６ 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

グローブボックス・セル排風機３ 台

８） ウラン・プルトニウム混合酸化物

貯蔵建屋換気設備

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建

屋排気系建屋排気フィルタユニット（高

性能粒子フィルタ２段内蔵形）７ 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

貯蔵室排気フィルタユニット（高性能粒

子フィルタ２段内蔵形） 17 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

建屋排風機 ２ 台

貯蔵室排風機 ４ 台

９） 高レベル廃液ガラス固化建屋換気

設備

高レベル廃液ガラス固化建屋排気系

建屋排気フィルタユニット（高性能粒子

フィルタ１段内蔵形）11 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

建屋排風機 ２ 台

貯蔵ピット収納管排気フィルタユニット

（高性能粒子フィルタ１段内蔵形） ２

基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

貯蔵ピット収納管排風機 ２ 台

セル排気フィルタユニット（高性能粒子

フィルタ１段内蔵形）７ 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

セル排風機 ２ 台

固化セル圧力放出系前置フィルタユニッ

ト（高性能粒子フィルタ１段内蔵形）

２ 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

固化セル圧力放出系排気フィルタユニッ

ト（高性能粒子フィルタ１段内蔵形）

塔槽類廃ガス処理設備の排風機，フィ

ルタ等は原則として予備系列を有する設

計とする。

塔槽類廃ガス処理設備は，各施設の塔

槽類から発生する廃ガスを処理すること

が可能な能力を有する。廃◇7  

(１) 系統構成

ａ．前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備

前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の高

性能粒子フィルタ及びよう素フィルタ

は，各々４系列で構成し３系列運転と

し，排風機は，２系列で構成し１系列運

転とする。廃◇7  

前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備は，

溶解施設の計量・調整槽等の前処理建屋

内に設置する塔槽類及び液体廃棄物の廃

棄施設の不溶解残渣廃液一時貯槽等の高

レベル廃液ガラス固化建屋内に設置する

塔槽類の一部から発生する約 790ｍ３／

ｈ［normal］の廃ガスを廃ガス洗浄塔

で，前処理建屋及び高レベル廃液ガラス

固化建屋内に設置する極低レベル塔槽類

から発生する硝酸ミストを含む約 100ｍ

３／ｈ［normal］の廃ガスを極低レベル

廃ガス洗浄塔で洗浄した後，前処理建屋

内に設置する極低レベル塔槽類から発生

する硝酸ミストを含まない約 40ｍ３／

ｈ［normal］の廃ガスと合流し，凝縮器

での冷却，デミスタでのミスト除去，高

性能粒子フィルタでのろ過，加熱器での

加熱及びよう素フィルタでのよう素の除

去を組み合わせて処理した後，排風機で

主排気筒へ移送する。廃① 

前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備は，

接続する塔槽類の負圧を－690Ｐａ

［gage］程度に維持する。廃◇8  

前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の高

性能粒子フィルタは，１系列当たり２段

設置する。 

前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備系統

概要図を第 7.2－５図に，前処理建屋塔

槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕様を

第 7.2－２表に示す。廃◇7  

ｂ．分離建屋塔槽類廃ガス処理設備 

分離建屋塔槽類廃ガス処理設備は，塔

槽類廃ガス処理系及びパルセータ廃ガス

処理系で構成する。廃① 

【許可からの変更点等】 

「不溶解残渣廃液一時貯

槽等」の指す内容は，当

該設備にて処理する廃ガ

スが発生する主要機器で

あり，系統図で示すため

当該箇所では許可の記載

を用いた。
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廃① 

廃①

２ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

固化セル換気系前置フィルタユニット 

洗 浄 塔 １ 基 

凝 縮 器 １ 基 

ミストフィルタ ２ 基

ルテニウム吸着塔 １ 基

固化セル換気系排気フィルタユニット

（高性能粒子フィルタ２段内蔵形） ２

基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

固化セル換気系排風機 ２ 台

フード排気フィルタユニット（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形） ２ 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

フード排風機 ２ 台

セル内クーラ 10 基

10） 第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設

備

第１ガラス固化体貯蔵建屋排気系

第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟建屋排気

フィルタユニット（高性能粒子フィルタ

１段内蔵形）10 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟建屋排風

機２ 台

第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟貯蔵ピッ

ト収納管排気フィルタユニット（高性能

粒子フィルタ１段内蔵形）２ 基／系列

×２系列

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟貯蔵ピッ

ト収納管排風機２ 台／系列×２系列

第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟建屋排気

フィルタユニット（高性能粒子フィルタ

１段内蔵形）８ 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟建屋排風

機２ 台

第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟貯蔵ピッ

ト収納管排気フィルタユニット（高性能

粒子フィルタ１段内蔵形）２ 基／系列

×２系列

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽

類廃ガス処理系の高性能粒子フィルタ

は，５系列で構成し４系列運転とし，よ

う素フィルタは，４系列で構成し３系列

運転とする。排風機は，２系列で構成し

１系列運転とする。 

分離建屋塔槽類廃ガス処理設備のパル

セータ廃ガス処理系の高性能粒子フィル

タは，５系列で構成し４系列運転とし，

排風機は，２系列で構成し１系列運転と

する。廃◇7

分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽

類廃ガス処理系は，分離施設の溶解液中

間貯槽等，酸及び溶媒の回収施設の第１

酸回収系の第１供給槽等，液体廃棄物の

廃棄施設の高レベル廃液供給槽等の分離

建屋内に設置する塔槽類から発生する約

1,300ｍ３／ｈ［normal］の廃ガスを廃

ガス洗浄塔で，分離建屋内に設置する極

低レベル塔槽類から発生する約 90ｍ３

／ｈ［normal］の廃ガスを極低レベル廃

ガス洗浄塔で洗浄した後，凝縮器での冷

却，デミスタでのミスト除去，高性能粒

子フィルタでのろ過，加熱器での加熱及

びよう素フィルタでのよう素の除去を組

み合わせて処理した後，排風機で主排気

筒へ移送する。廃① 

分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽

類廃ガス処理系は，接続する塔槽類の負

圧を－690Ｐａ［gage］程度に維持す

る。廃◇8  

分離建屋塔槽類廃ガス処理設備のパル

セータ廃ガス処理系は，分離施設のパル

スカラムのパルセータから発生する約

1,600ｍ３／ｈ［normal］の廃ガスを高

性能粒子フィルタでろ過し，排風機で主

排気筒へ移送する。廃① 

分離建屋塔槽類廃ガス処理設備のパル

セータ廃ガス処理系は，接続するパルセ

ータの負圧を－690Ｐａ［gage］程度に

維持する。廃◇8

分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の高性

能粒子フィルタは，１系列当たり２段設

置する設計とする。 

分離建屋塔槽類廃ガス処理設備系統概

要図を第 7.2－６図に，分離建屋塔槽類

廃ガス処理設備の主要設備の仕様を第

7.2－３表に示す。廃◇5  

ｃ．精製建屋塔槽類廃ガス処理設備 

【許可からの変更点等】 

「高レベル廃液供給槽

等」の指す内容は，当該

設備にて処理する廃ガス

が発生する主要機器であ

り，系統図で示すため当

該箇所では許可の記載を

用いた。 
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別紙１①

基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 24 条 （廃棄施設）（13 / 51） 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
精製建屋塔槽類廃ガス処理設備は，

塔槽類廃ガス処理系（ウラン系及びプ

ルトニウム系），パルセータ廃ガス処

理系及び溶媒処理廃ガス処理系で構成

する。廃①

ＯＰ粒子）／段 

第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟貯蔵ピッ

ト収納管排風機２ 台／系列×２系列

11） 低レベル廃液処理建屋換気設備

低レベル廃液処理建屋排気系

建屋排気フィルタユニット（高性能粒子

フィルタ１段内蔵形）２ 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

建屋排風機 ２ 台

運転予備用建屋排風機 １ 台

12） 低レベル廃棄物処理建屋換気設備

低レベル廃棄物処理建屋排気系

建屋排気フィルタユニットⅠ（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形） 56 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

建屋排風機Ⅰ ４ 台

建屋排気フィルタユニットⅡ（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形） 13 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

建屋排風機Ⅱ ２ 台

建屋排気フィルタユニットⅢ（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形） ８ 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

建屋排風機Ⅲ ２ 台

13） ハル・エンドピース貯蔵建屋換気

設備

ハル・エンドピース貯蔵建屋排気系

建屋排気フィルタユニットⅠ（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形） ５ 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

建屋排風機Ⅰ ２ 台

建屋排気フィルタユニットⅡ（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形） ３ 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

建屋排風機Ⅱ ２ 台

14） チャンネルボックス・バーナブル

ポイズン処理建屋換気設備

チャンネルボックス・バーナブルポイズ

ン処理建屋排気系

建屋排気フィルタユニットⅠ（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形） ３ 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

建屋排風機Ⅰ ２ 台

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備は，塔

槽類廃ガス処理系（ウラン系及びプルト

ニウム系），パルセータ廃ガス処理系及

び溶媒処理廃ガス処理系で構成する。廃

① 

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽

類廃ガス処理系（ウラン系）の高性能粒

子フィルタは，４系列で構成し３系列運

転とし，排風機は，２系列で構成し１系

列運転とする。 

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽

類廃ガス処理系（プルトニウム系）の高

性能粒子フィルタ及びよう素フィルタ

は，各々３系列で構成し２系列運転とす

る。排風機は，２系列で構成し１系列運

転とする。 

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備のパル

セータ廃ガス処理系の高性能粒子フィル

タは，３系列で構成し２系列運転とし，

排風機は，２系列で構成し１系列運転と

する。

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の溶媒

処理廃ガス処理系の真空ポンプは，酸及

び溶媒の回収施設の溶媒回収設備の第１

蒸発缶用２系列，溶媒蒸留塔用２系列で

構成し，各々１系列運転とする。廃◇7  

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽

類廃ガス処理系（ウラン系）は，精製施

設のウラン濃縮液第１中間貯槽等の精製

建屋内に設置する塔槽類から発生する廃

ガス及び精製建屋内に設置する極低レベ

ル塔槽類から発生する硝酸ミストを含む

約 760ｍ３／ｈ［normal］の廃ガスを廃

ガス洗浄塔で洗浄した後，精製建屋内に

設置する極低レベル塔槽類から発生する

硝酸ミストを含まない約 40ｍ３／ｈ

［normal］の廃ガスと合流し，凝縮器で

の冷却，デミスタでのミスト除去及び高

性能粒子フィルタでのろ過を組み合わせ

て処理した後，排風機で主排気筒へ移送

する。 

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽

類廃ガス処理系（ウラン系）は，接続す

る塔槽類の負圧を－690Ｐａ［gage］程

度に維持する。廃◇8  

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽

類廃ガス処理系（プルトニウム系）は，

精製施設の第１酸化塔等から発生する約

80ｍ３／ｈ［normal］の廃ガスをＮＯｘ

【許可からの変更点等】 

「ウラン濃縮液第１中間

貯槽等」の指す内容は，

当該設備にて処理する廃

ガスが発生する主要機器

であり，系統図で示すた

め当該箇所では許可の記

載を用いた。 

【許可からの変更点等】 

「プルトニウム濃縮缶供

給槽等」の指す内容は，

当該設備にて処理する廃

ガスが発生する主要機器

であり，系統図で示すた

め当該箇所では許可の記

載を用いた。 
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別紙１①

基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 24 条 （廃棄施設）（14 / 51） 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 

廃①

建屋排気フィルタユニットⅡ（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形） ２ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

建屋排風機Ⅱ ２ 台 

15） 分析建屋換気設備

分析建屋排気系

建屋排気フィルタユニット（高性能粒子

フィルタ１段内蔵形）19 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

建屋排風機 ２ 台

セル排気フィルタユニット（高性能粒子

フィルタ１段内蔵形）２ 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

セル排風機 ２ 台

グローブボックス排気フィルタユニット

（高性能粒子フィルタ２段内蔵形） ４

基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

グローブボックス排風機 ２ 台

フード排気フィルタユニット（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形） ４ 基

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段

フード排風機 ２ 台

16） 北換気筒

使用済燃料輸送容器管理建屋換気筒

排気口地上高さ 約 75 ｍ

排 気 量 約３万 ｍ３／ｈ

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒

排気口地上高さ 約 75 ｍ

排 気 量 約 28 万 ｍ３／ｈ

ハル・エンドピース及び第１ガラス固化

体貯蔵建屋換気筒

排気口地上高さ 約 75 ｍ

排 気 量 約 14 万 ｍ３／ｈ

17） 低レベル廃棄物処理建屋換気筒

排気口地上高さ 約 75 ｍ

排 気 量 約 80 万 ｍ３／ｈ

(ホ) 主排気筒

排気口地上高さ 約 150 ｍ

排気口内径 約５ ｍ

排 気 量 約 150 万 ｍ３／ｈ廃□2

(ⅲ) 廃棄物の処理能力 

(ａ) 主排気筒 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備，塔

廃ガス洗浄塔で洗浄した後，精製施設の

プルトニウム濃縮缶供給槽等の精製建屋

内に設置する塔槽類から発生する約 470

ｍ３／ｈ［normal］の廃ガスとともに，

廃ガス洗浄塔で洗浄し，凝縮器での冷

却，デミスタでのミスト除去をした後，

溶媒処理廃ガス処理系からの約５ｍ３／

ｈ［normal］の廃ガスと合流し，高性能

粒子フィルタでのろ過，加熱器での加熱

及びよう素フィルタでのよう素の除去を

組み合わせて処理した後，排風機で主排

気筒へ移送する。 

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽

類廃ガス処理系（プルトニウム系）は，

接続する塔槽類の負圧を－690Ｐａ

［gage］程度に維持する。廃◇8  

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備のパル

セータ廃ガス処理系は，精製施設のパル

スカラムのパルセータから発生する約

780ｍ３／ｈ［normal］の廃ガスを高性

能粒子フィルタでろ過し，排風機で主排

気筒へ移送する。廃① 

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備のパル

セータ廃ガス処理系は，接続するパルセ

ータの負圧を－690Ｐａ［gage］程度に

維持する。廃◇8

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の溶媒

処理廃ガス処理系は，酸及び溶媒の回収

施設の溶媒回収設備の第１蒸発缶等から

発生する約５ｍ３／ｈ［normal］の廃ガ

スを真空ポンプを用い，塔槽類廃ガス処

理系（プルトニウム系）の高性能粒子フ

ィルタへ移送する。廃① 

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の溶媒

処理廃ガス処理系は，接続する塔槽類の

負圧を約－93ｋＰａ［gage］以下に維持

する。廃◇8  

塔槽類廃ガス処理系（ウラン系及びプ

ルトニウム系）及びパルセータ廃ガス処

理系の高性能粒子フィルタは，１系列当

たり２段設置する。

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備系統概

要図を第 7.2－７図(１)及び第 7.2－７

図(２)に，精製建屋塔槽類廃ガス処理設

備の主要設備の仕様を第 7.2－４表に示

す。廃◇7  

ｄ．ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設

備 

ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備

【許可からの変更点等】 

「第１蒸発缶等」の指す内

容は，当該設備にて処理す

る廃ガスが発生する主要機

器であり，系統図で示すた

め当該箇所では許可の記載

を用いた。 
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別紙１①

基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 24 条 （廃棄施設）（15 / 51） 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 

ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設

備は，脱硝施設の脱硝塔から発生する

廃ガスを凝縮器で冷却及び廃ガス洗浄

塔で洗浄した後，脱硝施設の硝酸ウラ

ニル貯槽，濃縮液受槽等のウラン脱硝

建屋内に設置する塔槽類から発生する

廃ガスとともに，廃ガス洗浄塔での洗

浄及び高性能粒子フィルタでのろ過を

組み合わせて処理した後，排風機で主

排気筒へ移送する設計とする。

また，ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス

処理設備は，廃ガス中のＮＯｘ回収の

ため，凝縮器で冷却した廃ガスをその

他再処理設備の附属施設の化学薬品貯

蔵供給設備の化学薬品貯蔵供給系へ移

送できる設計とするとともに，移送し

た廃ガスを化学薬品貯蔵供給系から廃

ガス洗浄塔に受け入れできる設計とす

る設計とする。廃① 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

塔槽類廃ガス処理設備は，脱硝施設の

脱硝装置から発生する廃ガスを凝縮器

で冷却し，脱硝施設の硝酸プルトニウ

ム貯槽，混合槽等のウラン・プルトニ

槽類廃ガス処理設備及び高レベル廃液ガ

ラス固化廃ガス処理設備で処理した放射

性気体廃棄物約 22,000ｍ３／ｈ

［normal］を換気設備からの排気ととも

に，約 150 万ｍ３／ｈで排出する能力を

有する。

(ｂ) 北換気筒

塔槽類廃ガス処理設備の一部で処理した

放射性気体廃棄物約 250ｍ３／ｈ

［normal］を換気設備からの排気ととも

に，約 48 万ｍ３／ｈ（使用済燃料輸送

容器管理建屋換気筒は約３万ｍ３／ｈ，

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒は約

28 万ｍ３／ｈ，ハル・エンドピース及

び第１ガラス固化体貯蔵建屋換気筒は塔

槽類廃ガス処理設備の一部で処理した放

射性気体廃棄物約 250ｍ３／ｈ

［normal］を含み約 14 万ｍ３／ｈ）で

排出する能力を有する。

(ｃ) 低レベル廃棄物処理建屋換気筒

換気設備からの排気約 80 万ｍ３／ｈ

を排出する能力を有する。 

(ⅳ) 廃棄槽の最大保管廃棄能力 

気体廃棄物の廃棄槽を設置しないので

該当なし。 

(ⅴ) 排気口の位置 

(ａ) 主排気筒 

敷地のほぼ中心に位置し，主排気筒か

ら敷地境界までの距離は，東方約 800

ｍ，西方約 950ｍ，南方約 1,050ｍ，北

方約 1,000ｍであり，排気口地上高さ約

150ｍ（標高約 205ｍ）である。 

(ｂ) 北換気筒（使用済燃料輸送容器管

理建屋換気筒，使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋換気筒並びにハル・エンドピース及

び第１ガラス固化体貯蔵建屋換気筒） 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の西側に位

置し，北換気筒から敷地境界までの距離

は，東方約 900ｍ，西方約 700ｍ，南方

約 1,000ｍ，北方約 1,000ｍであり，排

気口地上高さ約 75ｍ（標高約 130ｍ）で

ある。 

(ｃ) 低レベル廃棄物処理建屋換気筒 

低レベル廃棄物処理建屋上に位置し，

低レベル廃棄物処理建屋換気筒から敷地

境界までの距離は，東方約 1,500ｍ，西

方約 650ｍ，南方約 550ｍ，北方約

1,500ｍであり，排気口地上高さ約 75ｍ

の高性能粒子フィルタ及び排風機は，

各々２系列で構成し１系列運転とする。

廃◇7  

ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備

は，脱硝施設の脱硝塔から発生する約

400ｍ３／ｈ［normal］の廃ガスを凝縮

器で冷却及び廃ガス洗浄塔で洗浄した

後，脱硝施設の硝酸ウラニル貯槽，濃縮

液受槽等のウラン脱硝建屋内に設置する

塔槽類から発生する約１ｍ３／ｈ

［normal］の廃ガスとともに，廃ガス洗

浄塔での洗浄及び高性能粒子フィルタで

のろ過を組み合わせて処理した後，排風

機で主排気筒へ移送する。 

ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備

は，接続する塔槽類の負圧を－490Ｐａ

［gage］程度（室との差圧）に維持す

る。廃◇8  

ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備

の高性能粒子フィルタは，１系列当たり

１段設置する。廃◇7  

また，ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処

理設備は，廃ガス中のＮＯｘ回収のた

め，凝縮器で冷却した廃ガスをその他再

処理設備の附属施設の化学薬品貯蔵供給

設備の化学薬品貯蔵供給系へ移送できる

設計とするとともに，移送した廃ガスを

化学薬品貯蔵供給系から廃ガス洗浄塔に

受け入れできる設計とする。廃① 

ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備

系統概要図を第 7.2－８図に，廃◇7 ウラ

ン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備の主要

設備の仕様を第 7.2－５表に示す。廃◇5

ｅ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

塔槽類廃ガス処理設備 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔

槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィル

タは，１段目は３系列で構成し２系列運

転とし，２段目は２系列で構成し１系列

運転とする。よう素フィルタは，２系列

で構成し１系列運転とする。排風機は，

１段目は２系列で構成し１系列運転と

し，２段目は３系列で構成し，２系列運

転とする。廃◇7

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔

槽類廃ガス処理設備は，脱硝施設の脱硝

装置から発生する約 50ｍ３／ｈ

［normal］の廃ガスを凝縮器冷却し，脱

硝施設の硝酸プルトニウム貯槽，混合槽

【許可からの変更点等】 

「濃縮液受槽等」の指す内

容は，当該設備にて処理す

る廃ガスが発生する主要機

器であり，系統図で示すた

め当該箇所では許可の記載

を用いた。 

【許可からの変更点等】 

「混合槽等」の指す内容

は，当該設備にて処理す

る廃ガスが発生する主要

機器であり，系統図で示

すため当該箇所では許可

の記載を用いた。 
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基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 24 条 （廃棄施設）（16 / 51） 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
ウム混合脱硝建屋内に設置する塔槽類

から発生する廃ガスとともに廃ガス洗

浄塔で洗浄した後，脱硝施設の焙焼

炉，還元炉から発生する廃ガスととも

に，廃ガス洗浄塔での洗浄，高性能粒

子フィルタでのろ過，加熱器での加熱

及びよう素フィルタでのよう素の除去

を組み合わせて処理し，排風機で主排

気筒へ移送する設計とする。廃①

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類

廃ガス処理設備は，高レベル濃縮廃液

廃ガス処理系及び不溶解残渣廃液廃ガ

ス処理系で構成する。

 

（標高約 130ｍ）である。廃□1  等のウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

内に設置する塔槽類から発生する約 25

ｍ３／ｈ［normal］の廃ガスとともに廃

ガス洗浄塔で洗浄した後，脱硝施設の焙

焼炉，還元炉から発生する約 80ｍ３／

ｈ［normal］の廃ガスとともに，廃ガス 

洗浄塔での洗浄，高性能粒子フィルタで

のろ過，加熱器での加熱及びよう素フィ

ルタでのよう素の除去を組み合わせて処

理し，排風機で主排気筒へ移送する。廃

① 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔

槽類廃ガス処理設備は，接続する塔槽類

の負圧を－490Ｐａ［gage］程度（セル

等との差圧）に維持する。廃◇8  

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔

槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィル

タは，１系列当たり４段設置する。

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔

槽類廃ガス処理設備系統概要図を第 7.2

－９図に，廃◇7 ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備の主要

設備の仕様を第 7.2－６表に示す。廃◇5  

ｆ．高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類

廃ガス処理設備 

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃

ガス処理設備は，高レベル濃縮廃液廃ガ

ス処理系及び不溶解残渣廃液廃ガス処理

系で構成する。 

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃

ガス処理設備の高レベル濃縮廃液廃ガス

処理系の高性能粒子フィルタ及び排風機

は，各々２系列で構成し１系列運転と

し，よう素フィルタは，３系列で構成し

２系列運転とする。 

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃

ガス処理設備の不溶解残渣廃液廃ガス処

理系の高性能粒子フィルタ及び排風機

は，各々２系列で構成し１系列運転とす

る。よう素フィルタは，３系列で構成し

２系列運転とする。廃◇7  

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃

ガス処理設備の高レベル濃縮廃液廃ガス

処理系は，液体廃棄物の廃棄施設の高レ

ベル濃縮廃液貯槽，固体廃棄物の廃棄施

設の高レベル廃液混合槽等の高レベル廃

液ガラス固化建屋内に設置する塔槽類か

ら発生する約 340ｍ３／ｈ［normal］の

廃ガスを廃ガス洗浄塔での洗浄・冷却，

【許可からの変更点等】 

「高レベル廃液混合槽

等」の指す内容は，当該

設備にて処理する廃ガス

が発生する主要機器であ

り，系統図で示すため当

該箇所では許可の記載を

用いた。 

【許可からの変更点等】 

「アルカリ濃縮廃液中和

槽等」の指す内容は，当

該設備にて処理する廃ガ

スが発生する主要機器で

あり，系統図で示すため

当該箇所では許可の記載

を用いた。
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 

廃①

凝縮器での冷却，デミスタでのミスト除

去，高性能粒子フィルタでのろ過，加熱

器での加熱及びよう素フィルタでのよう

素の除去を組み合わせて処理した後，排

風機で主排気筒へ移送する。廃① 

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃

ガス処理設備の高レベル濃縮廃液廃ガス

処理系は，接続する塔槽類の負圧を－５

ｋＰａ［gage］程度（セルとの差圧）に

維持する。廃◇8  

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃

ガス処理設備の不溶解残渣廃液廃ガス処

理系は，液体廃棄物の廃棄施設の不溶解

残渣廃液貯槽，固体廃棄物の廃棄施設の

アルカリ濃縮廃液中和槽等の高レベル廃

液ガラス固化建屋内に設置する塔槽類か

ら発生する約 310ｍ３／ｈ［normal］の

廃ガスを廃ガス洗浄塔での洗浄・冷却，

凝縮器での冷却，デミスタでのミスト除

去，高性能粒子フィルタでのろ過，加熱

器での加熱及びよう素フィルタでのよう

素の除去を組み合わせて処理した後，排

風機で主排気筒へ移送する。廃① 

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃

ガス処理設備の不溶解残渣廃液廃ガス処

理系は，接続する塔槽類の負圧を－５ｋ

Ｐａ［gage］程度（セルとの差圧）に維

持する。廃◇8  

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃

ガス処理設備の高性能粒子フィルタは１

系列当たり２段設置する。 

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃

ガス処理設備系統概要図を第 7.2－10 図

に，廃◇7 高レベル廃液ガラス固化建屋塔

槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕様を

第 7.2－７表に示す。廃◇5  

ｇ．低レベル廃液処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備 

低レベル廃液処理建屋塔槽類廃ガス処

理設備の高性能粒子フィルタ及び排風機

は，各々２系列で構成し１系列運転とす

る。廃◇7  

低レベル廃液処理建屋塔槽類廃ガス処

理設備は，液体廃棄物の廃棄施設の第１

放出前貯槽等の低レベル廃液処理建屋内

に設置する塔槽類から発生する約 400ｍ

３／ｈ［normal］の廃ガスを廃ガス洗浄

塔で洗浄した後，凝縮器での冷却，デミ

スタでのミスト除去及び高性能粒子フィ

【許可からの変更点等】 

「第１放出前貯槽等」の

指す内容は，当該設備に

て処理する廃ガスが発生

する主要機器であり，系

統図で示すため当該箇所

では許可の記載を用い

た。 
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基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 24 条 （廃棄施設）（18 / 51） 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
廃① 

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備は，低レベル濃縮廃液処理

廃ガス処理系，廃溶媒処理廃ガス処理

系，雑固体廃棄物焼却処理廃ガス処理

系及び塔槽類廃ガス処理系で構成す

る。廃①

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備の低レベル濃縮廃液処理廃

ガス処理系は，固体廃棄物の廃棄施設

ルタでのろ過を組み合わせて処理した

後，排風機で主排気筒へ移送する。廃① 

低レベル廃液処理建屋塔槽類廃ガス処

理設備は，接続する塔槽類の負圧を－

690Ｐａ［gage］程度に維持する。廃◇8  

低レベル廃液処理建屋塔槽類廃ガス処

理設備の高性能粒子フィルタは１系列当

たり２段設置する。 

低レベル廃液処理建屋塔槽類廃ガス処

理設備系統概要図を第 7.2－11 図に，廃

◇7 低レベル廃液処理建屋塔槽類廃ガス処

理設備の主要設備の仕様を第 7.2－８表

に示す。廃◇5  

ｈ．低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備は，低レベル濃縮廃液処理廃ガ

ス処理系，廃溶媒処理廃ガス処理系，雑

固体廃棄物焼却処理廃ガス処理系及び塔

槽類廃ガス処理系で構成する。廃① 

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備の低レベル濃縮廃液処理廃ガス

処理系の高性能粒子フィルタ，よう素フ

ィルタ及び排風機は，各々２系列で構成

し１系列運転とする。 

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備の廃溶媒処理廃ガス処理系の高

性能粒子フィルタ及び排風機は，各々２

系列で構成し１系列運転とする。よう素

フィルタは，１系列で構成し運転する。

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備の雑固体廃棄物焼却処理廃ガス

処理系の高性能粒子フィルタは，２系列

で構成し１系列運転とする。排風機は，

主排風機１系列及び補助排風機２系列で

構成し，固体廃棄物の廃棄施設の焼却装

置の運転時は，主排風機で運転する。焼

却装置の停止時は，補助排風機１系列で

運転する。主排風機の故障時は，焼却装

置を停止し，補助排風機１系列で運転す

る。補助排風機は，予備系列を有する設

計とする。 

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備の塔槽類廃ガス処理系の高性能

粒子フィルタ及び排風機は，各々２系列

で構成し１系列運転とする。廃◇7  

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備の低レベル濃縮廃液処理廃ガス

処理系は，固体廃棄物の廃棄施設の乾燥
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
の乾燥装置から発生する廃ガスを凝縮

器での冷却，廃ガス洗浄塔での洗浄・

冷却，高性能粒子フィルタでのろ過，

加熱器での加熱及びよう素フィルタで

のよう素の除去を組み合わせて処理し

た後，排風機で低レベル廃棄物処理建

屋換気設備の建屋排風機Ⅲ下流へ移送

する設計とする。 

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備の低レベル濃縮廃液処理廃

ガス処理系は，廃ガス洗浄塔の負圧を

維持する設計とする。

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備の廃溶媒処理廃ガス処理系

は，固体廃棄物の廃棄施設の熱分解装

置からの可燃性ガスを燃焼する燃焼装

置から発生する廃ガスをスプレイ塔で

の冷却，廃ガス洗浄塔での洗浄・冷

却，凝縮器での冷却，高性能粒子フィ

ルタでのろ過，加熱器での加熱及びよ

う素フィルタでのよう素の除去を組み

合わせて処理した後，排風機で低レベ

ル廃棄物処理建屋換気設備の建屋排風

機Ⅲ下流へ移送する設計とする。

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備の雑固体廃棄物焼却処理廃

ガス処理系は，固体廃棄物の廃棄施設

の焼却装置からセラミックフィルタを

経て発生する廃ガスをスプレイ塔での

冷却，廃ガス洗浄塔での洗浄・冷却，

凝縮器での冷却及び高性能粒子フィル

タでのろ過を組み合わせて処理した

後，主排風機で低レベル廃棄物処理建

屋換気設備の建屋排風機Ⅲ下流へ移送

する設計とする。

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備の雑固体廃棄物焼却処理廃

ガス処理系は，焼却装置の負圧を維持

する設計とする。

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備の塔槽類廃ガス処理系は，

低レベル廃棄物処理建屋内に設置する

塔槽類から発生する廃ガスを高性能粒

子フィルタでろ過をした後，排風機で

低レベル廃棄物処理建屋換気設備の建

屋排風機Ⅲ下流へ移送する設計とす

る。廃①

装置から発生する約 250ｍ３／ｈ

［normal］（うち，非凝縮性ガス約 10

ｍ３／ｈ［normal］）の廃ガスを凝縮器

での冷却，廃ガス洗浄塔での洗浄・冷

却，高性能粒子フィルタでのろ過，加熱

器での加熱及びよう素フィルタでのよう

素の除去を組み合わせて処理した後，排

風機で低レベル廃棄物処理建屋換気設備

の建屋排風機Ⅲ下流へ移送する。廃① 

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備の低レベル濃縮廃液処理廃ガス

処理系は，廃ガス洗浄塔の負圧を－４ｋ

Ｐａ［gage］程度（室との差圧）に維持

する。廃◇8  

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備の廃溶媒処理廃ガス処理系は，

固体廃棄物の廃棄施設の熱分解装置から

の可燃性ガスを燃焼する燃焼装置から発

生する約 250ｍ３／ｈ［normal］の廃ガ

スをスプレイ塔での冷却，廃ガス洗浄塔

での洗浄・冷却，凝縮器での冷却，高性

能粒子フィルタでのろ過，加熱器での加

熱及びよう素フィルタでのよう素の除去

を組み合わせて処理した後，排風機で低

レベル廃棄物処理建屋換気設備の建屋排

風機Ⅲ下流へ移送する。廃① 

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備の廃溶媒処理廃ガス処理系は，

熱分解装置の負圧を－２ｋＰａ［gage］

程度（室との差圧）に維持する。廃◇8  

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備の雑固体廃棄物焼却処理廃ガス

処理系は，固体廃棄物の廃棄施設の焼却

装置からセラミックフィルタを経て発生

する約 1,700ｍ３／ｈ［normal］の廃ガ

スをスプレイ塔での冷却，廃ガス洗浄塔

での洗浄・冷却，凝縮器での冷却及び高

性能粒子フィルタでのろ過を組み合わせ

て処理した後，主排風機で低レベル廃棄

物処理建屋換気設備の建屋排風機Ⅲ下流

へ移送する。廃① 

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備の雑固体廃棄物焼却処理廃ガス

処理系は，焼却装置の負圧を－２ｋＰａ

［gage］程度（室との差圧）に維持す

る。廃◇8  

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備の塔槽類廃ガス処理系は，低レ

ベル廃棄物処理建屋内に設置する塔槽類

から発生する約 500ｍ３／ｈ［normal］
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基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 24 条 （廃棄施設）（20 / 51） 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 

チャンネルボックス・バーナブルポ

イズン処理建屋塔槽類廃ガス処理設備

は，固体廃棄物の廃棄施設の廃樹脂貯

槽等のチャンネルボックス・バーナブ

ルポイズン処理建屋内に設置する塔槽

類及び第２切断装置から発生する廃ガ

スを高性能粒子フィルタでろ過をした

後，排風機でチャンネルボックス・バ

ーナブルポイズン処理建屋換気設備の

建屋排風機Ⅱ下流へ移送する設計とす

る。廃①

の廃ガスを高性能粒子フィルタでろ過を

した後，排風機で低レベル廃棄物処理建

屋換気設備の建屋排風機Ⅲ下流へ移送す

る。廃① 

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備の塔槽類廃ガス処理系は，接続

する塔槽類の負圧を－490Ｐａ［gage］

程度（室との差圧）に維持する。廃◇8  

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備の低レベル濃縮廃液処理廃ガス

処理系の高性能粒子フィルタは，１系列

当たり２段設置する。 

廃溶媒処理廃ガス処理系，雑固体廃棄

物焼却処理廃ガス処理系及び塔槽類廃ガ

ス処理系の高性能粒子フィルタは，１系

列当たり１段設置する。

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備系統概要図を第 7.2－12 図に，

廃◇7 低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備の主要設備の仕様を第 7.2－

９表に示す。廃◇5

ｉ．チャンネルボックス・バーナブルポ

イズン処理建屋塔槽類廃ガス処理設備

チャンネルボックス・バーナブルポイ

ズン処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の高

性能粒子フィルタ及び排風機は，各々２

系列で構成し１系列運転とする。廃◇7  

チャンネルボックス・バーナブルポイ

ズン処理建屋塔槽類廃ガス処理設備は，

固体廃棄物の廃棄施設の廃樹脂貯槽等の

チャンネルボックス・バーナブルポイズ

ン処理建屋内に設置する塔槽類及び第２

切断装置から発生する約 1,500ｍ３／ｈ

［normal］の廃ガスを高性能粒子フィル

タでろ過をした後，排風機でチャンネル

ボックス・バーナブルポイズン処理建屋

換気設備の建屋排風機Ⅱ下流へ移送す

る。廃① 

チャンネルボックス・バーナブルポイ

ズン処理建屋塔槽類廃ガス処理設備は，

接続する塔槽類の負圧を－490Ｐａ

［gage］程度（室との差圧）に維持す

る。廃◇8  

チャンネルボックス・バーナブルポイ

ズン処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の高

性能粒子フィルタは，１系列当たり２段

設置する。 

チャンネルボックス・バーナブルポイ

ズン処理建屋塔槽類廃ガス処理設備系統

【許可からの変更点等】 

「廃樹脂貯槽等」の指す

内容は，当該設備にて処

理する廃ガスが発生する

主要機器であり，系統図

で示すため当該箇所では

許可の記載を用いた。 
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別紙１①

基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 24 条 （廃棄施設）（21 / 51） 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 

廃①

廃① 

概要図を第 7.2－13 図に，廃◇7 チャンネ

ルボックス・バーナブルポイズン処理建

屋塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕

様を第 7.2－10 表に示す。廃◇5

ｊ．ハル・エンドピース貯蔵建屋塔槽類

廃ガス処理設備 

ハル・エンドピース貯蔵建屋塔槽類廃

ガス処理設備の高性能粒子フィルタ及び

排風機は，各々２系列で構成し１系列運

転とする。廃◇7  

ハル・エンドピース貯蔵建屋塔槽類廃

ガス処理設備は，固体廃棄物の廃棄施設

の廃樹脂貯槽等のハル・エンドピース貯

蔵建屋内に設置する塔槽類から発生する

約 200ｍ３／ｈ［normal］の廃ガスを高

性能粒子フィルタでろ過した後，排風機

でハル・エンドピース貯蔵建屋換気設備

の排風機下流へ移送する。廃① 

ハル・エンドピース貯蔵建屋塔槽類廃

ガス処理設備は，接続する塔槽類の負圧

を－590Ｐａ［gage］程度に維持する。

廃◇8  

ハル・エンドピース貯蔵建屋塔槽類廃

ガス処理設備の高性能粒子フィルタは，

１系列当たり２段設置する。 

ハル・エンドピース貯蔵建屋塔槽類廃

ガス処理設備系統概要図を第 7.2－14 図

に，廃◇7 ハル・エンドピース貯蔵建屋塔

槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕様を

第 7.2－11 表に示す。廃◇5  

ｋ．分析建屋塔槽類廃ガス処理設備 

分析建屋塔槽類廃ガス処理設備の高性

能粒子フィルタ及び排風機は，各々２系

列で構成し１系列運転とする。廃◇8  

分析建屋塔槽類廃ガス処理設備は，分

析建屋に設置する塔槽類から発生する約

200ｍ３／ｈ［normal］の廃ガスを廃ガ

ス洗浄塔で洗浄した後，分析建屋内に設

置する極低レベル塔槽類から発生する約

60ｍ３／ｈ［normal］の硝酸ミストを含

まない廃ガスと合流し，凝縮器での冷

却，デミスタでのミスト除去及び高性能

粒子フィルタでのろ過を組み合わせて処

理した後，排風機で主排気筒へ移送す

る。 

分析建屋塔槽類廃ガス処理設備は，接

続する塔槽類の負圧を－690Ｐａ

【許可からの変更点等】 

「廃樹脂貯槽等」の指す

内容は，当該設備にて処

理する廃ガスが発生する

主要機器であり，系統図

で示すため当該箇所では

許可の記載を用いた。 
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別紙１①

基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 24 条 （廃棄施設）（22 / 51） 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
［gage］程度に維持する。廃◇8  

分析建屋塔槽類廃ガス処理設備の高性

能粒子フィルタは，１系列当たり２段設

置する。 

分析建屋塔槽類廃ガス処理設備系統概

要図を第 7.2－15 図に，廃◇7 分析建屋塔

槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕様を

第 7.2－12 表に示す。廃◇5  

(２) 主要設備

塔槽類廃ガス処理設備の廃ガス洗浄

塔，凝縮器，デミスタ等の液体状の放射

性物質を内包する機器は，ステンレス鋼

を用い，接液部は溶接構造とする。ま

た，これらの機器を収納するセル等の床

には漏えい検知装置を備えたステンレス

鋼製の漏えい液受皿を，室の床にはステ

ンレス鋼製又は樹脂製の漏えい液受皿を

設置し，漏えいした液体状の放射性物質

は，酸及び溶媒の回収施設の酸回収設

備，又は液体廃棄物の廃棄施設の低レベ

ル廃液処理設備等に移送する設計とす

る。

塔槽類廃ガス処理設備の主要機器は，

排風機等に接続し負圧を維持する設計と

するとともに，系統の負圧の監視ができ

る設計とする。 

塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フ

ィルタ等は前後の差圧を監視し，加熱器

は出口の廃ガス温度を測定することによ

り，運転状態が監視できる設計とする。

高性能粒子フィルタはその１系列の試験

及び検査中においても，予備系列に切り

替えて運転できる設計とする。 

安全上重要な系統の前処理建屋塔槽類廃

ガス処理設備，分離建屋塔槽類廃ガス処

理設備，精製建屋塔槽類廃ガス処理設備

の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム

系），パルセータ廃ガス処理系，ウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃

ガス処理設備及び高レベル廃液ガラス固

化建屋塔槽類廃ガス処理設備の排風機は

多重化し，非常用所内電源系統に接続す

るとともに，その１系列の試験及び検査

中においても，予備系列に切り替えて運

転できる設計とする。また，排風機は，

回転数又は排風機前後の差圧を測定する

ことにより，運転状態を監視できる設計

とする。

塔槽類廃ガス処理設備のよう素フィル

タは，定期的によう素フィルタ出口のよ
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
う素濃度を測定できる設計とする。 

塔槽類廃ガス処理設備の排風機，フィル

タ等は，クレーン等により保守・補修を

行う。

塔槽類廃ガス処理設備の主要機器の機

能及び性能について以下に示す。 

ａ．スプレイ塔 

スプレイ塔は，耐火物を内張し，水を

噴霧することにより，廃ガス温度を下げ

る。 

ｂ．廃ガス洗浄塔 

廃ガス洗浄塔は，棚段塔又は充てん塔

を使用し，廃ガス中に含まれる放射性物

質を除去するとともに，必要に応じて廃

ガスの温度を下げる。 

なお，廃ガス洗浄塔は，凝縮器，デミ

スタと合わせて廃ガス中の放射性エアロ

ゾルを 90％以上除去できる設計とす

る。ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設

備，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

塔槽類廃ガス処理設備，低レベル廃棄物

処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の廃溶媒

処理廃ガス処理系及び雑固体廃棄物焼却

処理廃ガス処理系の廃ガス洗浄塔は，凝

縮器と合わせて廃ガス中の揮発性ルテニ

ウムを 99.8％以上除去できる設計とす

る。

ｃ．凝縮器

凝縮器は，多管式熱交換器等を使用

し，廃ガスを冷却して除湿することによ

り，廃ガス中のトリチウムを除去すると

ともに，廃ガス中に含まれる放射性物質

を除去する。なお，前処理建屋塔槽類廃

ガス処理設備，分離建屋塔槽類廃ガス処

理設備及び高レベル廃液ガラス固化建屋

塔槽類廃ガス処理設備の凝縮器は，廃ガ

ス洗浄塔と合わせて廃ガス中に含まれる

トリチウムを 80％以上除去できる設計

とする。

ｄ．デミスタ

デミスタは，多層板構造のエレメント

等を使用し，廃ガス中に含まれる放射性

エアロゾルを除去する。

ｅ．高性能粒子フィルタ

高性能粒子フィルタは，ろ材にガラス

繊維を使用し，廃ガス中に含まれる放射

性エアロゾルを除去する。なお，高性能

粒子フィルタは，廃ガス中に含まれる放

射性エアロゾルを１段当たり 99.9％以

上除去できる設計とする。 
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ｆ．加熱器 

加熱器は，電気ヒータを使用し，廃ガ

スを加熱して相対湿度を下げるととも

に，下流のよう素除去に適切な温度にす

る。

ｇ．よう素フィルタ

よう素フィルタは，ろ材に銀系吸着材

を使用し，よう素を除去する。 

なお，よう素フィルタは，廃ガス中のよ

う素を 90％以上除去できる設計（よう

素フィルタ ベッド厚５ｃｍ以上）とす

る。 

ｈ．排風機 

排風機は，塔槽類の負圧を維持すると

ともに，廃ガスを主排気筒又は北換気筒

（ハル・エンドピース及び第１ガラス固

化体貯蔵建屋換気筒）へ移送する。廃◇6

7.2.1.3.5 試験・検査 

高性能粒子フィルタは，交換時に据付

け状態の健全性を確認する。 

排風機は定期的に切り替え，健全性を確

認する。廃◇4  

7.2.1.3.6 評 価 

(１) 放射性物質の放出低減

塔槽類廃ガス処理設備は，洗浄塔，フ

ィルタ等を組み合わせて，塔槽類から発

生する廃ガスを処理する設計としている

ので，環境へ放出する放射性物質を合理

的に達成できる限り低くすることができ

る。 

(２) 閉じ込め

塔槽類廃ガス処理設備の放射性物質を

内包する機器は，腐食し難いステンレス

鋼等を用い，かつ，接液部は溶接構造等

で漏えいし難い設計とし，さらに，気体

状の放射性物質を内包する機器内を負圧

に保つ設計としているので閉じ込め機能

を確保できる。 

また，安全上重要な系統の排風機は，

多重化し，非常用所内電源系統に接続し

ているので，気体状の放射性物質が漏え

いし難く，かつ，逆流を防止できる。 

塔槽類廃ガス処理設備の液体状の放射

性物質を内包する機器を収納するセル等

の床には，漏えい検知装置を備えたステ

ンレス鋼製の漏えい液受皿を，室の床に

はステンレス鋼製又は樹脂製の漏えい液

受皿を設置し，漏えいした液体状の放射
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5.1.1.3 高レベル廃液ガラス固化廃ガ

ス処理設備

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理

設備は，固体廃棄物の廃棄施設のガラ

ス溶融炉から発生する廃ガス中のＮＯ

ｘ及び放射性物質を除去するととも

に，ガラス溶融炉の内部を負圧に維持

する機能を有する設計とする。廃①

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理

設備は，固体廃棄物の廃棄施設のガラ

ス溶融炉から発生する廃ガスによる環

境への放射性物質の放出量を，合理的

に達成できる限り低くする設計とす

る。廃①

性物質を酸及び溶媒の回収施設の酸回収

設備又は液体廃棄物の廃棄施設の低レベ

ル廃液処理設備等に移送する設計として

いるので，万一の液体状の放射性物質の

漏えいを想定してもその拡大を防止でき

る。

(３) 単一故障

塔槽類廃ガス処理設備の安全上重要な

系統の排風機は，多重化しているので単

一故障を仮定しても閉じ込め機能を確保

できる。 

(４) 外部電源喪失

塔槽類廃ガス処理設備の安全上重要な

系統の排風機は，その他再処理設備の附

属施設の非常用所内電源系統に接続する

設計としているので，外部電源喪失時に

閉じ込め機能を確保できる。 

(５) 試験及び検査

塔槽類廃ガス処理設備の安全上重要な

系統の排風機及び高性能粒子フィルタ

は，多重化する設計とするので，閉じ込

め機能を損なうことなく，必要に応じて

試験及び検査ができる。廃◇9  

7.2.1.4 高レベル廃液ガラス固化廃ガス

処理設備 

7.2.1.4.1 概 要 

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備は，固体廃棄物の廃棄施設のガラス溶

融炉から発生する廃ガス中のＮＯｘ及び

放射性物質を除去するとともに，ガラス

溶融炉の内部を負圧に維持する設備であ

る。廃① 

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備系統概要図を第 7.2－16 図に示す。廃

◇7  

7.2.1.4.2 設計方針 

(１) 放射性物質の放出低減

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備は，固体廃棄物の廃棄施設のガラス溶

融炉から発生する廃ガスによる環境への

放射性物質の放出量を，合理的に達成で

きる限り低くする設計とする。廃① 

(２) 閉じ込め

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備の放射性物質を内包する機器は，腐食

し難い材料を使用し，かつ，漏えいし難

い構造とする。万一液体状の放射性物質

が漏えいした場合にも漏えいの拡大を防
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固体廃棄物の廃棄施設のガラス溶融

炉からの廃ガスは，廃ガス洗浄器での

洗浄・冷却，吸収塔での洗浄，凝縮器

での冷却，ミストフィルタでのろ過，

ルテニウム吸着塔での揮発性ルテニウ

止し安全に処置できる設計とする。ま

た，高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理

設備は，気体状の放射性物質が漏えいし

難く，かつ，逆流し難い設計とする。廃

◇1  

(３) 単一故障

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備の安全上重要な系統及び機器は，それ

らを構成する動的機器に単一故障を仮定

しても安全機能を確保できる設計とす

る。廃◇3  

(４) 外部電源喪失

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備の安全上重要な系統の排風機及び高レ

ベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の廃

ガスの冷水系等の動的機器は，非常用所

内電源系統に接続し，外部電源が喪失し

た場合でも安全機能を確保できる設計と

する。廃◇3  

(５) 試験及び検査

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備の安全上重要な系統の排風機，高性能

粒子フィルタ等は，必要に応じて試験及

び検査ができる設計とする。廃◇4  

7.2.1.4.3 主要設備の仕様 

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備の主要設備の仕様を第 7.2－13 表に示

す。廃◇5  

また，ルテニウム吸着塔概要図を第

7.2－17 図に示す。廃◇7  

7.2.1.4.4 系統構成及び主要設備 

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備の廃ガス洗浄器は，固体廃棄物の廃棄

施設のガラス溶融炉に対応して各々１基

設ける。 

ミストフィルタ，ルテニウム吸着塔，

高性能粒子フィルタ，排風機等は,各々

２系列で構成し，１系列で運転し，他の

１系列は予備とする。 

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備は，固体廃棄物の廃棄施設のガラス溶

融炉から発生する廃ガスを処理すること

が可能な能力を有する。廃◇7  

(１) 系統構成

固体廃棄物の廃棄施設のガラス溶融炉

からの約 150ｍ３／ｈ[normal]（ガラス

溶融炉１基当たりの廃ガス流量)，約

400℃の廃ガスは，廃ガス洗浄器での洗

浄・冷却，吸収塔での洗浄，凝縮器での
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ムの除去，高性能粒子フィルタでのろ

過，加熱器での加熱及びよう素フィル

タでのよう素の除去を組み合わせて処

理した後，高性能粒子フィルタでろ過

し，排風機で高レベル廃液ガラス固化

建屋塔槽類廃ガス処理設備の排風機下

流へ移送する設計とする。

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理

設備で発生する廃ガス洗浄廃液は，廃

ガス洗浄液槽へ移送した後，液体廃棄

物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備

へ移送する設計とする。廃① 

冷却，ミストフィルタでのろ過，ルテニ

ウム吸着塔での揮発性ルテニウムの除

去，高性能粒子フィルタでのろ過，加熱

器での加熱及びよう素フィルタでのよう

素の除去を組み合わせて処理した後，高

性能粒子フィルタでろ過し，排風機で高

レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス

処理設備の排風機下流へ移送する。 

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備で発生する廃ガス洗浄廃液は，廃ガス

洗浄液槽へ移送した後，液体廃棄物の廃

棄施設の高レベル廃液処理設備へ移送す

る。廃① 

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備は，接続するガラス溶融炉の負圧を－

１kＰa[gage]程度（セルとの差圧)に維

持する。廃◇8  

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備の高性能粒子フィルタは，１系列当た

り３段設置する。廃◇7  

(２) 主要設備

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備の廃ガス洗浄器，吸収塔，凝縮器等の

液体状の放射性物質を内包する機器は，

ステンレス鋼を用い，接液部は溶接構造

等とする。また，これらの機器を収納す

るセルの床には，漏えい検知装置を備え

たステンレス鋼製の漏えい液受皿を設置

し，漏えいした液体状の放射性物質は，

廃ガス洗浄液槽又は液体廃棄物の廃棄施

設の高レベル廃液貯蔵設備の高レベル廃

液共用貯槽に移送する設計とする。

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備

の主要機器は，排風機に接続し，負圧を

維持する設計とし，固体廃棄物の廃棄施

設のガラス溶融炉内部の負圧を監視する

ことにより高レベル廃液ガラス固化廃ガ

ス処理設備の負圧監視ができる設計とす

る。また，排風機は多重化し，非常用所

内電源系統に接続するとともに，その１

系列の試験及び検査中においても，予備

系列に切り替えて運転できる設計とす

る。また，排風機の回転数を監視するこ

とにより運転状態を監視できる設計とす

る。

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備の高性能粒子フィルタ等は差圧を監視

し，加熱器は出口の廃ガス温度を監視す

ることにより運転状態が監視できる設計
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とする。 

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備のよう素フィルタは，定期的によう素

フィルタ出口のよう素濃度を測定できる

設計とする。ルテニウム吸着塔は，定期

的にルテニウム吸着塔出口のルテニウム

濃度を測定できる設計とする。また，高

性能粒子フィルタ，加熱器はその１系列

の試験及び検査中においても，予備系列

に切り替えて，運転できる設計とする。

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備の廃ガス洗浄器，吸収塔及び凝縮器

は，その他再処理設備の附属施設の安全

冷却水系により冷水系を介して冷水を適

切に供給し，廃ガスの除熱をする設計と

する。また，高レベル廃液ガラス固化廃

ガス処理設備は，その他再処理設備の附

属施設の給水処理設備から純水を適切に

供給する純水系を設け，吸収塔に純水を

供給する設計とする。これらの安全上重

要な冷水系は，動的機器を多重化し，外

部電源喪失時には非常用所内電源系統に

接続する設計とし，この動的機器はその

１系列の試験及び検査中においても，予

備系列に切り替えて，運転できる設計と

する。 

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備

の排風機，フィルタ等は，クレーン等に

より保守・補修を行う。 

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備

の主要機器の機能及び性能について以下

に示す。 

ａ．廃ガス洗浄器 

廃ガス洗浄器は，充てん塔を使用し，

廃ガスの温度を下げるとともに，廃ガス

中に含まれる放射性物質を除去する。廃

ガス洗浄器は，廃ガスの冷却のため独立

した２系列の冷却コイルを設置し，その

他再処理設備の附属施設の安全冷却水系

により冷水系を介して冷水を適切に供給

する設計とする。なお，廃ガス洗浄器

は，廃ガス中の放射性エアロゾルを

66.7％以上，揮発性ルテニウムを

99.8％以上除去できる設計とする。 

ｂ．吸収塔 

吸収塔は，棚段塔を使用し，廃ガス中

に含まれるＮＯｘを回収するとともに，

廃ガス中の放射性物質を除去する。吸収

塔は，洗浄液の冷却のため冷却コイルを

設置し，その他再処理設備の附属施設の
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安全冷却水系により冷水系を介して冷水

を適切に供給する設計とする。また，吸

収塔は，廃ガスの洗浄のため純水系から

純水を適切に供給する設計とする。 

なお，吸収塔は，廃ガス中の揮発性ルテ

ニウムを２基で 99.8％以上除去できる

設計とする。

ｃ．凝縮器

凝縮器は，多管式熱交換器を使用し，

廃ガスを冷却して除湿し，トリチウムを

除去する。凝縮器は，廃ガスの冷却のた

めその他再処理設備の附属施設の安全冷

却水系により冷水系を介して冷水を適切

に供給する設計とする。なお，凝縮器

は，吸収塔と合わせて廃ガス中のトリチ

ウムを 80％以上除去できる設計とす

る。

ｄ．ミストフィルタ

ミストフィルタは，ろ材にガラス繊維

製フィルタを使用し,廃ガス中に含まれ

る放射性エアロゾルを除去する。なお，

ミストフィルタは，吸収塔と合わせて廃

ガス中の放射性エアロゾルを 99％以上

除去できる設計とする。

ｅ．ルテニウム吸着塔

ルテニウム吸着塔は，シリカゲル吸着

材を充てんし，廃ガス中に含まれる揮発

性ルテニウムを除去する。なお，ルテニ

ウム吸着塔は，廃ガス中の揮発性ルテニ

ウムを 99％以上除去できる設計とす

る。

ｆ．高性能粒子フィルタ

高性能粒子フィルタは，ろ材にガラス

繊維を使用し，よう素フィルタの前後に

設置し，廃ガス中に含まれる放射性エア

ロゾルを除去する。なお，高性能粒子フ

ィルタは，廃ガス中の放射性エアロゾル

を１段当たり 99.9％以上除去できる設

計とする。

ｇ．加熱器

加熱器は，電気ヒータを使用し，廃ガ

スを加熱して相対湿度を下げるととも

に，下流のよう素除去に適切な温度にす

る。

ｈ．よう素フィルタ

よう素フィルタは，ろ材に銀系吸着材

を使用し，廃ガス中に含まれるよう素を

除去する。なお，よう素フィルタは，廃

ガス中のよう素を 90％以上除去できる

設計（よう素フィルタ ベッド厚５ｃｍ
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以上）とする。 

ｉ．排風機 

排風機は，固体廃棄物の廃棄施設のガ

ラス溶融炉及び塔槽類の負圧を維持する

とともに，廃ガスを主排気筒へ移送す

る。

ｊ．廃ガス洗浄液槽

廃ガス洗浄液槽は，廃ガス洗浄器及び

吸収塔からの洗浄廃液を受け入れる。廃

ガス洗浄液槽に受け入れた洗浄廃液は，

液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処

理設備へ移送する。廃◇6  

7.2.1.4.5 試験・検査 

高性能粒子フィルタは，交換時に据え

付け状態の健全性を確認する。 

排風機は定期的に切り替え，健全性を確

認する。 

廃ガスの冷水系の動的機器は，定期的に

切り替え，健全性を確認する。廃◇4  

7.2.1.4.6 評 価 

(１) 放射性物質の放出低減

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備は，廃ガス洗浄器，吸収塔，フィルタ

等を組み合わせて，固体廃棄物の廃棄施

設のガラス溶融炉からの廃ガスを処理す

る設計としているので，環境へ放出する

放射性物質を合理的に達成できる限り低

くすることができる。 

(２) 閉じ込め

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備の放射性物質を内包する機器は，腐食

し難いステンレス鋼を用い，かつ，接液

部は溶接構造等で漏えいし難い設計と

し，さらに，気体状の放射性物質を内包

する機器内を負圧に保つ設計としている

ので閉じ込め機能を確保できる。 

また，排風機は，多重化し，非常用所

内電源系統に接続しているので，気体状

の放射性物質が漏えいし難く，かつ，逆

流を防止できる。 

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備の液体状の放射性物質を内包する機器

を収納するセルの床には，漏えい検知装

置を備えたステンレス鋼製の漏えい液受

皿を設置し，漏えいした液体状の放射性

物質を廃ガス洗浄液槽又は液体廃棄物の

廃棄施設の高レベル廃液貯蔵設備の高レ

ベル廃液共用貯槽に移送する設計として
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5.1.1.5 主排気筒 

主排気筒は，せん断処理・溶解廃ガ

ス処理設備，塔槽類廃ガス処理設備及

び高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理

設備で処理した気体状の放射性物質

を，換気設備の排気とともに大気へ放

出するためのものであり，再処理施設

から放出される気体状の放射性物質の

ほぼ全量を放出する設計とする。廃③

いるので，万一の液体状の放射性物質の

漏えいを想定してもその拡大を防止でき

る。 

(３) 単一故障

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備の安全上重要な系統の排風機及び冷水

系の動的機器は，多重化しているので，

単一故障を仮定しても閉じ込め機能を確

保できる。 

(４) 外部電源喪失

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備の安全上重要な系統の排風機及び冷水

系の動的機器は，その他再処理設備の附

属施設の非常用所内電源系統に接続する

設計としているので，外部電源喪失時に

閉じ込め機能を確保できる。 

(５) 試験及び検査

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備の安全上重要な系統の排風機，高性能

粒子フィルタ等は，多重化する設計とす

るので，閉じ込め機能を損なうことなく

必要に応じて試験及び検査ができる。廃

◇9  

7.2.1.6 主排気筒 

7.2.1.6.1 概 要 

主排気筒は，せん断処理・溶解廃ガス

処理設備，塔槽類廃ガス処理設備及び高

レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備で

処理した気体状の放射性物質を，換気設

備の排気とともに大気へ放出するための

ものであり，再処理施設から放出される

気体状の放射性物質のほぼ全量を放出す

る。廃③ 

なお，換気設備のうち，主排気筒に接

続するものは，以下のとおりである。 

(１) 前処理建屋換気設備

(２) 分離建屋換気設備

(３) 精製建屋換気設備

(４) ウラン脱硝建屋換気設備

(５) ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋換気設備

(６) 高レベル廃液ガラス固化建屋換気

設備

(７) 低レベル廃棄物処理建屋換気設備

（第１廃棄物取扱室等及び器材保守第１

室等からの排気系）

(８) チャンネルボックス・バーナブル

ポイズン処理建屋換気設備（バーナブル

ポイズン貯蔵室及びクレーン室からの排

気系）
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主排気筒は，放出する気体状の放射

性物質に対し，十分な拡散効果を有す

る設計とする。廃① 

5.2 液体廃棄物の廃棄施設 

液体廃棄物の廃棄施設は，分離施設

等から発生する高レベル廃液を濃縮し

て貯蔵する高レベル廃液処理設備（一

部２系列）及び再処理施設の各施設か

ら発生する低レベル放射性廃液を処理

する低レベル廃液処理設備１系列で構

成する。 

高レベル廃液処理設備を収納する主

要な建屋は，分離建屋及び高レベル廃

液ガラス固化建屋である。 

低レベル廃液処理設備を収納する主

要な建屋は，使用済燃料受入れ・貯蔵

管理建屋及び低レベル廃液処理建屋で

ある。廃① 

(２) 液体廃棄物の廃棄施設

(ⅰ) 構 造

液体廃棄物の廃棄施設は，分離施設等

から発生する高レベル廃液を濃縮して貯

蔵する高レベル廃液処理設備（一部２系

列）及び再処理施設の各施設から発生す

る低レベル放射性廃液（以下「低レベル

廃液」という。）を処理する低レベル廃

液処理設備１系列で構成する。 

高レベル廃液処理設備を収納する主要

な建屋は，分離建屋及び高レベル廃液ガ

ラス固化建屋である。

低レベル廃液処理設備を収納する主要

な建屋は，使用済燃料受入れ・貯蔵管理

建屋及び低レベル廃液処理建屋である。 

分離建屋の主要構造は，「ニ．(３)(ⅰ) 

構造」に示す。 

高レベル廃液ガラス固化建屋の主要構

造は，「ト．(１)(ⅰ) 構造」に示す。 

使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋の主要

構造は，鉄筋コンクリート造で，地上２

階，地下３階，建築面積約 1,800ｍ２の

建物である。廃□1  

低レベル廃液処理建屋の主要構造は，

鉄筋コンクリート造で，地上３階，地下

(９) 分析建屋換気設備廃◇7

7.2.1.6.2 設計方針 

(１) 放射性廃棄物の放出管理

主排気筒は，放出する気体状の放射性

物質に対し，十分な拡散効果を有する設

計とする。廃① 

7.2.1.6.3 主排気筒の仕様 

主排気筒は，地上高さ約 150ｍの鉄塔

支持形とする。 

主排気筒には，流量計を設置し，流量

を監視できる設計とする。 

主排気筒の概要図を第 7.2－36 図に，

廃◇7 主排気筒の仕様を第 7.2－30 表に示

す。廃◇5  

7.2.1.6.4 評 価 

(１) 放射性廃棄物の放出管理

主排気筒は，約 150ｍの排気口地上高

さを有し,放出される気体状の放射性物

質に対し，十分な拡散効果を有する。廃

◇9  

7.3 液体廃棄物の廃棄施設 

7.3.1 概 要 

液体廃棄物の廃棄施設は，高レベル廃

液処理設備及び低レベル廃液処理設備で

構成する。廃◇8  

高レベル廃液処理設備は，溶解施設，

分離施設等から発生する高レベル廃液を

濃縮して貯蔵する設備である。 

低レベル廃液処理設備は，再処理施設

の管理区域内の床清掃，酸及び溶媒の回

収施設の酸回収設備，溶媒回収設備等か

ら発生する低レベル放射性液体廃棄物

（以下「低レベル廃液」という。）のう

ち，酸及び溶媒の回収施設の溶媒回収設

備等から発生する廃有機溶媒残渣，廃有

機溶媒及び廃希釈剤（以下 7.では廃有

機溶媒残渣，廃有機溶媒及び廃希釈剤を

総称して「廃溶媒」という。）を除く低

レベル廃液を処理する設備である。

なお，廃溶媒は，固体廃棄物の廃棄施

設の低レベル固体廃棄物処理設備の廃溶

媒処理系で処理する。廃◇6  

【許可からの変更点等】 

「分離施設等」の指す内

容は，当該設備にて処理

する高レベル廃液が発生

する主要設備であり，廃

液の処理系統については

系統図で示すため当該箇

所では許可の記載を用い

た。 
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低レベル廃液は，適切に処理し，放

射性物質の量及び濃度を確認後，海洋

放出管の海洋放出口から海洋に放出す

る設計とする。 

ＭＯ

Ｘ燃料加工施設の排水が通過する経路

をＭＯＸ燃料加工施設と共用し，共用

によって再処理施設の安全性を損なわ

ない設計とする。廃⑤ 

5.2.1 設計基準対象の施設 

5.2.1.1 高レベル廃液処理設備 

高レベル廃液処理設備は，高レベル

廃液濃縮設備及び高レベル廃液貯蔵設

備で構成する。廃① 

高レベル廃液濃縮設備は，高レベル

廃液濃縮系及びアルカリ廃液濃縮系で

構成する。 

廃①

２階，建築面積約 2,600ｍ２の建物であ

る。 

使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋機器

配置概要図を第 59 図から第 64 図に，低

レベル廃液処理建屋機器配置概要図を第

134 図から第 139 図に示す。

低レベル廃液は，適切に処理し，放射

性物質の量及び濃度を確認後，海洋放出

管の海洋放出口から海洋に放出する。 

ＭＯＸ燃料加工施設の排水は，再処理

施設の低レベル廃液処理設備の第１放出

前貯槽に受け入れ，海洋放出管を経て海

洋に放出する設計とする。ＭＯＸ燃料加

工施設の排水が通過する経路をＭＯＸ燃

料加工施設と共用し，共用によって再処

理施設の安全性を損なわない設計とす

る。廃⑤ 

高レベル廃液濃縮設備系統概要図を第

41 図に，高レベル廃液貯蔵設備系統概

要図を第 42 図に，低レベル廃液処理設

備系統概要図を第 43 図に示す。 

(ⅱ) 主要な設備及び機器の種類 

(ａ) 高レベル廃液処理設備 

高レベル廃液濃縮設備 

高レベル廃液濃縮缶 ２ 基（１基／系

列） 

材 料 ステンレス鋼 

アルカリ廃液濃縮缶 １ 基

材 料 ステンレス鋼

高レベル廃液貯蔵設備

高レベル廃液貯槽 ６ 基

高レベル濃縮廃液貯槽 ２ 基

材 料 ステンレス鋼

容 量 約 120 ｍ３／基

不溶解残渣廃液貯槽 ２ 基

材 料 ステンレス鋼

容 量 約 70 ｍ３／基

アルカリ濃縮廃液貯槽 １ 基

材 料 ステンレス鋼

容 量 約 120 ｍ３

高レベル廃液共用貯槽 １ 基

材 料 ステンレス鋼

容 量 約 120 ｍ３

高レベル廃液一時貯槽 ４ 基

高レベル濃縮廃液一時貯槽 ２ 基

材 料 ステンレス鋼

容 量 約 25 ｍ３／基

不溶解残渣廃液一時貯槽 ２ 基

材 料 ステンレス鋼

7.3.2 高レベル廃液処理設備 

7.3.2.1 概 要 

高レベル廃液処理設備は，高レベル廃

液濃縮設備及び高レベル廃液貯蔵設備で

構成する。廃① 

7.3.2.2 高レベル廃液濃縮設備 

7.3.2.2.1 概 要 

高レベル廃液濃縮設備は，高レベル廃

液濃縮系及びアルカリ廃液濃縮系で構成

する。 

高レベル廃液濃縮系は，分離施設の分

離設備から発生する抽出廃液，気体廃棄

物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化

廃ガス処理設備の廃液等を蒸発・濃縮す

る系である。 

アルカリ廃液濃縮系は，酸及び溶媒の

回収施設の溶媒再生系から発生するアル

カリ廃液を蒸発・濃縮する系である。廃

① 

高レベル廃液濃縮設備系統概要図を第

7.3－１図に示す。廃◇7  

7.3.2.2.2 設計方針 

(１) 閉じ込め

高レベル廃液濃縮設備の放射性物質を

内包する機器は，腐食し難い材料を使用

し，かつ，漏えいし難い構造とするとと

もに，万一液体状の放射性物質が漏えい

した場合にも漏えいの拡大を防止し安全

に処置できる設計とする。また，気体廃

棄物の廃棄施設で負圧を維持することに

より閉じ込め機能を確保できる設計とす

【許可からの変更点等】 

「高レベル廃液ガラス固

化廃ガス処理設備の廃液

等」の指す内容は，当該

設備にて処理する主たる

廃液であり，廃液の処理

系統については系統図で

示すため当該箇所では許

可の記載を用いた。 
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容 量 約５ ｍ３／基 

(ｂ) 低レベル廃液処理設備 

低レベル廃液蒸発缶 ４ 基 

第１低レベル廃液蒸発缶 １ 基 

材 料 ステンレス鋼 

第２低レベル廃液蒸発缶 １ 基 

材 料 ステンレス鋼 

第５低レベル廃液蒸発缶 １ 基 

材 料 ステンレス鋼 

第６低レベル廃液蒸発缶 １ 基 

材 料 ニッケル基合金 

放出前貯槽 ６ 基 

第１放出前貯槽 ４ 基 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

材 料 ステンレス鋼 

容 量 約 600 ｍ３／基 

第２放出前貯槽 ２ 基 

材 料 ステンレス鋼 

容 量 約 100 ｍ３／基 

第１海洋放出ポンプ ２ 台 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

材 料 ステンレス鋼 

容 量 約 100 ｍ３／ｈ（１台当たり） 

第２海洋放出ポンプ ２ 台 

材 料 ステンレス鋼 

容 量 約 100 ｍ３／ｈ（１台当たり） 

海洋放出管 １ 式 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

海洋放出口 １ 個 

海底から約３ｍ立上げ 

ノズル径約 75ｍｍ廃□2

(ⅲ) 廃棄物の処理能力 

液体廃棄物の廃棄施設は，高レベル廃

液を約 3.2ｍ３／ｈ，低レベル廃液を約

15.5ｍ３／ｈで蒸発処理できる能力を有

する。また，液体廃棄物の廃棄施設は，

低レベル廃液の処理済液を約 100ｍ３／

ｈで海洋放出できる能力を有する。廃□1  

(ⅳ) 廃液槽の最大保管廃棄能力 

液体廃棄物の廃液槽を設置しないので

該当なし。 

(ⅴ) 海洋放出口の位置 

敷地東側の汀線から沖合約３ｋｍの太

平洋海中（東京湾平均海面下約 45ｍ）

に設置する。廃□1  

七、再処理施設における放射線管理に関

する事項 

ロ．放射性廃棄物の廃棄に関する事項

る。廃◇1  

(２) 火災及び爆発の防止

高レベル廃液濃縮系の高レベル廃液供

給槽及び高レベル廃液濃縮缶は，高レベ

ル廃液の放射線分解により発生する水素

の爆発を適切に防止できる設計とする。

高レベル廃液濃縮系の高レベル廃液濃縮

缶は，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応

を適切に防止できる設計とする。廃◇2

(３) 崩壊熱除去

高レベル廃液濃縮系の高レベル廃液供

給槽及び高レベル廃液濃縮缶は，崩壊熱

による過度の温度上昇を防止するため，

適切な冷却機能を有する設計とする。廃

◇1  

(４) 単一故障

高レベル廃液濃縮缶加熱停止回路に係

る遮断弁等の安全上重要な系統及び機器

は，それらを構成する動的機器に単一故

障を仮定しても安全機能が確保できる設

計とする。廃◇3  

(５) 試験及び検査

高レベル廃液濃縮缶加熱停止回路に係

る遮断弁等の安全上重要な系統及び機器

は，定期的な試験及び検査ができる設計

とする。廃◇4  

7.3.2.2.3 主要設備の仕様 

高レベル廃液濃縮設備の主要設備の仕

様を第 7.3－１表に示す。廃◇5  

また，高レベル廃液濃縮缶概要図を第

7.3－２図に示す。廃◇7  

7.3.2.2.4 系統構成及び主要設備 

高レベル廃液濃縮系は，２系列で構成

し，通常は１系列運転とし，万一の故障

時に備え予備系列を有する設計とする。 

アルカリ廃液濃縮系は，１系列で構成

する。 

高レベル廃液処理設備は，分離施設の

分離設備から発生する抽出廃液等を処理

することが可能な能力を有する。廃◇7  

(１) 系統構成

ａ．高レベル廃液濃縮系

高レベル廃液濃縮系は，分離施設の分

離設備の抽出廃液供給槽からの抽出廃

液，酸及び溶媒の回収施設の酸回収設備

の蒸発缶から発生し分離施設の分離設備

の抽出廃液供給槽を経た濃縮液，気体廃

棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 

廃① 

廃①

(１) 放射性廃棄物の廃棄に関する基本

的考え方

放射性廃棄物の廃棄施設の設計及び管

理に関しては，「事業指定基準規則」に

基づくとともに，「再処理規則」を遵守

するものとする。 

放射性廃棄物の廃棄については，放射

性物質の放出に伴う公衆の線量が「線量

告示」に定められた線量限度を超えない

ことはもとより，合理的に達成できる限

り低くなるよう，放出放射性物質の低減

を行う。廃① 

すなわち，以下の観点から放射性廃棄

物の放出低減に対する実現可能性を考慮

しつつ，「発電用軽水型原子炉施設周辺

の線量目標値に関する指針」において定

める線量目標値（実効線量で 50μＳｖ

／ｙ）を超えないようにするとともに，

公衆の線量を合理的に達成できる限り低

減できるよう設計する。廃① 

(ⅰ) 放出放射性物質の低減効果が大き

く，かつ，信頼性のある技術を採用す

る。 

(ⅱ) 放射性気体廃棄物，放射性液体廃

棄物及び放射性固体廃棄物の化学的，物

理的性状に応じ，各処理設備において最

適な技術の組合せを行う。 

(ⅲ) 放射性固体廃棄物はできるだけ施

設内にとどめ，適切な形で貯蔵・保管す

る。 

 放射性固体廃棄物は，その発生源に応

じて減容，焼却，固化等の処理を行い，

十分な遮蔽能力を有する固体廃棄物の廃

棄施設に保管廃棄することにより，公衆

の線量の低減化を図る。 

(２) 放射性気体廃棄物

(ⅰ) 放射性気体廃棄物の発生源

 放射性気体廃棄物の主な発生源は，溶

解施設の溶解槽等からの廃ガス，各施設

の塔槽類からの廃ガス，固体廃棄物の廃

棄施設のガラス溶融炉からの廃ガス等で

ある。 

放射性気体廃棄物は，廃ガス洗浄塔，

高性能粒子フィルタ等を組み合わせて洗

浄，ろ過等の処理をした後，主排気筒等

の排気口から大気中へ放出する。また，

ガラス固化体の保管廃棄に伴い発生する

冷却空気中の放射性アルゴンを含む排気

は，冷却空気出口シャフトから大気中へ

放出する。 

化廃ガス処理設備の廃ガス洗浄液槽から

発生し分離施設の分離設備の抽出廃液供

給槽を経た廃ガス洗浄廃液等を高レベル

廃液供給槽に受け入れた後，流量約３ｍ

３／ｈ，硝酸濃度約３ｍｏｌ／Ｌで連続

的に高レベル廃液濃縮缶に供給する。高

レベル廃液濃縮缶では，減圧下で蒸発・

濃縮した後，濃縮液（以下 7.では「高

レベル濃縮廃液」という。）は，硝酸濃

度を約２ｍｏｌ／Ｌに調整しスチームジ

ェットポンプで高レベル廃液貯蔵設備の

高レベル濃縮廃液一時貯槽，高レベル濃

縮廃液貯槽又は高レベル廃液共用貯槽へ

移送する。 

また，蒸発蒸気は，高レベル廃液濃縮

缶凝縮器で冷却・凝縮後，凝縮液は酸及

び溶媒の回収施設の第１酸回収系の第１

供給槽又は第２供給槽へ移送し，廃ガス

は減衰器で放射能を減衰した後，気体廃

棄物の廃棄施設の分離建屋塔槽類廃ガス

処理設備へ移送する。廃① 

ｂ．アルカリ廃液濃縮系 

アルカリ廃液濃縮系は，酸及び溶媒の

回収施設の溶媒回収設備の溶媒再生系の

分離・分配系の第１洗浄器，プルトニウ

ム精製系の第１洗浄器等からアルカリ廃

液をアルカリ廃液供給槽に受け入れた

後，約 0.2ｍ３／ｈでアルカリ廃液濃縮

缶に供給する。アルカリ廃液濃縮缶で蒸

発・濃縮した濃縮液（以下「アルカリ濃

縮廃液」という。）はスチームジェット

ポンプで高レベル廃液貯蔵設備のアルカ

リ濃縮廃液貯槽又は高レベル廃液共用貯

槽へ移送する。また，蒸発蒸気は，アル

カリ廃液濃縮缶凝縮器で冷却・凝縮後，

低レベル廃液処理設備の第１低レベル廃

液処理系の第１低レベル第１廃液受槽等

へ移送する。廃① 

(２) 主要設備

高レベル廃液濃縮設備の主要機器は，

ステンレス鋼を用い，接液部は溶接構造

等の設計とする。また，機器を収納する

セルの床には，ステンレス鋼製の漏えい

液受皿を設置し，漏えい検知装置により

漏えいを検知する設計とする。漏えいし

た液体状の放射性物質は，スチームジェ

ットポンプ等で高レベル廃液貯蔵設備の

高レベル濃縮廃液貯槽，分離建屋一時貯

廃①（P1 へ） 

【許可からの変更点等】 

「廃ガス洗浄廃液等」の

指す内容は，当該設備に

て処理する主たる廃液で

あり，廃液の処理系統に

ついては系統図で示すた

め当該箇所では許可の記

載を用いた。 

【許可からの変更点等】 

「第１洗浄器等」の指す

内容は，当該設備にて処

理するアルカリ廃液が発

生する主要機器であり，

廃液の処理系統について

は系統図で示すため当該

箇所では許可の記載を用

いた。 

【許可からの変更点等】 

「第１低レベル第１廃液

受槽等」の指す内容は，

当該設備から移送先の主

要機器であり，廃液の処

理系統については系統図

で示すため当該箇所では

許可の記載を用いた。 

40



別紙１①
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
(ⅱ) 放射性気体廃棄物の放出管理目標

値 

放射性気体廃棄物の放出に当たって

は，主排気筒，北換気筒及び低レベル廃

棄物処理建屋換気筒から放出する放射性

物質を測定し，周辺監視区域外における

空気中の放射性物質の濃度が「線量告

示」に定められた周辺監視区域外におけ

る線量限度及び空気中の放射性物質の濃

度限度を超えないようにするとともに，

放射性気体廃棄物の放出管理目標値を以

下のように設定し，これを超えないよう

に努める。 

放出管理目標値は，「三、Ａ．再処理を

行う使用済燃料の種類」に基づく使用済

燃料の仕様のうち，冷却期間について

は，再処理施設に受け入れるまでの冷却

期間を 12 年，せん断処理するまでの冷

却期間を 15 年として設定する。 

放出管理目標値 クリプトン－85

1.6×1017Ｂｑ／ｙ 

トリチウム 1.0×1015Ｂｑ／ｙ 

炭素－14 5.1×1013Ｂｑ／ｙ 

よう素－129 1.1×1010Ｂｑ／ｙ 

よう素－131 1.0×1010Ｂｑ／ｙ 

その他核種のうち，アルファ線を放出す

る核種 

3.1×108Ｂｑ／ｙ 

その他核種のうち，アルファ線を放出し

ない核種 

7.5×109Ｂｑ／ｙ 

(３) 放射性液体廃棄物

(ⅰ) 放射性液体廃棄物の発生源

放射性液体廃棄物の主な発生源は，分

離施設から発生する抽出廃液，酸及び溶

媒の回収施設の酸回収設備の蒸発缶の濃

縮液，酸及び溶媒の回収施設の溶媒回収

設備の溶媒再生系の分離・分配系及びプ

ルトニウム精製系で発生する廃液，各施

設から発生する低レベル廃液等である。

分離施設から発生する抽出廃液等につい

ては，蒸発濃縮等の処理を施した後，高

レベル廃液ガラス固化設備に移送する。

また，各施設から発生する低レベル廃

液については，廃液の性状に応じてろ

過，脱塩及び蒸発の処理を施した後，そ

の処理水は海洋放出管の海洋放出口から

放出する。蒸発により発生した低レベル

濃縮廃液は，低レベル固体廃棄物処理設

備へ移送する。 

留処理設備の第 10 一時貯留処理槽等に

移送する設計とする。 

なお，高レベル廃液供給槽を収納する

セルにおいて，万一漏えいが起きた場合

は，漏えいした液体状の放射性物質が沸

騰するおそれがあるため，高レベル廃液

供給槽を収納するセルの漏えい検知装置

を多重化するとともに，漏えい液の移送

のための，スチームジェットポンプの蒸

気は，その他再処理設備の附属施設の安

全蒸気系からも供給できる設計とする。

また，高レベル廃液濃縮缶を収納する

セルにおいて，万一漏えいが起きた場合

は，重力流で高レベル廃液供給槽を収納

するセルに移送する設計とする。

高レベル廃液濃縮設備の主要機器は，

気体廃棄物の廃棄施設の分離建屋塔槽類

廃ガス処理設備等に接続し，負圧を維持

する設計とする。 

高レベル廃液濃縮系の高レベル廃液供

給槽及び高レベル廃液濃縮缶は，その他

再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系

から空気を適切に供給し，廃液の放射線

分解により発生する水素を可燃限界濃度

未満に抑制する設計とするとともに，接

地する。さらに，機器内及びそれらの機

器等を収納するセルは着火源を排除する

設計とする。 

高レベル廃液濃縮系の高レベル廃液供

給槽は，その他再処理設備の附属施設の

安全冷却水系から冷却コイルに冷却水を

供給することにより，崩壊熱を除去する

設計とする。また高レベル廃液濃縮系の

高レベル廃液濃縮缶は，その他再処理設

備の附属施設の安全冷却水系から加熱・

冷却コイル及び加熱・冷却ジャケットに

冷却水を供給することにより，崩壊熱を

除去する設計とする。 

安全上重要な高レベル廃液濃縮缶加熱

停止回路に係る遮断弁は，その単一故障

を仮定してもＴＢＰ等の錯体の急激な分

解反応を防止できるように，多様化する

設計とする。 

安全上重要な高レベル廃液濃縮缶の加

熱蒸気と冷却水の切替弁は，その単一故

障を仮定しても高レベル廃液濃縮缶の崩

壊熱を除去できるように，冷却水系を多

重化する設計とする。 

なお，その他核種について高レベル廃

液濃縮缶の除染係数は 2,000 以上，ア
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
(ⅱ) 放射性液体廃棄物の放出管理目標

値 

放射性液体廃棄物の放出に際しては，

廃液中の放射性物質の濃度を測定して放

出量を算出し，放射性物質の海洋放出に

起因する線量が「線量告示」に定められ

た線量限度を超えないようにするととも

に，放射性液体廃棄物の放出管理目標値

を以下のように設定し，これを超えない

ように努める。 

放出管理目標値は，「三、Ａ．再処理を

行う使用済燃料の種類」に基づく使用済

燃料の仕様のうち，冷却期間について

は，再処理施設に受け入れるまでの冷却

期間を 12 年，せん断処理するまでの冷

却期間を 15 年として設定する。 

放出管理目標値 

トリチウム  9.7×1015Ｂｑ／

ｙ

よう素－129  4.3×1010Ｂｑ／

ｙ

よう素－131  1.0×1011Ｂｑ／

ｙ

その他核種のうち，アルファ線を放出す

る核種

3.6×109Ｂｑ／ｙ

その他核種のうち，アルファ線を放出し

ない核種

9.5×1010Ｂｑ／ｙ

ルカリ廃液濃縮缶の除染係数は 11,000

以上得られる設計とする。

ａ．高レベル廃液供給槽

高レベル廃液供給槽は，内包する廃液

の崩壊熱を除去するため，冷却コイルを

設置し，その他再処理設備の附属施設の

安全冷却水系から冷却水を供給する設計

とする。冷却コイルは２系列で構成し，

各系列は１系列だけで高レベル廃液供給

槽の崩壊熱を除去できる能力を有する設

計とする。 

また，高レベル廃液供給槽は，廃液の放

射線分解により発生する水素を希釈する

ために，その他再処理設備の附属施設の

安全圧縮空気系 

から空気を適切に供給する設計とする。 

ｂ．高レベル廃液濃縮缶 

高レベル廃液濃縮缶は，内包する廃液

の崩壊熱を除去するため，必要に応じて

加熱・冷却コイル及び加熱・冷却ジャケ

ットに，その他再処理設備の附属施設の

安全冷却水系から冷却水を適切に供給す

る設計とする。 

冷却系は，加熱・冷却コイル及び加

熱・冷却ジャケットの組合せにより２系

列で構成し，各系列は１系列で高レベル

廃液濃縮缶の崩壊熱を除去できる設計と

する。 

高レベル廃液濃縮缶は，廃液の放射線

分解によって発生する水素を希釈するた

めに，その他再処理設備の附属施設の安

全圧縮空気系から空気を適切に供給する

設計とする。 

なお，高レベル廃液濃縮缶内の温度計

保護管は，濃縮缶側から保護管内先端部

にかかる圧力以上に保護管の内部をその

他再処理設備の附属施設の一般圧縮空気

系により加圧できる設計とする。 

高レベル廃液濃縮缶は，ＴＢＰ等の錯

体の急激な分解反応を防止するため，供

給する廃液のうち，分離施設の分離設備

から発生するＴＢＰを含む可能性のある

抽出廃液については，分離設備において

ＴＢＰを除去する。また，高レベル廃液

濃縮缶の加熱・冷却コイル及び加熱・冷

却ジャケットに供給する約 130℃の加熱

蒸気の温度は,加熱蒸気の圧力により制

御し，温度計により監視し，温度高によ

り警報を発し，さらに高レベル廃液濃縮

缶加熱停止回路により，多様化した遮断
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弁を閉じることにより，加熱蒸気の温度

が 135℃を超えない設計とする。 

高レベル廃液濃縮缶は，約 50℃と運

転温度を低くして腐食し難い環境とする

ため，廃ガス流量を調整することにより

缶内圧力を約７ｋＰa[abs]に制御し，減

圧下で蒸発操作する設計とする。また，

圧力高により警報を発するとともに，自

動で加熱蒸気を遮断する設計とする。高

レベル廃液濃縮缶の液位を制御，監視

し，液位低により警報を発するととも

に，自動で加熱蒸気を遮断する設計とす

る。

ｃ．高レベル廃液濃縮缶凝縮器

高レベル廃液濃縮缶凝縮器は，高レベ

ル廃液濃縮缶の蒸発蒸気を冷却・凝縮す

るためのものであり，高レベル廃液濃縮

缶凝縮器に供給する冷却水が停止し凝縮

機能が低下することによる放射性物質の

放出の有意な増加を防止するため，高レ

ベル廃液濃縮缶凝縮器の排気出口温度

（通常約 30℃) を監視し，温度高によ

り警報を発し，さらに，多様化した遮断

弁を閉じることにより，加熱を停止する

設計とする。廃◇6

7.3.2.2.5 試験・検査 

安全上重要な高レベル廃液濃縮缶加熱

停止回路に係る遮断弁及び高レベル廃液

濃縮缶の加熱蒸気と冷却水の切替弁は，

運転停止時に信号を入力することにより

試験及び検査を実施する。 

高レベル廃液濃縮缶等の機器は，据付

検査，外観検査等の品質保証活動のもと

に据付けを行う。 

高レベル廃液濃縮系の高レベル廃液濃

縮缶の加熱蒸気配管の遮断弁等は，室内

の作業者が容易に接近できる場所に配置

する。廃◇4  

7.3.2.2.6 評 価 

(１) 閉じ込め

高レベル廃液濃縮設備の放射性物質を

内包する主要機器は，腐食し難いステン

レス鋼を用い，かつ，接液部は溶接構造

等で漏えいし難い設計とし，さらに，気

体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理

設備により負圧を維持する設計としてい

るので，閉じ込め機能を確保できる。

また，高レベル廃液濃縮缶は，減圧蒸
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発法を採用し運転温度を低くして腐食し

難い環境としている。 

高レベル廃液濃縮設備の主要機器を収

納するセルの床には，漏えい検知装置を

備えた漏えい液受皿を設置し，漏えいし

た廃液を高レベル廃液貯蔵設備の高レベ

ル濃縮廃液貯槽等に移送する設計として

いるので，万一の放射性廃液の漏えいを

想定しても，その拡大を防止できる。

(２) 火災及び爆発の防止

高レベル廃液濃縮系の高レベル廃液供

給槽及び高レベル廃液濃縮缶は，その他

再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系

から空気を適切に供給し，溶液の放射線

分解により発生する水素を，可燃限界濃

度未満に抑制する設計とし，さらに，こ

れらの機器を接地する設計としているの

で爆発を防止できる。 

高レベル廃液濃縮系の高レベル廃液濃

縮缶は，供給する廃液のうち，ＴＢＰを

含む可能性のある分離施設の分離設備か

ら発生する抽出廃液については，分離設

備においてＴＢＰ洗浄を行うとともに，

高レベル廃液濃縮缶加熱停止回路により

高レベル廃液濃縮缶の加熱蒸気の温度を

135℃以下に制限する設計としているの

で，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応を

防止できる。 

(３) 崩壊熱除去

高レベル廃液濃縮系の高レベル廃液供

給槽には冷却コイルを，高レベル廃液濃

縮缶には，加熱・冷却コイル及び加熱・

冷却ジャケットをそれぞれ設置し，その

他再処理設備の附属施設の安全冷却水系

により冷却水を適切に供給する設計とし

ているので崩壊熱を除去できる。 

(４) 単一故障

高レベル廃液濃縮缶加熱停止回路に係

る遮断弁は，多様化しているので，遮断

弁に単一故障を仮定してもＴＢＰ等の錯

体の急激な分解反応を防止できる。 

高レベル廃液濃縮缶の加熱蒸気と冷却水

の切替弁は，冷却系を多重化しているの

で，切替弁の単一故障を仮定しても高レ

ベル廃液濃縮缶の崩壊熱を除去できる。 

(５) 試験及び検査

高レベル廃液濃縮缶加熱停止回路に係

る遮断弁及び高レベル廃液濃縮缶の加熱

蒸気と冷却水の切替弁は，定期的な試験

及び検査ができる。廃◇9  
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高レベル廃液貯蔵設備は，高レベル

濃縮廃液貯蔵系，不溶解残渣廃液貯蔵

系，アルカリ濃縮廃液貯蔵系及び共用

貯蔵系で構成する。 

 

廃① 

7.3.2.3 高レベル廃液貯蔵設備 

7.3.2.3.1 概 要 

高レベル廃液貯蔵設備は，高レベル濃

縮廃液貯蔵系，不溶解残渣廃液貯蔵系，

アルカリ濃縮廃液貯蔵系及び共用貯蔵系

で構成する。 

高レベル濃縮廃液貯蔵系は，高レベル

廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮系から

発生する高レベル濃縮廃液を貯蔵する系

である。 

不溶解残渣廃液貯蔵系は，溶解施設の

清澄・計量設備から発生する不溶解残渣

廃液を貯蔵する系である。 

アルカリ濃縮廃液貯蔵系は，高レベル廃

液濃縮設備のアルカリ廃液濃縮系から発

生するアルカリ濃縮廃液及び分離施設の

分離建屋一時貯留処理設備からのアルカ

リ洗浄廃液を貯蔵する系である。

共用貯蔵系は，高レベル濃縮廃液，不

溶解残渣廃液，アルカリ濃縮廃液及びア

ルカリ洗浄廃液を貯蔵する系である。廃

① 

高レベル廃液貯蔵設備系統概要図を第

7.3－３図に示す。廃◇7  

7.3.2.3.2 設計方針 

(１) 閉じ込め

高レベル廃液貯蔵設備の放射性物質を

内包する機器は，腐食し難い材料を使用

し，かつ，漏えいし難い構造とするとと

もに，万一放射性物質が漏えいした場合

にも漏えいの拡大を防止し安全に処置で

きる設計とする。また，気体廃棄物の廃

棄施設で負圧を維持することにより閉じ

込め機能を確保できる設計とする。廃◇1  

(２) 火災及び爆発の防止

高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮

廃液貯槽，不溶解残渣廃液貯槽等は，廃

液の放射線分解により発生する水素の爆

発を適切に防止できる設計とする。廃◇2  

(３) 崩壊熱除去

高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮

廃液貯槽，不溶解残渣廃液貯槽，高レベ

ル廃液共用貯槽，高レベル濃縮廃液一時

貯槽及び不溶解残渣廃液一時貯槽は，崩

壊熱による過度の温度上昇を防止するた

め，適切な冷却機能を有する設計とす

る。廃◇1
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廃①

廃①

7.3.2.3.3 主要設備の仕様 

高レベル廃液貯蔵設備の主要設備の仕

様を第 7.3－２表に示す。廃◇5  

また，高レベル濃縮廃液貯槽概要図を

第 7.3－４図に示す。廃◇7  

7.3.2.3.4 系統構成及び主要設備 

(１) 系統構成

高レベル廃液貯蔵設備は，高レベル廃

液貯槽６基，高レベル廃液一時貯槽４基

等で構成する。廃◇5  

高レベル廃液貯蔵設備は，高レベル廃

液を約 500ｍ３貯蔵する能力を有する。 

ａ．高レベル濃縮廃液貯蔵系 

高レベル濃縮廃液貯蔵系は，高レベル

濃縮廃液一時貯槽及び高レベル濃縮廃液

貯槽で構成し，高レベル廃液濃縮設備の

高レベル廃液濃縮缶から高レベル濃縮廃

液等を高レベル濃縮廃液一時貯槽に受け

入れた後，スチームジェットポンプで固

体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラ

ス固化設備の高レベル廃液混合槽へ移送

するか，又は高レベル濃縮廃液貯槽に移

送し貯蔵する系である。また，高レベル

濃縮廃液貯槽に貯蔵した高レベル濃縮廃

液は，スチームジェットポンプで高レベ

ル濃縮廃液一時貯槽へ移送した後，固体

廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス

固化設備の高レベル廃液混合槽へ移送す

る。廃① 

ｂ．不溶解残渣廃液貯蔵系 

不溶解残渣廃液貯蔵系は，不溶解残渣

廃液一時貯槽及び不溶解残渣廃液貯槽で

構成し，溶解施設の清澄・計量設備の不

溶解残渣回収槽から不溶解残渣廃液を不

溶解残渣廃液一時貯槽に受け入れた後,

スチームジェットポンプで固体廃棄物の

廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備

の高レベル廃液混合槽へ移送するか，又

は不溶解残渣廃液貯槽に移送し貯蔵する

系である。また，不溶解残渣廃液貯槽に

貯蔵した不溶解残渣廃液は，スチームジ

ェットポンプで不溶解残渣廃液一時貯槽

へ移送した後，固体廃棄物の廃棄施設の

高レベル廃液ガラス固化設備の高レベル

廃液混合槽へ移送する。廃① 

ｃ．アルカリ濃縮廃液貯蔵系 

アルカリ濃縮廃液貯蔵系は，高レベル

【許可からの変更点等】 

「高レベル濃縮廃液等」

の指す内容は，当該設備

にて処理するアルカリ廃

液が発生する主要機器で

あり，廃液の処理系統に

ついては系統図で示すた

め当該箇所では許可の記

載を用いた。 
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廃①

廃① 

廃液濃縮設備のアルカリ廃液濃縮缶から

のアルカリ濃縮廃液及び分離施設の分離

建屋一時貯留処理設備の第 10 一時貯留

処理槽等からのアルカリ洗浄廃液をアル

カリ濃縮廃液貯槽に受け入れ貯蔵し，ま

た，アルカリ濃縮廃液及びアルカリ洗浄

廃液をアルカリ濃縮廃液貯槽から,スチ

ームジェットポンプで固体廃棄物の廃棄

施設の高レベル廃液ガラス固化設備のア

ルカリ濃縮廃液中和槽へ移送する系であ

る。廃① 

ｄ．共用貯蔵系 

共用貯蔵系は，高レベル濃縮廃液，不

溶解残渣廃液，アルカリ濃縮廃液及びア

ルカリ洗浄廃液を高レベル廃液共用貯槽

に受け入れ貯蔵し，また，スチームジェ

ットポンプで固体廃棄物の廃棄施設の高

レベル廃液ガラス固化設備へ移送する系

である。廃① 

(２) 主要設備

高レベル廃液貯蔵設備の主要機器は，

ステンレス鋼を用い，接液部は溶接構造

の設計とする。また，機器を収納するセ

ルの床には，ステンレス鋼製の漏えい液

受皿を設置し，漏えい検知装置により漏

えいを検知する設計とする。漏えいした

液体状の放射性物質は，スチームジェッ

トポンプで高レベル廃液共用貯槽等に移

送する設計とする。

なお，高レベル濃縮廃液貯槽，不溶解

残渣廃液貯槽，高レベル廃液共用貯槽，

高レベル濃縮廃液一時貯槽及び不溶解残

渣廃液一時貯槽を収納するセルにおい

て，万一漏えいが起きた場合は漏えいし

た液体状の放射性物質が沸騰するおそれ

があるため，漏えい検知装置を多重化す

るとともに,漏えい液の移送のためのス

チームジェットポンプの蒸気は,その他

再処理設備の附属施設の安全蒸気系から

適切に供給できる設計とする。

高レベル廃液貯蔵設備の主要機器は，

気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処

理設備に接続し，負圧を維持する設計と

する。 

高レベル濃縮廃液貯槽，不溶解残渣廃

液貯槽，高レベル廃液共用貯槽，高レベ

ル濃縮廃液一時貯槽及び不溶解残渣廃液

一時貯槽は，その他再処理設備の附属施

【許可からの変更点等】 

「第 10 一時貯留処理槽

等」の指す内容は，当該

設備にて貯蔵するアルカ

リ廃液が発生する主要機

器であり，廃液の処理系

統については系統図で示

すため当該箇所では許可

の記載を用いた。
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設の安全圧縮空気系から空気を供給し，

廃液の放射線分解で発生する水素を可燃

限界濃度未満に抑制するとともに，接地

する。 

さらに，機器内及びそれらの機器，配

管等を収容するセルは着火源を排除する

設計とする。 

高レベル濃縮廃液貯槽，不溶解残渣廃

液貯槽，高レベル廃液共用貯槽，高レベ

ル濃縮廃液一時貯槽及び不溶解残渣廃液

一時貯槽は，２系列の冷却コイル又は冷

却ジャケットを設置し，その他再処理設

備の附属施設の安全冷却水系から冷却水

を供給し，崩壊熱を除去する設計とす

る。

ａ．高レベル廃液貯槽

(ａ) 高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル濃縮廃液貯槽は，内包する高

レベル濃縮廃液の崩壊熱を除去するため

冷却コイルを設置する。冷却コイルは，

２系列で構成し，各系列は，それぞれ複

数の冷却コイルを有する。さらに，廃液

かくはん用にかくはん装置を設ける。ま

た，高レベル濃縮廃液貯槽は，廃液の放

射線分解によって発生する水素を希釈す

るために，その他再処理設備の附属施設

の安全圧縮空気系から空気を供給する設

計とし，空気流量を測定し流量低により

警報を発する。高レベル濃縮廃液貯槽

は，温度計により液温を監視し，温度高

により警報を発する。

(ｂ) 不溶解残渣廃液貯槽

不溶解残渣廃液貯槽は，内包する不溶

解残渣廃液の崩壊熱を除去するため冷却

ジャケットを設置する。冷却ジャケット

は，２系列で構成し，各系列は，それぞ

れ複数の冷却ジャケットを有する。さら

に，廃液かくはん用にかくはん装置を設

ける。また，不溶解残渣廃液貯槽は，廃

液の放射線分解によって発生する水素を

希釈するために，その他再処理設備の附

属施設の安全圧縮空気系から空気を供給

する設計とし，空気流量を測定し流量低

により警報を発する。不溶解残渣廃液貯

槽は，温度計により液温を監視し，温度

高により警報を発する。 

(ｃ) 高レベル廃液共用貯槽 

高レベル廃液共用貯槽は，高レベル濃

縮廃液及び不溶解残渣廃液を受け入れた

場合の廃液の崩壊熱を除去するため冷却

48



別紙１①

基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 24 条 （廃棄施設）（44 / 51） 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
コイル及び冷却ジャケットを設置する。

冷却コイル及び冷却ジャケットは，２

系列で構成し，各系列は，それぞれ複数

の冷却コイル及び冷却ジャケットを有す

る。さらに，廃液かくはん用にかくはん

装置を設ける。また，高レベル廃液共用

貯槽は，廃液の放射線分解によって発生

する水素を希釈するために，その他再処

理設備の附属施設の安全圧縮空気系から

空気を供給する設計とし，空気流量を測

定し流量低により警報を発する。高レベ

ル廃液共用貯槽は，温度計により液温を

監視し，温度高により警報を発する。

ｂ．高レベル廃液一時貯槽

(ａ) 高レベル濃縮廃液一時貯槽

高レベル濃縮廃液一時貯槽は，内包す

る高レベル濃縮廃液の崩壊熱を除去する

ため冷却コイルを設置する。冷却コイル

は，２系列で構成し，各系列は，それぞ

れ複数の冷却コイルを有する。さらに，

廃液かくはん用にかくはん装置を設け

る。また，高レベル濃縮廃液一時貯槽

は，廃液の放射線分解によって発生する

水素を希釈するために，その他再処理設

備の附属施設の安全圧縮空気系から空気

を供給する設計とする。高レベル濃縮廃

液一時貯槽は，必要に応じて廃液を中和

処理できる設計とする。 

高レベル濃縮廃液一時貯槽は，液温の監

視用に温度計を設ける。 

(ｂ) 不溶解残渣廃液一時貯槽 

不溶解残渣廃液一時貯槽は，内包する

不溶解残渣廃液の崩壊熱を除去するため

冷却ジャケットを設置する。冷却ジャケ

ットは，２系列で構成し，各系列は，そ

れぞれ複数の冷却ジャケットを有する。

さらに，廃液かくはん用にかくはん装置

を設ける。また，不溶解残渣廃液一時貯

槽は，廃液の放射線分解によって発生す

る水素を希釈するために，その他再処理

設備の附属施設の安全圧縮空気系から空

気を供給する設計とする。不溶解残渣廃

液一時貯槽は，液温の監視用に温度計を

設ける。廃◇6  

7.3.2.3.5 試験・検査 

高レベル濃縮廃液貯槽等の機器は，据

付け検査，外観検査等の品質保証活動の

もとに据付けを行う。廃◇4  

7.3.2.3.6 評 価 

(１) 閉じ込め
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5.2.1.2 低レベル廃液処理設備 

廃① 

低レベル廃液処理設備のうち，海洋

放出管理系の一部は，ＭＯＸ燃料加工

施設と共用する設計とする。 

各施設の管理区域内で発生する廃液

のうち高レベル廃液及び廃溶媒以外の

高レベル廃液貯蔵設備の主要機器は，

腐食し難いステンレス鋼を用い，かつ，

接液部は溶接構造で漏えいし難い設計と

し，さらに，気体廃棄物の廃棄施設の塔

槽類廃ガス処理設備により負圧を維持す

る設計としているので，閉じ込め機能を

確保できる。 

高レベル廃液貯蔵設備の主要機器を収

納するセルの床には，漏えい液受皿を設

置し，漏えい検知装置により漏えいを検

知し，漏えいした廃液を高レベル廃液共

用貯槽等に移送する設計としているの

で，万一の液体状の放射性物質の漏えい

を想定しても，その拡大を防止できる。 

(２) 火災及び爆発の防止

高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮

廃液貯槽，不溶解残渣廃液貯槽，高レベ

ル廃液共用貯槽，高レベル濃縮廃液一時

貯槽，不溶解残渣廃液一時貯槽は，その

他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気

系から空気を供給し，廃液の放射線分解

により発生する水素を可燃限界濃度未満

に抑制する設計とし，さらに，これらの

機器を接地しているので爆発を防止でき

る。

(３) 崩壊熱除去

高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮

廃液貯槽，不溶解残渣廃液貯槽，高レベ

ル廃液共用貯槽，高レベル濃縮廃液一時

貯槽，不溶解残渣廃液一時貯槽は，その

他再処理設備の附属施設の安全冷却水系

から冷却水を供給しているので崩壊熱を

除去できる。廃◇9

7.3.3 低レベル廃液処理設備 

7.3.3.1 概 要 

低レベル廃液処理設備は，第１低レベ

ル廃液処理系，第２低レベル廃液処理

系，洗濯廃液処理系，使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設廃液処理系，油分除

去系，及び海洋放出管理系で構成し，低

レベル廃液をその性状に応じて分類後処

理し，処理後の排水は，放出管理を行っ

て海洋へ放出する。廃① 

低レベル廃液処理設備のうち，海洋放

出管理系の一部は，ＭＯＸ燃料加工施設

と共用する。 

各施設の管理区域内で発生する廃液の

うち高レベル廃液及び廃溶媒以外の廃液

は，低レベル廃液としてそれぞれの建屋
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廃液は，低レベル廃液としてそれぞれ

の建屋に設けた中間貯槽に性状に応じ

て分類して集め，低レベル廃液処理設

備へ移送する設計とする。廃⑤ 

低レベル廃液処理設備は，海洋に放

出する排水中の放射性物質の濃度及び

量を合理的に達成できる限り低くする

ために，廃液の性状に応じて蒸発，ろ

過等の適切な処理を行う設計とする。

廃① 

低レベル廃液処理設備で処理した処

理水は，放出管理が行える海洋放出管

理系を経て十分な拡散効果を有する海

洋放出口から放出する設計とする。廃

⑤ 

廃① 

に設けた中間貯槽に性状に応じて分類し

て集め，低レベル廃液処理設備へ移送す

る。廃⑤ 

低レベル廃液処理設備系統概要図を第

7.3－５図に示す。廃◇7  

7.3.3.2 設計方針 

(１) 放射性物質の放出低減

ａ．低レベル廃液処理設備は，海洋に放

出する排水中の放射性物質の濃度及び量

を合理的に達成できる限り低くするため

に，廃液の性状に応じて蒸発，ろ過等の

適切な処理を行う設計とする。廃① 

ｂ．低レベル廃液処理設備で処理した処

理水は，放出管理が行える海洋放出管理

系を経て十分な拡散効果を有する海洋放

出口から放出する設計とする。廃⑤ 

(２) 閉じ込め

低レベル廃液処理設備の放射性物質を

内包する機器は，腐食し難い材料を使用

し，かつ，漏えいし難い構造とするとと

もに，万一放射性物質が漏えいした場合

にも漏えいの拡大を防止し安全に処置で

きる設計とする。廃◇1  

(３) 共 用

低レベル廃液処理設備のうち，ＭＯＸ

燃料加工施設で濃度限度以下であること

を確認した排水を第１放出前貯槽に受け

入れ，海洋放出管を経て海洋に放出する

までの排水が通過する経路は，ＭＯＸ燃

料加工施設と共用する設計とし，ＭＯＸ

燃料加工施設において故障その他の異常

が発生した場合は，排水を第１放出前貯

槽に受け入れる経路上に設置する弁を閉

止することにより，ＭＯＸ燃料加工施設

からの波及的影響を及ぼさない設計とす

ることで，共用によって再処理施設の安

全性を損なわない設計とする。廃① 

(４) その他

低レベル廃液処理設備のうち使用済燃

料の受入れ及び貯蔵に係る設備は，再処

理設備本体の運転開始に先立ち使用でき

る設計とする。廃◇10  

7.3.3.3 主要設備の仕様 

低レベル廃液処理設備の主要設備の仕様

を第 7.3－３表に示す。 

なお，低レベル廃液処理設備のうち使用

済燃料の受入れ及び貯蔵に係る使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設廃液処理系

【許可からの変更点等】 

「ろ過等」の指す内容

は，当該設備にて行う主

要な処理の方法であり，

廃液の処理系統について

は系統図で示すため当該

箇所では許可の記載を用

いた。 
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廃①

及び海洋放出管理系の一部は，再処理設

備本体の運転開始に先立ち使用できる。

廃◇5  

7.3.3.4 系統構成及び主要設備 

低レベル廃液処理設備は，１系列（一

部２系列）で構成し，処理能力は，各施

設から発生する低レベル廃液を処理する

ことが可能な能力を有する。また，低レ

ベル廃液処理設備で処理した低レベル廃

液を約 100ｍ３／ｈで海洋放出できる能

力を有する。 

低レベル廃液処理設備のうち使用済燃

料の受入れ及び貯蔵に係る設備は，再処

理設備本体の運転開始に先立ち使用でき

る設計とする。廃◇10  

(１) 系統構成

ａ．第１低レベル廃液処理系

第１低レベル廃液処理系は，高レベル

廃液処理設備のアルカリ廃液濃縮缶凝縮

器からの凝縮液，酸及び溶媒の回収施設

の溶媒回収設備の溶媒再生系のウラン精

製系の第２洗浄器等から受け入れた廃

液，その他再処理設備の附属施設の分析

設備の廃液，各施設からの床ドレン等及

び六ヶ所保障措置分析所内の，貯留容器

にて一時貯留し，六ヶ所保障措置分析所

が法令に定める周辺監視区域外の水中の

濃度限度以下であることを確認した排水

を第１低レベル第１廃液受槽等に受け入

れ，第１低レベル廃液蒸発缶で蒸発濃縮

する。第１低レベル廃液蒸発缶の濃縮液

は，固体廃棄物の廃棄施設の低レベル固

体廃棄物処理設備の乾燥装置へ移送し，

凝縮液は第２低レベル廃液処理系の第２

低レベル廃液受槽へ移送する。廃① 

ｂ．第２低レベル廃液処理系 

第２低レベル廃液処理系は，酸及び溶

媒の回収施設の第１酸回収系の精留塔及

び第２酸回収系の精留塔からの回収した

水，第１低レベル廃液処理系の第１低レ

ベル廃液蒸発缶からの凝縮液等を第２低

レベル廃液受槽に受け入れ，第２低レベ

ル廃液蒸発缶で蒸発濃縮する。第２低レ

ベル廃液蒸発缶の濃縮液は，酸及び溶媒

の回収施設の第１酸回収系の第１供給槽

又は第２供給槽へ移送し，凝縮液は油分

【許可からの変更点等】 

「床ドレン等」の指す内

容は，当該設備にて処理

する廃液であり，廃液の

処理系統については系統

図で示すため当該箇所で

は許可の記載を用いた。 

【許可からの変更点等】 

「第１低レベル第１廃液

受槽等」の指す内容は，

当該設備にて処理する廃

液を受入れる主要機器で

あり，廃液の処理系統に

ついては系統図で示すた

め当該箇所では許可の記

載を用いた。 

【許可からの変更点等】 

「凝縮液等」の指す内容

は，当該設備にて処理す

る廃液であり，廃液の処

理系統については系統図

で示すため当該箇所では

許可の記載を用いた。 
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 

廃① 

廃① 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設廃液処理系は，使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設で発生する低レベル

廃液を処理する設計とする。 

使用済燃料輸送容器の内部水，使用

済燃料輸送容器の内部除染水等は，第

１ろ過装置で処理した後，機器ドレン

等とともに，第２ろ過装置及び脱塩装

置にて処理する設計とする。 

脱塩装置からの処理水は，第６低レ

ベル廃液蒸発缶へ，必要に応じ第５低

レベル廃液蒸発缶又は第１低レベル廃

液蒸発缶へ移送するか，使用済燃料の

受入れ施設及び貯蔵施設の補給水槽に

移送し，貯蔵後再使用する設計とす

る。第６低レベル廃液蒸発缶又は第５

低レベル廃液蒸発缶は，受け入れた低

レベル廃液を蒸発濃縮し，濃縮液は，

低レベル濃縮廃液貯槽に一時貯蔵し，

固体廃棄物の廃棄施設の低レベル濃縮

廃液処理系の固化装置へポンプで移送

する。凝縮液は，海洋放出管理系の第

１放出前貯槽へ移送する設計とする。

廃①

また，使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設の管理区域で使用した防護衣

を洗濯する際に発生する洗濯廃液等

は，洗濯廃液ろ過装置にてろ過処理し

た後，海洋放出管理系の第１放出前貯

槽へ移送する。廃① 

除去系の油分除去装置へ移送する。廃① 

ｃ．洗濯廃液処理系 

洗濯廃液処理系は，再処理施設の管理

区域で使用した防護衣を洗濯する際に発

生する洗濯廃液の処理を行う。洗濯廃液

は，ろ過後，海洋放出管理系の第１放出

前貯槽へ移送する。廃① 

ｄ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設廃液処理系 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

廃液処理系は，使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設で発生する低レベル廃液を

処理する。 

使用済燃料輸送容器の内部水，使用済

燃料輸送容器の内部除染水等は，第１ろ

過装置で処理した後，機器ドレン等とと

もに，第２ろ過装置及び脱塩装置にて処

理する。脱塩装置からの処理水は，第６

低レベル廃液蒸発缶へ，必要に応じ第５

低レベル廃液蒸発缶又は第１低レベル廃

液蒸発缶へ移送するか，使用済燃料の受

入れ施設及び貯蔵施設の補給水槽に移送

し，貯蔵後再使用する。第６低レベル廃

液蒸発缶又は第５低レベル廃液蒸発缶

は，受け入れた低レベル廃液を蒸発濃縮

し，濃縮液は，低レベル濃縮廃液貯槽に

一時貯蔵し，固体廃棄物の廃棄施設の低

レベル濃縮廃液処理系の固化装置へポン

プで移送する。凝縮液は，海洋放出管理

系の第１放出前貯槽へ移送する。廃① 

ただし，再処理設備本体の運転開始に

先立ち使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設を使用する場合は，第２放出前貯槽

へ移送する。廃◇10  

また，使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の管理区域で使用した防護衣を洗

濯する際に発生する洗濯廃液等は，洗濯

廃液ろ過装置にてろ過処理した後，海洋

放出管理系の第１放出前貯槽へ移送す

る。廃① 

ただし，再処理設備本体の運転開始に

先立ち使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設を使用する場合は，第２放出前貯槽

へ移送する。廃◇10  

ｅ．油分除去系 

【許可からの変更点等】 

「使用済燃料輸送容器の

内部除染水等」の指す内

容は，当該設備にて処理

する廃液を受入れる主要

機器であり，廃液の処理

系統については系統図で

示すため当該箇所では許

可の記載を用いた。 

【許可からの変更点等】 

「洗濯廃液等」の指す内

容は，当該設備にて処理

する廃液を受入れる主要

機器であり，廃液の処理

系統については系統図で

示すため当該箇所では許

可の記載を用いた。 
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 

廃① 

 

第２放出前貯槽は，使用済燃料の受

入れ施設及び貯蔵施設廃液処理系の第

６低レベル廃液蒸発缶又は第５低レベ

ル廃液蒸発缶及び洗濯廃液ろ過装置か

らの処理済廃液を受け入れる設計とす

る。

 

廃

① 

第２海洋放出ポンプから導く海洋放

出管は，再処理設備本体の運転開始時

には，第１海洋放出ポンプから導く海

油分除去系は，第２低レベル廃液処理

系の第２低レベル廃液蒸発缶からの凝縮

液，せん断処理施設，溶解施設，分離施

設及び精製施設の試薬ドレン，並びに再

処理施設の管理区域で発生する手洗い水

等の油分を含む可能性のある放射性物質

の濃度が極めて小さい廃液，また，六ヶ

所保障措置分析所内の，貯留容器にて一

時貯留し，六ヶ所保障措置分析所が法令

に定める周辺監視区域外の水中の濃度限

度以下であることを確認した排水を受け

入れ，油分除去装置で廃液中の油分を除

去する。廃液は，油分除去後，海洋放出

管理系の第１放出前貯槽へ移送する。廃

① 

ｆ．海洋放出管理系 

海洋放出管理系の第１放出前貯槽は，

油分除去系の油分除去装置，洗濯廃液処

理系の洗濯廃液ろ過装置並びに使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設廃液処理系

の第６低レベル廃液蒸発缶又は第５低レ

ベル廃液蒸発缶及び洗濯廃液ろ過装置か

らの処理済廃液を受け入れる。 

第２放出前貯槽は，使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設廃液処理系の第６低

レベル廃液蒸発缶又は第５低レベル廃液

蒸発缶及び洗濯廃液ろ過装置からの処理

済廃液を受け入れる。 

また，再処理施設の管理区域で発生す

る空調ドレン等の放射性物質の濃度が極

めて小さい廃液は，第１放出前貯槽に受

け入れる。さらに，ＭＯＸ燃料加工施設

の排水口から排出された放射性物質の濃

度が線量告示に定められた濃度限度以下

の排水を，第１放出前貯槽に受け入れる 

第１放出前貯槽及び第２放出前貯槽で

は，それぞれ約 370ｍ３／日及び約 70ｍ

３／日で受け入れた廃液の試料採取を行

い，放射線管理施設の放出管理分析設備

にて放射性物質の量及び濃度を確認した

後，それぞれ第１海洋放出ポンプ及び第

２海洋放出ポンプで海洋放出管を経て海

洋に放出する。それぞれのポンプの吐出

側には流量計を設置し流量を監視すると

ともに，１基の貯槽から廃液を放出して

いる間は，他の貯槽からは放出しない設

計とする。廃◇7  

第２海洋放出ポンプから導く海洋放出

管は，再処理設備本体の運転開始時に

【許可からの変更点等】 

「手洗い水等」の指す内

容は，当該設備にて処理

する廃液を受入れる主要

機器であり，廃液の処理

系統については系統図で

示すため当該箇所では許

可の記載を用いた。 

【許可からの変更点等】 

「空調ドレン等」の指す

内容は，当該設備にて処

理する廃液を受入れる主

要機器であり，廃液の処

理系統については系統図

で示すため当該箇所では

許可の記載を用いた。 
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基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 24 条 （廃棄施設）（50 / 51） 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
洋放出管との合流部で切り離し，以後

使用しない設計とする。 ＭＯＸ燃料

加工施設からの排水を第１放出前貯槽

に受け入れ，海洋放出管を経て海洋に

放出するまでの排水が通過する経路

は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する設

計とする。廃① 

は，第１海洋放出ポンプから導く海洋放

出管との合流部で切り離し，以後使用し

ない設計とする。ＭＯＸ燃料加工施設か

らの排水を第１放出前貯槽に受け入れ，

海洋放出管を経て海洋に放出するまでの

排水が通過する経路は，ＭＯＸ燃料加工

施設と共用する。廃① 

(２) 主要設備

低レベル廃液処理設備の主要機器は，

ステンレス鋼等を用い，接液部は溶接構

造等の設計とする。また，万一放射性物

質を含む廃液が漏えいした場合に備え

て，機器を収納する室の床には，ステン

レス鋼製又は樹脂製の漏えい液受皿を設

置するとともに，漏えいを検知できる設

計とする。漏えいした廃液は，適切に移

送する設計とする。

海洋放出管の陸上部は，保護管を設置

する。また，海洋放出管は，加圧試験に

より健全性が確認できる設計とする。 

低レベル廃液処理設備の主要機器は，気

体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理

設備又は換気設備に接続する設計とす

る。 

その他核種について第１低レベル廃液

蒸発缶，第２低レベル廃液蒸発缶及び第

５低レベル廃液蒸発缶の除染係数は，50

以上，第６低レベル廃液蒸発缶の除染係

数は，100 以上，第１ろ過装置の除染係

数は，10,000 以上，第２ろ過装置及び

脱塩装置の除染係数は 100 以上得られる

設計とする。廃◇6  

7.3.3.5 試験・検査 

海洋放出管は，定期的な加圧試験を行

う。廃◇4  

7.3.3.6 評 価 

(１) 放射性物質の放出低減

低レベル廃液処理設備は，廃液の性状

に応じた適切な処理を行うことにより，

海洋に放出する排水中の放射性物質の濃

度及び量を合理的に達成できる限り低く

することができる。また，低レベル廃液

処理設備で処理した処理水は，海洋放出

管を経て十分な拡散効果を有する海洋放

出口から放出することができる。 

(２) 閉じ込め

低レベル廃液処理設備の主要機器は，

ステンレス鋼等の腐食し難い材料を用

い，かつ，接液部は溶接構造等で漏えい
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
し難い設計とし，さらに，気体廃棄物の

廃棄施設の塔槽類廃ガス処理設備等によ

り負圧を維持する設計としているので，

閉じ込め機能を確保できる。 

低レベル廃液処理設備の主要機器を収納

する室の床には，ステンレス鋼製又は樹

脂製の漏えい液受皿を設置し，漏えいを

検知できる設計とするとともに，漏えい

した廃液を適切に移送する設計としてい

るので，万一の液体状の放射性物質の漏

えいを想定しても，その拡大を防止でき

る。 

海洋放出管は，加圧試験により健全性

の確認ができる。 

(３) 共 用

低レベル廃液処理設備のうち，ＭＯＸ

燃料加工施設と共用する経路は，ＭＯＸ

燃料加工施設において故障その他の異常

が発生した場合でも，排水を第１放出前

貯槽に受け入れる経路上に設置する弁を

閉止することにより，ＭＯＸ燃料加工施

設からの波及的影響を及ぼさない設計と

することで，共用によって再処理施設の

安全性を損なわない。 

(４) その他

低レベル廃液処理設備のうち使用済燃

料の受入れ及び貯蔵に係る使用済燃料の

受入れ施設及び貯蔵設備廃液処理系等

は，再処理設備本体の運転開始に先立ち

使用できる設計としている。廃◇9  
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第二十四条（廃棄施設） 

１．技術基準の条文，解釈への適合に関する考え方 

№ 基本設計方針に記載する事項 適合性の考え方（理由） 
項・

号 

解

釈 
添付書類 

廃① 

周辺監視区域の濃度限度、線量目

標値に係る放射性廃棄物の処理能

力 

技術基準の要求事項を受けた内容として

記載する。 
１一 ― ａ 

廃② 
放射性廃棄物以外の廃棄物処理設

備との区別 

技術基準の要求事項を受けた内容として

記載する。 
１二 ― ｂ 

廃③ 経路外放出の防止 
技術基準の要求事項を受けた内容として

記載する。 
１三 ― ｃ 

廃④ 
ろ過装置の機能維持、汚染の除去

又は取替え 

技術基準の要求事項を受けた内容として

記載する。 
１四 ― ｃ 

廃⑤ 
液体廃棄物を排水口から排出する

ことについて 

技術基準の要求事項を受けた内容として

記載する。 
１五 ― ｃ 

２．事業変更許可申請書の本文のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

廃□1  位置，構造及び廃棄物の処理系統 
添付書類「再処理施設に関する図面」に詳細を記載す

る。 
ｃ 

廃□2  主要な設備及び機器の種類 仕様表に詳細を記載する。 ― 

廃□3  
他条文との重複記載 

（安全機能を有する施設） 

第 16 条「安全機能を有する施設」で記載する基本設計

方針である。 
― 

３．事業変更許可申請書の添六のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

廃◇1  
他条文との重複記載 

（閉じ込めの機能） 

第 10 条「閉じ込めの機能」で記載する基本設計方針

である。 
― 

廃◇2  
他条文との重複記載 

（火災及び爆発の防止） 

第 11 条「火災等による損傷の防止」で記載する基本設

計方針である。 
― 

廃◇3  
他条文との重複記載 

（安全上重要な施設） 

第 15 条「安全上重要な施設」で記載する基本設計方針

である。 
― 

廃◇4  
他条文との重複記載 

（安全機能を有する施設） 

第 16 条「安全機能を有する施設」で記載する基本設計

方針である。 
― 

廃◇5  主要な設備の仕様 仕様表に詳細を記載する。 ― 

廃◇6  添付書類記載内容 

添付書類「放射性物質の濃度及び線量に関する説明書」

および「再処理施設の閉じ込めの機能に関する説明書」

に詳細を記載する。 

ａ，ｂ 

廃◇7  位置，構造及び廃棄物の処理系統 
添付書類「再処理施設に関する図面」に詳細を記載す

る。 
ｃ 

廃◇8  重複記載 本文記載事項と重複するため記載しない。 ― 

廃◇9  評価 評価に関する記載のため記載しない ― 
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設工認申請書 各条文の設計の考え方 

2 

 

別紙１② 

廃◇10  F 先行仕様 
新基準を踏まえた変更においては F，本体同時認可（し

ゅん工）となるため、記載しない。 
― 

４．添付書類等 

№ 書類名 

ａ Ⅵ-1-1-13 放射性物質の濃度及び線量に関する説明書 

ｂ Ⅵ-1-1-2 再処理施設の閉じ込めの機能に関する説明書 

ｃ Ⅵ-2 再処理施設に関する図面 

 

58



令和３年８月 27 日 Ｒ０ 
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基本設計方針を踏まえた添付書類の 

記載及び申請回次の展開 
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第24条 廃棄施設）

別紙２

説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更①）

申請対象設備
（２項変更②）

仕様表 添付書類 添付書類における記載

1

5. 放射性廃棄物の廃棄施設
放射性廃棄物の廃棄施設は，再処理施設の運転中及び停止中に生じる
放射性廃棄物を処理する施設であり，環境へ放出する放射性物質を合
理的に達成できる限り低くするとともに，敷地周辺の公衆の線量が十
分に低くなるよう設計に際して考慮する。

冒頭宣言 基本方針 基本方針 － － － － － － － ○ － 基本設計方針 － － －

2

気体廃棄物の廃棄施設は，気体廃棄物の放出に当たり，周辺監視区域
外における空気中の放射性物質の濃度「線量告示」に定められた値を
超えないようにするとともに，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量
目標値に関する指針」において定める線量目標値（実効線量で50μＳ
ｖ／ｙ）を超えないよう，公衆の線量を合理的に達成できる限り低減
するため，放射性物質の性状，濃度等に応じて，廃ガス洗浄塔，高性
能粒子フィルタ等で洗浄，ろ過等の処理をした後，十分な拡散効果の
期待できる排気筒から監視しながら放出する設計とする。

機能要求① 気体廃棄物の廃棄施設 設計方針（系統構成）
Ⅵ-1-1-13　放射性物質の濃度及び線量に関す
る説明書
既設工認の設計方針から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。

－ － － － － ○ － 基本設計方針 －

Ⅵ-1-1-13　放射性物質の濃度及
び線量に関する説明書
既設工認の設計方針から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備
を除く）の設備構成、系統構成、
配置、構造等を説明する。

3

液体廃棄物の廃棄施設は，液体廃棄物の放出に際して，放射性物質の
海洋放出に起因する線量が「線量告示」に定められた値を超えないよ
うにするとともに，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関
する指針」において定める線量目標値（実効線量で50μＳｖ／ｙ）を
超えないよう，公衆の線量を合理的に達成できる限り低減するため，
廃液の放射性物質の性状，濃度等に応じてろ過，脱塩，蒸発処理を行
い，放射性物質の量及び濃度を確認した上で，十分な拡散効果を有す
る海洋放出口から海洋に放出する設計とする。

機能要求① 液体廃棄物の廃棄施設 設計方針（系統構成）
Ⅵ-1-1-13　放射性物質の濃度及び線量に関す
る説明書
既設工認の設計方針から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構成、系統構成、
配置、構造等を説明する。

－ － － － － ○ － 基本設計方針 －

Ⅵ-1-1-13　放射性物質の濃度及
び線量に関する説明書
既設工認の設計方針から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。

4
流体状の放射性廃棄物を廃棄する設備は、放射性廃棄物以外の廃棄物
を廃棄する設備と区別して設置し、放射性廃棄物以外の流体状の廃棄
物を流体状の放射性廃棄物を廃棄する設備に導かない設計とする。

機能要求①
気体廃棄物の廃棄施設
液体廃棄物の廃棄施設

設計方針（系統構成）
Ⅵ-1-1-2　再処理施設の閉じ込めの機能に関す
る説明書
既設工認の設計方針から変更なし。

【逆流の防止の設計方針】
流体状の使用済燃料等を内包する容器又は管に
使用済燃料等を含まない流体を導く際の、逆流
防止に関する基本設計方針を説明する。

－ － － － － ○ － 基本設計方針 －

Ⅵ-1-1-2　再処理施設の閉じ込め
の機能に関する説明書
既設工認の設計方針から変更な
し。

【逆流の防止の設計方針】
流体状の使用済燃料等を内包する
容器又は管に使用済燃料等を含ま
ない流体を導く際の、逆流防止に
関する基本設計方針を説明する。

5

気体廃棄物の廃棄施設の排気は，主排気筒，北換気筒（使用済燃料輸
送容器管理建屋換気筒，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒並びにハ
ル・エンドピース及び第１ガラス固化体貯蔵建屋換気筒）及び低レベ
ル廃棄物処理建屋換気筒の排気口から排出する設計とする。

機能要求①
主排気筒
北換気筒
低レベル廃棄物処理建屋換気筒

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

7
液体廃棄物の廃棄施設は，放出管理が行える海洋放出管理系を経て十
分な拡散効果を有する海洋放出口から放出する設計とする。

機能要求②
【機能要求②】
低レベル廃液処理設備（海洋放出管
理系）

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成からMOX共用に関する系統
のみ変更。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構成、系統構成、
配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

項目
番号

基本設計方針 要求種別

第１Ｇｒ 第２Ｇｒ（貯蔵庫共用）

－ － ○ － 基本設計方針 効率、個数
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

主な設備 展開事項 添付書類　構成 添付書類　説明内容

Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構成、系統構成、
配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

6

気体廃棄物の廃棄施設に設けるろ過装置は，ミストフィルタ，高性能
粒子フィルタ及びよう素フィルタによりろ過する設計としている。ミ
ストフィルタ，高性能粒子フィルタは前後の差圧を測定し，適切に
フィルタの交換を行う設計とする。よう素フィルタは，定期的によう
素フィルタ出口のよう素濃度を測定し，適切にフィルタの交換を行う
設計とする。また，ミストフィルタ，高性能粒子フィルタ及びよう素
フィルタの周辺に十分な空間を確保し，フィルタ交換が容易な設計と
する。

機能要求②

【機能要求②】
せん断処理・溶解廃ガス処理設備
塔槽類廃ガス処理設備（前処理建屋
塔槽類廃ガス処理設備）
塔槽類廃ガス処理設備（分離建屋塔
槽類廃ガス処理設備（塔槽類廃ガス
処理系））
塔槽類廃ガス処理設備（分離建屋塔
槽類廃ガス処理設備（パルセータ廃
ガス処理系））
塔槽類廃ガス処理設備（精製建屋塔
槽類廃ガス処理設備（塔槽類廃ガス
処理系（ウラン系）））
塔槽類廃ガス処理設備（精製建屋塔
槽類廃ガス処理設備（塔槽類廃ガス
処理系（プルトニウム系）））
塔槽類廃ガス処理設備（精製建屋塔
槽類廃ガス処理設備（パルセータ廃
ガス処理系））
塔槽類廃ガス処理設備（ウラン脱硝
建屋塔槽類廃ガス処理設備）
塔槽類廃ガス処理設備（ウラン・プ
ルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガ
ス処理設備）
塔槽類廃ガス処理設備（高レベル廃
液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理
設備（高レベル濃縮廃液廃ガス処理
系））
塔槽類廃ガス処理設備（高レベル廃
液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理
設備（不溶解残渣廃液廃ガス処理
系））
塔槽類廃ガス処理設備（低レベル廃
液処理建屋塔槽類廃ガス処理設備）
塔槽類廃ガス処理設備（低レベル廃
棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備
(塔槽類廃ガス処理系））
塔槽類廃ガス処理設備（低レベル廃
棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備
（低レベル濃縮廃液処理廃ガス処理
系））
塔槽類廃ガス処理設備（低レベル廃
棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備
（廃溶媒処理廃ガス処理系））
塔槽類廃ガス処理設備（低レベル廃
棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備
（雑固体廃棄物焼却処理廃ガス処理
系））
塔槽類廃ガス処理設備（チャンネル
ボックス・バーナブルポイズン処理
建屋塔槽類廃ガス処理設備）
塔槽類廃ガス処理設備（ハル・エン
ドピース貯蔵建屋塔槽類廃ガス処理
設備）
塔槽類廃ガス処理設備（分析建屋塔
槽類廃ガス処理設備）
高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理
設備

設計方針（系統構成）

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備
を除く）の設備構成、系統構成、
配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － －
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第24条 廃棄施設）

別紙２

1

5. 放射性廃棄物の廃棄施設
放射性廃棄物の廃棄施設は，再処理施設の運転中及び停止中に生じる
放射性廃棄物を処理する施設であり，環境へ放出する放射性物質を合
理的に達成できる限り低くするとともに，敷地周辺の公衆の線量が十
分に低くなるよう設計に際して考慮する。

冒頭宣言

2

気体廃棄物の廃棄施設は，気体廃棄物の放出に当たり，周辺監視区域
外における空気中の放射性物質の濃度「線量告示」に定められた値を
超えないようにするとともに，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量
目標値に関する指針」において定める線量目標値（実効線量で50μＳ
ｖ／ｙ）を超えないよう，公衆の線量を合理的に達成できる限り低減
するため，放射性物質の性状，濃度等に応じて，廃ガス洗浄塔，高性
能粒子フィルタ等で洗浄，ろ過等の処理をした後，十分な拡散効果の
期待できる排気筒から監視しながら放出する設計とする。

機能要求①

3

液体廃棄物の廃棄施設は，液体廃棄物の放出に際して，放射性物質の
海洋放出に起因する線量が「線量告示」に定められた値を超えないよ
うにするとともに，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関
する指針」において定める線量目標値（実効線量で50μＳｖ／ｙ）を
超えないよう，公衆の線量を合理的に達成できる限り低減するため，
廃液の放射性物質の性状，濃度等に応じてろ過，脱塩，蒸発処理を行
い，放射性物質の量及び濃度を確認した上で，十分な拡散効果を有す
る海洋放出口から海洋に放出する設計とする。

機能要求①

4
流体状の放射性廃棄物を廃棄する設備は、放射性廃棄物以外の廃棄物
を廃棄する設備と区別して設置し、放射性廃棄物以外の流体状の廃棄
物を流体状の放射性廃棄物を廃棄する設備に導かない設計とする。

機能要求①

5

気体廃棄物の廃棄施設の排気は，主排気筒，北換気筒（使用済燃料輸
送容器管理建屋換気筒，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒並びにハ
ル・エンドピース及び第１ガラス固化体貯蔵建屋換気筒）及び低レベ
ル廃棄物処理建屋換気筒の排気口から排出する設計とする。

機能要求①

7
液体廃棄物の廃棄施設は，放出管理が行える海洋放出管理系を経て十
分な拡散効果を有する海洋放出口から放出する設計とする。

機能要求②

項目
番号

基本設計方針 要求種別

6

気体廃棄物の廃棄施設に設けるろ過装置は，ミストフィルタ，高性能
粒子フィルタ及びよう素フィルタによりろ過する設計としている。ミ
ストフィルタ，高性能粒子フィルタは前後の差圧を測定し，適切に
フィルタの交換を行う設計とする。よう素フィルタは，定期的によう
素フィルタ出口のよう素濃度を測定し，適切にフィルタの交換を行う
設計とする。また，ミストフィルタ，高性能粒子フィルタ及びよう素
フィルタの周辺に十分な空間を確保し，フィルタ交換が容易な設計と
する。

機能要求②

説明対象
申請対象設備

（１項変更②）
申請対象設備

（２項変更③）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更③）

申請対象設備
（２項変更④）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

○ － 基本設計方針 － － － ○ 基本設計方針 基本設計方針 － 基本設計方針 － － －

○ － 基本設計方針 －

Ⅵ-1-1-13　放射性物質の濃度及
び線量に関する説明書
既設工認の設計方針から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備
を除く）の設備構成、系統構成、
配置、構造等を説明する。

○ 基本設計方針 基本設計方針 － － －

Ⅵ-1-1-13　放射性物質の濃度及
び線量に関する説明書
既設工認の設計方針から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備
を除く）の設備構成、系統構成、
配置、構造等を説明する。

○ － 基本設計方針 －

Ⅵ-1-1-13　放射性物質の濃度及
び線量に関する説明書
既設工認の設計方針から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。

○ 基本設計方針 基本設計方針 － 基本設計方針 －

Ⅵ-1-1-13　放射性物質の濃度及
び線量に関する説明書
既設工認の設計方針から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。

○ － 基本設計方針 －

Ⅵ-1-1-2　再処理施設の閉じ込め
の機能に関する説明書
既設工認の設計方針から変更な
し。

【逆流の防止の設計方針】
流体状の使用済燃料等を内包する
容器又は管に使用済燃料等を含ま
ない流体を導く際の、逆流防止に
関する基本設計方針を説明する。

○ 基本設計方針 基本設計方針 － 基本設計方針 －

Ⅵ-1-1-2　再処理施設の閉じ込め
の機能に関する説明書
既設工認の設計方針から変更な
し。

【逆流の防止の設計方針】
流体状の使用済燃料等を内包する
容器又は管に使用済燃料等を含ま
ない流体を導く際の、逆流防止に
関する基本設計方針を説明する。

－ － － － － － ○ 基本設計方針 基本設計方針 － － －

Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備
を除く）の設備構成、系統構成、
配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － ○ 基本設計方針 基本設計方針 － 基本設計方針 外径、厚さ
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成からMOX共用
に関する系統のみ変更。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用） 第３Ｇｒ

－ －○
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備
を除く）の設備構成、系統構成、
配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－効率、個数 効率、個数基本設計方針 基本設計方針
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備
を除く）の設備構成、系統構成、
配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

○ －
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第24条 廃棄施設）

別紙２

説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更①）

申請対象設備
（２項変更②）

仕様表 添付書類 添付書類における記載
項目
番号

基本設計方針 要求種別

第１Ｇｒ 第２Ｇｒ（貯蔵庫共用）

主な設備 展開事項 添付書類　構成 添付書類　説明内容

8

放射性廃棄物の廃棄施設は，次の施設で構成する。
　気体廃棄物の廃棄施設
　液体廃棄物の廃棄施設
　固体廃棄物の廃棄施設

冒頭宣言 基本方針 基本方針 － － － － － － － ○ － 基本設計方針 － － －

9

5.1　気体廃棄物の廃棄施設
気体廃棄物の廃棄施設は，せん断処理施設のせん断処理設備及び溶解
施設の溶解設備から発生する放射性気体廃棄物を処理するせん断処
理・溶解廃ガス処理設備，各施設の放射性物質を収納する塔槽類から
発生する放射性気体廃棄物を処理する塔槽類廃ガス処理設備，高レベ
ル廃液ガラス固化設備から発生する放射性気体廃棄物を処理する高レ
ベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備，汚染のおそれのある区域を換気
する換気設備並びに主排気筒で構成する。
せん断処理・溶解廃ガス処理設備は，前処理建屋に収納する。高レベ
ル廃液ガラス固化廃ガス処理設備は，高レベル廃液ガラス固化建屋に
収納する設計とする。
塔槽類廃ガス処理設備及び換気設備は，各建屋に収納する設計とす
る。

冒頭宣言 基本方針 基本方針 － － － － － － － ○ － 基本設計方針 － － －

10

5.1.1 設計基準対象の施設

冒頭宣言 基本方針 基本方針 － － － － － － － － － － － － －

11 機能要求① せん断処理・溶解廃ガス処理設備 設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

12 冒頭宣言 基本方針 基本方針 － － － － － － － ○ － 基本設計方針 － － －

13
塔槽類廃ガス処理設備は，塔槽類廃ガスによる環境への放射性物質の
放出量を，合理的に達成できる限り低くする設計とする。

機能要求① 塔槽類廃ガス処理設備 基本方針 － － － － － － － ○ － 基本設計方針 － － －

14 機能要求①
塔槽類廃ガス処理設備（前処理建屋
塔槽類廃ガス処理設備）

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －
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別紙２

項目
番号

基本設計方針 要求種別

8

放射性廃棄物の廃棄施設は，次の施設で構成する。
　気体廃棄物の廃棄施設
　液体廃棄物の廃棄施設
　固体廃棄物の廃棄施設

冒頭宣言

9

5.1　気体廃棄物の廃棄施設
気体廃棄物の廃棄施設は，せん断処理施設のせん断処理設備及び溶解
施設の溶解設備から発生する放射性気体廃棄物を処理するせん断処
理・溶解廃ガス処理設備，各施設の放射性物質を収納する塔槽類から
発生する放射性気体廃棄物を処理する塔槽類廃ガス処理設備，高レベ
ル廃液ガラス固化設備から発生する放射性気体廃棄物を処理する高レ
ベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備，汚染のおそれのある区域を換気
する換気設備並びに主排気筒で構成する。
せん断処理・溶解廃ガス処理設備は，前処理建屋に収納する。高レベ
ル廃液ガラス固化廃ガス処理設備は，高レベル廃液ガラス固化建屋に
収納する設計とする。
塔槽類廃ガス処理設備及び換気設備は，各建屋に収納する設計とす
る。

冒頭宣言

10

5.1.1 設計基準対象の施設

冒頭宣言

11 機能要求①

12 冒頭宣言

13
塔槽類廃ガス処理設備は，塔槽類廃ガスによる環境への放射性物質の
放出量を，合理的に達成できる限り低くする設計とする。

機能要求①

14 機能要求①

説明対象
申請対象設備

（１項変更②）
申請対象設備

（２項変更③）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更③）

申請対象設備
（２項変更④）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用） 第３Ｇｒ

○ － 基本設計方針 － － － ○ 基本設計方針 基本設計方針 － － － － －

○ － 基本設計方針 － － － ○ 基本設計方針 基本設計方針 － － － － －

○ － 基本設計方針 － － － － － － － － － － －

○ － 基本設計方針 －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － －

○ － 基本設計方針 － － － ○ － 基本設計方針 － － － － －

○ － 基本設計方針 － － － ○ － 基本設計方針 － － － － －

○ － 基本設計方針 －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － －
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第24条 廃棄施設）

別紙２

説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更①）

申請対象設備
（２項変更②）

仕様表 添付書類 添付書類における記載
項目
番号

基本設計方針 要求種別

第１Ｇｒ 第２Ｇｒ（貯蔵庫共用）

主な設備 展開事項 添付書類　構成 添付書類　説明内容

15 機能要求①

塔槽類廃ガス処理設備（分離建屋塔
槽類廃ガス処理設備（塔槽類廃ガス
処理系））
塔槽類廃ガス処理設備（分離建屋塔
槽類廃ガス処理設備（パルセータ廃
ガス処理系））

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

17

ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備は，脱硝施設の脱硝塔から発生
する廃ガスを凝縮器で冷却及び廃ガス洗浄塔で洗浄した後，脱硝施設
の硝酸ウラニル貯槽，濃縮液受槽等のウラン脱硝建屋内に設置する塔
槽類から発生する廃ガスとともに，廃ガス洗浄塔での洗浄及び高性能
粒子フィルタでのろ過を組み合わせて処理した後，排風機で主排気筒
へ移送する設計とする。
また，ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備は，廃ガス中のＮＯｘ回
収のため，凝縮器で冷却した廃ガスをその他再処理設備の附属施設の
化学薬品貯蔵供給設備の化学薬品貯蔵供給系へ移送できる設計とする
とともに，移送した廃ガスを化学薬品貯蔵供給系から廃ガス洗浄塔に
受け入れできる設計とする設計とする。

機能要求①
塔槽類廃ガス処理設備（ウラン脱硝
建屋塔槽類廃ガス処理設備）

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

18

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備は，脱硝施
設の脱硝装置から発生する廃ガスを凝縮器で冷却し，脱硝施設の硝酸
プルトニウム貯槽，混合槽等のウラン・プルトニウム混合脱硝建屋内
に設置する塔槽類から発生する廃ガスとともに廃ガス洗浄塔で洗浄し
た後，脱硝施設の焙焼炉，還元炉から発生する廃ガスとともに，廃ガ
ス洗浄塔での洗浄，高性能粒子フィルタでのろ過，加熱器での加熱及
びよう素フィルタでのよう素の除去を組み合わせて処理し，排風機で
主排気筒へ移送する設計とする。

機能要求①
塔槽類廃ガス処理設備（ウラン・プ
ルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガ
ス処理設備）

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

19 機能要求①

塔槽類廃ガス処理設備（高レベル廃
液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理
設備（高レベル濃縮廃液廃ガス処理
系））
塔槽類廃ガス処理設備（高レベル廃
液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理
設備（不溶解残渣廃液廃ガス処理
系））

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － －16

塔槽類廃ガス処理設備（精製建屋塔
槽類廃ガス処理設備（塔槽類廃ガス
処理系（ウラン系）））
塔槽類廃ガス処理設備（精製建屋塔
槽類廃ガス処理設備（塔槽類廃ガス
処理系（プルトニウム系）））
塔槽類廃ガス処理設備（精製建屋塔
槽類廃ガス処理設備（パルセータ廃
ガス処理系））

機能要求① 設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）
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項目
番号

基本設計方針 要求種別

15 機能要求①

17

ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備は，脱硝施設の脱硝塔から発生
する廃ガスを凝縮器で冷却及び廃ガス洗浄塔で洗浄した後，脱硝施設
の硝酸ウラニル貯槽，濃縮液受槽等のウラン脱硝建屋内に設置する塔
槽類から発生する廃ガスとともに，廃ガス洗浄塔での洗浄及び高性能
粒子フィルタでのろ過を組み合わせて処理した後，排風機で主排気筒
へ移送する設計とする。
また，ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備は，廃ガス中のＮＯｘ回
収のため，凝縮器で冷却した廃ガスをその他再処理設備の附属施設の
化学薬品貯蔵供給設備の化学薬品貯蔵供給系へ移送できる設計とする
とともに，移送した廃ガスを化学薬品貯蔵供給系から廃ガス洗浄塔に
受け入れできる設計とする設計とする。

機能要求①

18

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備は，脱硝施
設の脱硝装置から発生する廃ガスを凝縮器で冷却し，脱硝施設の硝酸
プルトニウム貯槽，混合槽等のウラン・プルトニウム混合脱硝建屋内
に設置する塔槽類から発生する廃ガスとともに廃ガス洗浄塔で洗浄し
た後，脱硝施設の焙焼炉，還元炉から発生する廃ガスとともに，廃ガ
ス洗浄塔での洗浄，高性能粒子フィルタでのろ過，加熱器での加熱及
びよう素フィルタでのよう素の除去を組み合わせて処理し，排風機で
主排気筒へ移送する設計とする。

機能要求①

19 能要求①

16 機能要求①

説明対象
申請対象設備

（１項変更②）
申請対象設備

（２項変更③）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更③）

申請対象設備
（２項変更④）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用） 第３Ｇｒ

○ － 基本設計方針 －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － －

－ － － － － － ○ － 基本設計方針 － － －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

○ － 基本設計方針 －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － －

○ － 基本設計方針 －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － －

－
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － －○ 基本設計方針 － －－ －
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説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更①）

申請対象設備
（２項変更②）

仕様表 添付書類 添付書類における記載
項目
番号

基本設計方針 要求種別

第１Ｇｒ 第２Ｇｒ（貯蔵庫共用）

主な設備 展開事項 添付書類　構成 添付書類　説明内容

20 機能要求①
塔槽類廃ガス処理設備（低レベル廃
液処理建屋塔槽類廃ガス処理設備）

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

22

チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋塔槽類廃ガス処理
設備は，固体廃棄物の廃棄施設の廃樹脂貯槽等のチャンネルボック
ス・バーナブルポイズン処理建屋内に設置する塔槽類及び第２切断装
置から発生する廃ガスを高性能粒子フィルタでろ過をした後，排風機
でチャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋換気設備の建屋
排風機Ⅱ下流へ移送する設計とする。

機能要求①
塔槽類廃ガス処理設備（チャンネル
ボックス・バーナブルポイズン処理
建屋塔槽類廃ガス処理設備）

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

23 機能要求①
塔槽類廃ガス処理設備（ハル・エン
ドピース貯蔵建屋塔槽類廃ガス処理
設備）

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

24 機能要求①
塔槽類廃ガス処理設備（分析建屋塔
槽類廃ガス処理設備）

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

25

5.1.1.3 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備
高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備は，固体廃棄物の廃棄施設の
ガラス溶融炉から発生する廃ガス中のＮＯｘ及び放射性物質を除去す
るとともに，ガラス溶融炉の内部を負圧に維持する機能を有する設計
とする。
高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備は，固体廃棄物の廃棄施設の
ガラス溶融炉から発生する廃ガスによる環境への放射性物質の放出量
を，合理的に達成できる限り低くする設計とする。

冒頭宣言 基本方針 基本方針 － － － － － － － － － － － － －

26

固体廃棄物の廃棄施設のガラス溶融炉からの廃ガスは，廃ガス洗浄器
での洗浄・冷却，吸収塔での洗浄，凝縮器での冷却，ミストフィルタ
でのろ過，ルテニウム吸着塔での揮発性ルテニウムの除去，高性能粒
子フィルタでのろ過，加熱器での加熱及びよう素フィルタでのよう素
の除去を組み合わせて処理した後，高性能粒子フィルタでろ過し，排
風機で高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の排風機下
流へ移送する設計とする。
高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備で発生する廃ガス洗浄廃液
は，廃ガス洗浄液槽へ移送した後，液体廃棄物の廃棄施設の高レベル
廃液処理設備へ移送する設計とする。

機能要求①
高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理
設備

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － ○ －21

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備は，低レベル濃縮廃液
処理廃ガス処理系，廃溶媒処理廃ガス処理系，雑固体廃棄物焼却処理
廃ガス処理系及び塔槽類廃ガス処理系で構成する。
低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の低レベル濃縮廃液処
理廃ガス処理系は，固体廃棄物の廃棄施設の乾燥装置から発生する廃
ガスを凝縮器での冷却，廃ガス洗浄塔での洗浄・冷却，高性能粒子
フィルタでのろ過，加熱器での加熱及びよう素フィルタでのよう素の
除去を組み合わせて処理した後，排風機で低レベル廃棄物処理建屋換
気設備の建屋排風機Ⅲ下流へ移送する設計とする。
低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の低レベル濃縮廃液処
理廃ガス処理系は，廃ガス洗浄塔の負圧を維持する設計とする。
低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の廃溶媒処理廃ガス処
理系は，固体廃棄物の廃棄施設の熱分解装置からの可燃性ガスを燃焼
する燃焼装置から発生する廃ガスをスプレイ塔での冷却，廃ガス洗浄
塔での洗浄・冷却，凝縮器での冷却，高性能粒子フィルタでのろ過，
加熱器での加熱及びよう素フィルタでのよう素の除去を組み合わせて
処理した後，排風機で低レベル廃棄物処理建屋換気設備の建屋排風機
Ⅲ下流へ移送する設計とする。
低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の雑固体廃棄物焼却処
理廃ガス処理系は，固体廃棄物の廃棄施設の焼却装置からセラミック
フィルタを経て発生する廃ガスをスプレイ塔での冷却，廃ガス洗浄塔
での洗浄・冷却，凝縮器での冷却及び高性能粒子フィルタでのろ過を
組み合わせて処理した後，主排風機で低レベル廃棄物処理建屋換気設
備の建屋排風機Ⅲ下流へ移送する設計とする。
低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の雑固体廃棄物焼却処
理廃ガス処理系は，焼却装置の負圧を維持する設計とする。
低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系
は，低レベル廃棄物処理建屋内に設置する塔槽類から発生する廃ガス
を高性能粒子フィルタでろ過をした後，排風機で低レベル廃棄物処理
建屋換気設備の建屋排風機Ⅲ下流へ移送する設計とする。

－ － 基本設計方針 －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

機能要求①

塔槽類廃ガス処理設備（低レベル廃
棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備
(塔槽類廃ガス処理系））
塔槽類廃ガス処理設備（低レベル廃
棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備
（低レベル濃縮廃液処理廃ガス処理
系））
塔槽類廃ガス処理設備（低レベル廃
棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備
（廃溶媒処理廃ガス処理系））
塔槽類廃ガス処理設備（低レベル廃
棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備
（雑固体廃棄物焼却処理廃ガス処理
系））

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）
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項目
番号

基本設計方針 要求種別

20 機能要求①

22

チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋塔槽類廃ガス処理
設備は，固体廃棄物の廃棄施設の廃樹脂貯槽等のチャンネルボック
ス・バーナブルポイズン処理建屋内に設置する塔槽類及び第２切断装
置から発生する廃ガスを高性能粒子フィルタでろ過をした後，排風機
でチャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋換気設備の建屋
排風機Ⅱ下流へ移送する設計とする。

機能要求①

23 機能要求①

24 機能要求①

25

5.1.1.3 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備
高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備は，固体廃棄物の廃棄施設の
ガラス溶融炉から発生する廃ガス中のＮＯｘ及び放射性物質を除去す
るとともに，ガラス溶融炉の内部を負圧に維持する機能を有する設計
とする。
高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備は，固体廃棄物の廃棄施設の
ガラス溶融炉から発生する廃ガスによる環境への放射性物質の放出量
を，合理的に達成できる限り低くする設計とする。

冒頭宣言

26

固体廃棄物の廃棄施設のガラス溶融炉からの廃ガスは，廃ガス洗浄器
での洗浄・冷却，吸収塔での洗浄，凝縮器での冷却，ミストフィルタ
でのろ過，ルテニウム吸着塔での揮発性ルテニウムの除去，高性能粒
子フィルタでのろ過，加熱器での加熱及びよう素フィルタでのよう素
の除去を組み合わせて処理した後，高性能粒子フィルタでろ過し，排
風機で高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の排風機下
流へ移送する設計とする。
高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備で発生する廃ガス洗浄廃液
は，廃ガス洗浄液槽へ移送した後，液体廃棄物の廃棄施設の高レベル
廃液処理設備へ移送する設計とする。

機能要求①

21

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備は，低レベル濃縮廃液
処理廃ガス処理系，廃溶媒処理廃ガス処理系，雑固体廃棄物焼却処理
廃ガス処理系及び塔槽類廃ガス処理系で構成する。
低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の低レベル濃縮廃液処
理廃ガス処理系は，固体廃棄物の廃棄施設の乾燥装置から発生する廃
ガスを凝縮器での冷却，廃ガス洗浄塔での洗浄・冷却，高性能粒子
フィルタでのろ過，加熱器での加熱及びよう素フィルタでのよう素の
除去を組み合わせて処理した後，排風機で低レベル廃棄物処理建屋換
気設備の建屋排風機Ⅲ下流へ移送する設計とする。
低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の低レベル濃縮廃液処
理廃ガス処理系は，廃ガス洗浄塔の負圧を維持する設計とする。
低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の廃溶媒処理廃ガス処
理系は，固体廃棄物の廃棄施設の熱分解装置からの可燃性ガスを燃焼
する燃焼装置から発生する廃ガスをスプレイ塔での冷却，廃ガス洗浄
塔での洗浄・冷却，凝縮器での冷却，高性能粒子フィルタでのろ過，
加熱器での加熱及びよう素フィルタでのよう素の除去を組み合わせて
処理した後，排風機で低レベル廃棄物処理建屋換気設備の建屋排風機
Ⅲ下流へ移送する設計とする。
低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の雑固体廃棄物焼却処
理廃ガス処理系は，固体廃棄物の廃棄施設の焼却装置からセラミック
フィルタを経て発生する廃ガスをスプレイ塔での冷却，廃ガス洗浄塔
での洗浄・冷却，凝縮器での冷却及び高性能粒子フィルタでのろ過を
組み合わせて処理した後，主排風機で低レベル廃棄物処理建屋換気設
備の建屋排風機Ⅲ下流へ移送する設計とする。
低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の雑固体廃棄物焼却処
理廃ガス処理系は，焼却装置の負圧を維持する設計とする。
低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系
は，低レベル廃棄物処理建屋内に設置する塔槽類から発生する廃ガス
を高性能粒子フィルタでろ過をした後，排風機で低レベル廃棄物処理
建屋換気設備の建屋排風機Ⅲ下流へ移送する設計とする。

機能要求①

説明対象
申請対象設備

（１項変更②）
申請対象設備

（２項変更③）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更③）

申請対象設備
（２項変更④）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用） 第３Ｇｒ

－ － － － － － ○ － 基本設計方針 － － －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － ○ － 基本設計方針 － － －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － ○ － 基本設計方針 － － －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － ○ － 基本設計方針 － － －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

○ － 基本設計方針 － － － － － － － － － － －

○ － 基本設計方針 －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － －

－ － － －－ － － － －－ － － － －
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説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更①）

申請対象設備
（２項変更②）

仕様表 添付書類 添付書類における記載
項目
番号

基本設計方針 要求種別

第１Ｇｒ 第２Ｇｒ（貯蔵庫共用）

主な設備 展開事項 添付書類　構成 添付書類　説明内容

27

5.1.1.5　主排気筒
主排気筒は，せん断処理・溶解廃ガス処理設備，塔槽類廃ガス処理設
備及び高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備で処理した気体状の放
射性物質を，換気設備の排気とともに大気へ放出するためのものであ
り，再処理施設から放出される気体状の放射性物質のほぼ全量を放出
する設計とする。
主排気筒は，放出する気体状の放射性物質に対し，十分な拡散効果を
有する設計とする。

機能要求① 主排気筒 設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

28

5.2 液体廃棄物の廃棄施設
液体廃棄物の廃棄施設は，分離施設等から発生する高レベル廃液を濃
縮して貯蔵する高レベル廃液処理設備（一部２系列）及び再処理施設
の各施設から発生する低レベル放射性廃液を処理する低レベル廃液処
理設備１系列で構成する。
高レベル廃液処理設備を収納する主要な建屋は，分離建屋及び高レベ
ル廃液ガラス固化建屋である。
低レベル廃液処理設備を収納する主要な建屋は，使用済燃料受入れ・
貯蔵管理建屋及び低レベル廃液処理建屋である。

冒頭宣言 基本方針 基本方針 － － － － － － － ○ － 基本設計方針 － － －

29

低レベル廃液は，適切に処理し，放射性物質の量及び濃度を確認後，
海洋放出管の海洋放出口から海洋に放出する設計とする。
ＭＯＸ燃料加工施設の排水は，再処理施設の低レベル廃液処理設備の
第１放出前貯槽に受け入れ，海洋放出管を経て海洋に放出する設計と
する。ＭＯＸ燃料加工施設の排水が通過する経路をＭＯＸ燃料加工施
設と共用し，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とす
る。

冒頭宣言
低レベル廃液処理設備（海洋放出管
理系）

基本方針 － － － － － － － － － － － － －

30

5.2.1 設計基準対象の施設
5.2.1.1 高レベル廃液処理設備
高レベル廃液処理設備は，高レベル廃液濃縮設備及び高レベル廃液貯
蔵設備で構成する。

冒頭宣言 基本方針 基本方針 － － － － － － － － － － － － －

31

高レベル廃液濃縮設備は，高レベル廃液濃縮系及びアルカリ廃液濃縮

冒頭宣言 高レベル廃液濃縮設備 基本方針 － － － － － － － － － － － － －

32 機能要求①
高レベル廃液濃縮設備（高レベル廃
液濃縮系）

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

33 機能要求①
高レベル廃液濃縮設備（アルカリ廃
液濃縮系）

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

34

高レベル廃液貯蔵設備は，高レベル濃縮廃液貯蔵系，不溶解残渣廃液

冒頭宣言 高レベル廃液貯蔵設備 基本方針 － － － － － － － － － － － － －

35 機能要求① 高レベル廃液貯蔵設備 設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －
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項目
番号

基本設計方針 要求種別

27

5.1.1.5　主排気筒
主排気筒は，せん断処理・溶解廃ガス処理設備，塔槽類廃ガス処理設
備及び高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備で処理した気体状の放
射性物質を，換気設備の排気とともに大気へ放出するためのものであ
り，再処理施設から放出される気体状の放射性物質のほぼ全量を放出
する設計とする。
主排気筒は，放出する気体状の放射性物質に対し，十分な拡散効果を
有する設計とする。

機能要求①

28

5.2 液体廃棄物の廃棄施設
液体廃棄物の廃棄施設は，分離施設等から発生する高レベル廃液を濃
縮して貯蔵する高レベル廃液処理設備（一部２系列）及び再処理施設
の各施設から発生する低レベル放射性廃液を処理する低レベル廃液処
理設備１系列で構成する。
高レベル廃液処理設備を収納する主要な建屋は，分離建屋及び高レベ
ル廃液ガラス固化建屋である。
低レベル廃液処理設備を収納する主要な建屋は，使用済燃料受入れ・
貯蔵管理建屋及び低レベル廃液処理建屋である。

冒頭宣言

29

低レベル廃液は，適切に処理し，放射性物質の量及び濃度を確認後，
海洋放出管の海洋放出口から海洋に放出する設計とする。
ＭＯＸ燃料加工施設の排水は，再処理施設の低レベル廃液処理設備の
第１放出前貯槽に受け入れ，海洋放出管を経て海洋に放出する設計と
する。ＭＯＸ燃料加工施設の排水が通過する経路をＭＯＸ燃料加工施
設と共用し，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とす
る。

冒頭宣言

30

5.2.1 設計基準対象の施設
5.2.1.1 高レベル廃液処理設備
高レベル廃液処理設備は，高レベル廃液濃縮設備及び高レベル廃液貯
蔵設備で構成する。

冒頭宣言

31

高レベル廃液濃縮設備は，高レベル廃液濃縮系及びアルカリ廃液濃縮

冒頭宣言

32 機能要求①

33 機能要求①

34

高レベル廃液貯蔵設備は，高レベル濃縮廃液貯蔵系，不溶解残渣廃液

冒頭宣言

35 機能要求①

説明対象
申請対象設備

（１項変更②）
申請対象設備

（２項変更③）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更③）

申請対象設備
（２項変更④）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用） 第３Ｇｒ

－ － － － － － ○ － 主排気筒 － － －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備
を除く）の設備構成、系統構成、
配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

○ － 基本設計方針 － － － ○ 基本設計方針 基本設計方針 － 基本設計方針 － － －

－ － － － － － ○ 基本設計方針 基本設計方針 － 基本設計方針 － － －

○ － 基本設計方針 － － － － － － － － － － －

○ － 基本設計方針 － － － － － － － － － － －

○ － 基本設計方針 －

Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － －

○ － 基本設計方針 －

Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － －

○ － 基本設計方針 － － － － － － － － － － －

○ － 基本設計方針 －

Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － －
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説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更①）

申請対象設備
（２項変更②）

仕様表 添付書類 添付書類における記載
項目
番号

基本設計方針 要求種別

第１Ｇｒ 第２Ｇｒ（貯蔵庫共用）

主な設備 展開事項 添付書類　構成 添付書類　説明内容

36 機能要求①
高レベル廃液貯蔵設備（高レベル濃
縮廃液貯蔵系）

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

37 機能要求①
高レベル廃液貯蔵設備（不溶解残渣
廃液貯蔵系）

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

38 機能要求①
高レベル廃液貯蔵設備（アルカリ濃
縮廃液貯蔵系）

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

39 機能要求①
高レベル廃液貯蔵設備（共用貯蔵
系）

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

40

加工施設と共用する設計とする。

冒頭宣言 基本方針 基本方針 － － － － － － － ○ － 基本設計方針 － － －

41

各施設の管理区域内で発生する廃液のうち高レベル廃液及び廃溶媒以
外の廃液は，低レベル廃液としてそれぞれの建屋に設けた中間貯槽に
性状に応じて分類して集め，低レベル廃液処理設備へ移送する設計と
する。
低レベル廃液処理設備は，海洋に放出する排水中の放射性物質の濃度
及び量を合理的に達成できる限り低くするために，廃液の性状に応じ
て蒸発，ろ過等の適切な処理を行う設計とする。
低レベル廃液処理設備で処理した処理水は，放出管理が行える海洋放
出管理系を経て十分な拡散効果を有する海洋放出口から放出する設計
とする。

冒頭宣言 低レベル廃液処理設備 基本方針 － － － － － － － ○ － 基本設計方針 － － －

42

低レベル廃液処理設備のうち，ＭＯＸ燃料加工施設で濃度限度以下で
あることを確認した排水を第１放出前貯槽に受け入れ，海洋放出管を
経て海洋に放出するまでの排水が通過する経路は，ＭＯＸ燃料加工施
設と共用する設計とし，ＭＯＸ燃料加工施設において故障その他の異
常が発生した場合は，排水を第１放出前貯槽に受け入れる経路上に設
置する弁を閉止することにより，ＭＯＸ燃料加工施設からの波及的影
響を及ぼさない設計とすることで，共用によって再処理施設の安全性
を損なわない設計とする。

機能要求①
低レベル廃液処理設備（海洋放出管
理系）

設計方針（系統構成）
設計方針（共用）

Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成からMOX共用に関する系統
のみ変更。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

43 機能要求①
低レベル廃液処理設備（第１低レベ
ル廃液処理系）

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － ○ － 基本設計方針 － － －

44 機能要求①
低レベル廃液処理設備（第２低レベ
ル廃液処理系）

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －
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項目
番号

基本設計方針 要求種別

36 機能要求①

37 機能要求①

38 機能要求①

39 機能要求①

40

加工施設と共用する設計とする。

冒頭宣言

41

各施設の管理区域内で発生する廃液のうち高レベル廃液及び廃溶媒以
外の廃液は，低レベル廃液としてそれぞれの建屋に設けた中間貯槽に
性状に応じて分類して集め，低レベル廃液処理設備へ移送する設計と
する。
低レベル廃液処理設備は，海洋に放出する排水中の放射性物質の濃度
及び量を合理的に達成できる限り低くするために，廃液の性状に応じ
て蒸発，ろ過等の適切な処理を行う設計とする。
低レベル廃液処理設備で処理した処理水は，放出管理が行える海洋放
出管理系を経て十分な拡散効果を有する海洋放出口から放出する設計
とする。

冒頭宣言

42

低レベル廃液処理設備のうち，ＭＯＸ燃料加工施設で濃度限度以下で
あることを確認した排水を第１放出前貯槽に受け入れ，海洋放出管を
経て海洋に放出するまでの排水が通過する経路は，ＭＯＸ燃料加工施
設と共用する設計とし，ＭＯＸ燃料加工施設において故障その他の異
常が発生した場合は，排水を第１放出前貯槽に受け入れる経路上に設
置する弁を閉止することにより，ＭＯＸ燃料加工施設からの波及的影
響を及ぼさない設計とすることで，共用によって再処理施設の安全性
を損なわない設計とする。

機能要求①

43 機能要求①

44 機能要求①

説明対象
申請対象設備

（１項変更②）
申請対象設備

（２項変更③）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更③）

申請対象設備
（２項変更④）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用） 第３Ｇｒ

○ － 基本設計方針 －

Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － －

○ － 基本設計方針 －

Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － －

○ － 基本設計方針 －

Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － －

○ － 基本設計方針 －

Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － －

○ － 基本設計方針 － － － ○ 基本設計方針 基本設計方針 － 基本設計方針 － － －

○ － 基本設計方針 － － － ○ 基本設計方針 基本設計方針 － 基本設計方針 － － －

－ － － － － － ○ 基本設計方針 基本設計方針 － 基本設計方針 －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成からMOX共用
に関する系統のみ変更。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

○ － 基本設計方針 －

Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

○ 基本設計方針 基本設計方針 － － －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

○ － 基本設計方針 －

Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

○ － 基本設計方針 － － －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）
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説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更①）

申請対象設備
（２項変更②）

仕様表 添付書類 添付書類における記載
項目
番号

基本設計方針 要求種別

第１Ｇｒ 第２Ｇｒ（貯蔵庫共用）

主な設備 展開事項 添付書類　構成 添付書類　説明内容

45 機能要求①
低レベル廃液処理設備（洗濯廃液処
理系）

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

46

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設廃液処理系は，使用済燃料の受
入れ施設及び貯蔵施設で発生する低レベル廃液を処理する設計とす
る。
使用済燃料輸送容器の内部水，使用済燃料輸送容器の内部除染水等
は，第１ろ過装置で処理した後，機器ドレン等とともに，第２ろ過装
置及び脱塩装置にて処理する設計とする。脱塩装置からの処理水は，
第６低レベル廃液蒸発缶へ，必要に応じ第５低レベル廃液蒸発缶又は
第１低レベル廃液蒸発缶へ移送するか，使用済燃料の受入れ施設及び
貯蔵施設の補給水槽に移送し，貯蔵後再使用する設計とする。第６低
レベル廃液蒸発缶又は第５低レベル廃液蒸発缶は，受け入れた低レベ
ル廃液を蒸発濃縮し，濃縮液は，低レベル濃縮廃液貯槽に一時貯蔵
し，固体廃棄物の廃棄施設の低レベル濃縮廃液処理系の固化装置へポ
ンプで移送する。凝縮液は，海洋放出管理系の第１放出前貯槽へ移送
する設計とする。
また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の管理区域で使用した防
護衣を洗濯する際に発生する洗濯廃液等は，洗濯廃液ろ過装置にてろ
過処理した後，海洋放出管理系の第１放出前貯槽へ移送する。

機能要求①
低レベル廃液処理設備（使用済燃料
の受入れ施設及び貯蔵施設廃液処理
系）

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

47 機能要求①
低レベル廃液処理設備（油分除去
系）

設計方針（系統構成）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更なし。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

48

の第６低レベル廃液蒸発缶又は第５低レベル廃液蒸発缶及び洗濯廃液

機能要求①
低レベル廃液処理設備（海洋放出管
理系）

設計方針（系統構成）
設計方針（共用）

Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成からMOX共用に関する系統
のみ変更。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －

49

第２海洋放出ポンプから導く海洋放出管は，再処理設備本体の運転開
始時には，第１海洋放出ポンプから導く海洋放出管との合流部で切り
離し，以後使用しない設計とする。　ＭＯＸ燃料加工施設からの排水
を第１放出前貯槽に受け入れ，海洋放出管を経て海洋に放出するまで
の排水が通過する経路は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計とす
る。

機能要求①
低レベル廃液処理設備（海洋放出管
理系）

設計方針（共用）
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成からMOX共用に関する系統
のみ変更。

【廃棄施設の基本方針】
気体廃棄物の廃棄施設（換気設備を除く）の設
備構成、系統構成、配置、構造等を説明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － － － － － －
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項目
番号

基本設計方針 要求種別

45 機能要求①

46

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設廃液処理系は，使用済燃料の受
入れ施設及び貯蔵施設で発生する低レベル廃液を処理する設計とす
る。
使用済燃料輸送容器の内部水，使用済燃料輸送容器の内部除染水等
は，第１ろ過装置で処理した後，機器ドレン等とともに，第２ろ過装
置及び脱塩装置にて処理する設計とする。脱塩装置からの処理水は，
第６低レベル廃液蒸発缶へ，必要に応じ第５低レベル廃液蒸発缶又は
第１低レベル廃液蒸発缶へ移送するか，使用済燃料の受入れ施設及び
貯蔵施設の補給水槽に移送し，貯蔵後再使用する設計とする。第６低
レベル廃液蒸発缶又は第５低レベル廃液蒸発缶は，受け入れた低レベ
ル廃液を蒸発濃縮し，濃縮液は，低レベル濃縮廃液貯槽に一時貯蔵
し，固体廃棄物の廃棄施設の低レベル濃縮廃液処理系の固化装置へポ
ンプで移送する。凝縮液は，海洋放出管理系の第１放出前貯槽へ移送
する設計とする。
また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の管理区域で使用した防
護衣を洗濯する際に発生する洗濯廃液等は，洗濯廃液ろ過装置にてろ
過処理した後，海洋放出管理系の第１放出前貯槽へ移送する。

機能要求①

47 機能要求①

48

の第６低レベル廃液蒸発缶又は第５低レベル廃液蒸発缶及び洗濯廃液

機能要求①

49

第２海洋放出ポンプから導く海洋放出管は，再処理設備本体の運転開
始時には，第１海洋放出ポンプから導く海洋放出管との合流部で切り
離し，以後使用しない設計とする。　ＭＯＸ燃料加工施設からの排水
を第１放出前貯槽に受け入れ，海洋放出管を経て海洋に放出するまで
の排水が通過する経路は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計とす
る。

機能要求①

説明対象
申請対象設備

（１項変更②）
申請対象設備

（２項変更③）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更③）

申請対象設備
（２項変更④）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用） 第３Ｇｒ

－ － － － － － ○ － 基本設計方針 － － －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

○ － 基本設計方針 －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

○ 基本設計方針 － － － －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － ○ － 基本設計方針 － － －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成から変更な
し。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － ○ 基本設計方針 基本設計方針 － 基本設計方針 －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成からMOX共用
に関する系統のみ変更。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

－ － － － － － ○ 基本設計方針 基本設計方針 － 基本設計方針 －
Ⅵ-2　再処理施設に関する図面
既設工認の系統構成からMOX共用
に関する系統のみ変更。

【廃棄施設の基本方針】
液体廃棄物の廃棄施設の設備構
成、系統構成、配置、構造等を説
明する。
（系統図、配置図、構造図等）

・「説明対象」について
〇：当該申請回次で新規に記載する項目又は当該申請回次で記載を追記する項目
△：当該申請回次以前から記載しており，記載内容に変更がない項目
－：当該申請回次で記載しない項目
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別紙３ 
 
 
 

基本設計方針の添付書類への展開 
 

※当該条文は変更無し条文であり、既認可設工認から添付書類の変更がないため、 

対象外とする。 
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別紙４ 
 

 

 

添付書類の発電炉との比較 
 

※当該条文は変更無し条文であり、既認可設工認から添付書類の変更がないため、 

対象外とする。 
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別紙５ 
 
 
 

補足説明すべき項目の抽出 
 

※当該条文は変更無し条文であり、既認可設工認から添付書類の変更がないため、 

対象外とする。 
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令和３年８月 27 日 Ｒ０ 

 

 

 

 

 

別紙６ 
 
 
 

変更前記載事項の 
既工認等との紐づけ 

 
※本別紙は、別紙１による基本設計方針の記載事項の確定後に示す。 
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